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午前 10 時 開議

○渡邊靖司委員長 これより本日の会議を開きます。

報告をさせます。

〔東主査朗読〕

１．議長及び予算特別委員長から、委員の異動について、水口典一議員の委員辞任を許可し、滝

口信喜議員を委員に補充選任し、第２分科委員に補充指名した旨、通知がありました。

１．本日の会議録署名委員は、

武 市 尚 子 委員

海 野 真 樹 委員

であります。

○渡邊靖司委員長 まず、本分科会における審査日程等についてお諮りいたします。

本分科会の審査は、配付の審査日程及び質疑・質問通告のとおり取り進めることとし、あわせ

て、委員外議員山崎真由美さんから、本分科会に出席し、環境生活部所管部分について発言した

い旨の申出がありますので、委員の質疑並びに質問終了時にこれを許可することにいたしたいと

思いますが、これに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○渡邊靖司委員長 御異議なしと認め、そのように決定いたします。
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（上の審査日程は巻末に掲載する）

○渡邊靖司委員長 それでは、議案第１号、第11号、第12号及び第14号ないし第17号を一括議題

といたします。

１．企業局所管審査

○渡邊靖司委員長 これより企業局所管部分について審査を行います。

質疑並びに質問の通告がありますので、順次、発言を許します。

鶴羽芳代子さん。

○鶴羽芳代子委員 それでは、通告に従いまして、企業局の経営について質問をしてまいりま

す。

まず、工業用水事業についてであります。

世界的に、ＡＩ技術が著しく進歩し、半導体の需要が拡大している中で、千歳市ではラピダス

社の次世代半導体製造工場の建設が進んでいます。本格稼働まであと１年となりました。企業局

では、ラピダス社への工業用水の供給に向けて準備を進めているとのことですが、その進捗と課

題等について順次伺います。

次世代半導体製造工場への工水供給のための施設整備についてであります。

次世代半導体製造工場への工業用水の供給に向けて、配水管や中継ポンプ場の整備が進められ

ています。この用水供給に係る施設整備の進捗状況と、供給開始までのスケジュールについて伺

います。

○渡邊靖司委員長 配水施設建設室長上田慎二君。

○上田配水施設建設室長 施設整備の進捗状況等についてでございますが、配水管については、

既存管路のある苫東地域から千歳市の次世代半導体製造工場に向けて、延長23.5キロメートルを

布設する計画であり、令和６年８月に現地工事に着手し、７年度中におよそ８割が完成する見込

みになっております。

また、供給地点までの距離が長いことから、水圧確保のため中継ポンプ場を設置する必要があ

り、その工事に令和７年８月から着手しており、現在、基礎工事が完了したところでございま

す。

ラピダス社へは、全量である日量２万4000立方メートルの一部、日量8000立方メートルを本年

10月１日から供給する契約となっており、10月までに完成した管路の一部を用いて自然流下で供

給を行うこととしております。

また、令和８年度末までには、全体の管路と中継ポンプ場を完成させ、令和９年４月からは、

契約水量の全量に当たる日量２万4000立方メートルの供給を開始する予定でございます。

○鶴羽芳代子委員 次に、公営企業条例の改正について、ラピダス社への供給に当たり、本定例

会に北海道公営企業条例の一部を改正する条例案が提案されておりますが、条例の改正に至った
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経緯について伺います。

○渡邊靖司委員長 工業用水道課長城寳美香さん。

○城寳工業用水道課長 条例の改正についてでありますが、道営工業用水道の給水区域は、北海

道公営企業条例で定めております。

このたび、千歳市の次世代半導体製造工場に工業用水を給水するに当たりまして、これまで、

苫小牧市、厚真町及び安平町としていた給水区域に、新たに当該工場の所在地を給水区域として

定める必要があることから、本定例会に本条例を改正する提案を行ったものでございます。

○鶴羽芳代子委員 その改正条例案では、苫小牧地区工業用水道の給水区域として、千歳市美々

758番62の区域が追加されていますが、この趣旨について伺います。

○城寳工業用水道課長 給水区域についてでありますが、ラピダス社への用水供給については、

令和５年10月に、有識者懇話会の検討結果を踏まえ、道として苫小牧地区工業用水道から供給す

ることが決定されたところでございます。

工業用水の供給に当たっては、工業用水道事業法の定めにより、給水区域内に立地した企業に

対して工業用水道事業者が供給義務を負うこととされていることから、企業局としては、ラピダ

ス社の次世代半導体製造工場への工業用水の供給に当たって、工場の敷地である千歳市美々758

番62を給水区域に追加する条例改正を提案することとしたところでございます。

○鶴羽芳代子委員 では、苫小牧地区への工水供給についてであります。

苫小牧地区工業用水道では、昨年９月、新聞報道で、王子ネピア苫小牧工場の閉鎖が報じられ

ましたが、一方で、来年４月からは、苫小牧工水からラピダス社に１日の量で２万4000立方メー

トルという大量の工業用水の本格的な給水が開始されます。

苫小牧地区への供給が減少して、千歳市への供給が増加することになりますが、苫小牧地区に

おいては、昨今、データセンターや半導体関連企業等の立地の動きが見られます。この地区に今

後立地する企業に供給する工業用水に不足が生じる懸念はないのか伺うとともに、ラピダス社が

目指す量産化においては、将来的に、当然、第２棟、第３棟といった工場の増設が視野に入って

きます。需要は増えるわけですから、将来に向けての対策もしていかなければならないと考えま

す。お考えを伺います。

○渡邊靖司委員長 企業局長松田尚子さん。

○松田企業局長 苫小牧地区の工水供給についてでありますが、王子ネピア苫小牧工場は、令和

８年３月に生産を停止し、工場を閉鎖することから、同社からの届出を受け、現在、工業用水の

使用廃止に向けた手続を進めているところでございます。

また、苫小牧工水の給水能力日量20万立方メートルに対しまして、この王子ネピアの廃止に伴

う減分とラピダス社への供給に伴う増分を考慮すると、契約水量の見込みは日量約16万8000立方

メートルとなりますことから、企業局では、今後の苫小牧地区における供給可能量を差し引いて

日量約３万2000立方メートルと見込んでおります。

さらに、苫東地区におきましては、ＧＸ関連企業の集積の動きもあり、需要の増が見込まれま
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すことから、経済部と企業局で連携をして、この地区の需要調査や企業訪問を行いましたほか、

今後の分譲見込みなどを勘案し、経済部において、今後の工水需要を日量約１万3000立方メート

ルと推計し、この需要に対応するため、来年度から企業局が管路の拡幅工事を行うこととしてお

ります。

このため、現時点におきまして、供給能力に対し、直ちに不足を来す状況にはございません

が、今後といたしましては、さらなる需要増の可能性も視野に新たな水源の調査を進めていると

ころであり、令和８年度中には供給可能量など調査結果を取りまとめることとしております。

企業局といたしましては、今後とも、経済部や苫小牧市などの関係機関との情報共有を図りな

がら、新たな需要動向の把握に努め、適切に対応してまいりたいと考えております。

○鶴羽芳代子委員 最後に、安定的な工水供給に向けた取組についてであります。

半導体関連をはじめとしたＧＸ関連産業等の立地の動きがあり、工水需要の拡大が見込まれま

すが、道営の工業用水道事業は、供給を開始してから50年以上経過した施設もあり、老朽化が進

んでいます。

工水の安定供給には施設の健全性を保ち続けることが重要であり、施設の老朽化対策や耐震化

など災害に強いインフラ整備が必要と考えますが、どのように取り組んでいく考えなのか、伺い

ます。

○渡邊靖司委員長 企業局次長寺﨑将君。

○寺﨑企業局次長 施設整備の取組についてでございますが、企業局においては、これまで、漏

水事故の未然防止のため、老朽度合いや耐震性を勘案して、優先順位をつけて配水管路を改修し

てきたところでございます。

また、管路以外につきましては、これまでに行った耐震診断の結果を踏まえまして、緊急性の

あるものから着手することとし、令和７年３月に、企業局独自に早期耐震化計画を策定し、室蘭

工水の幌別ダム放流ゲート、苫小牧工水の管理事務所建屋、石狩工水の水管橋を早期に対策が必

要な施設として選定したところでございます。

また、これ以外の施設につきましては、令和７年３月の国による「工業用水道施設更新・耐

震・アセットマネジメント指針」の改正を受けまして、経営戦略期間中に、施設の重要度や老朽

度合いを踏まえた強靱化計画を策定すべく取組を進めており、今年度は、耐震化や浸水対策に関

する改修範囲、施工方法や優先順位などを検討しているところでございます。

企業局といたしましては、引き続き、こうした計画策定に当たりまして、事業費の平準化や財

政見通しを検討しつつ、受水企業と情報共有、意見交換を行い、将来の安定供給確保に取り組ん

でまいります。

以上です。

○鶴羽芳代子委員 現在、高市政権では、半導体産業を経済安全保障の要として位置づけ、今年

の夏を目途に地域未来戦略の策定を進めています。この中で、インフラ整備の重要性が強調され

ていて、鉄道や道路に加えて、工業用水も国で整備する方針が打ち出されていますので、知事
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は、昨日、ＪＲの新千歳空港－札幌間の輸送やラピダス周辺の整備について国へ要望されていま

すが、工水につきましても、国家プロジェクトのインフラ課題として明確に位置づけ、国に対し

て働きかけていっていただきたいと要望を申し上げます。

次に、電気事業についてであります。

企業局発電所の電力売却に係る入札結果について伺います。

１月の経済委員会において、企業局が所管する九つの発電所のうち、固定価格買取り制度、い

わゆるＦＩＴ制度の適用とならない五つの発電所の電力の売却について、入札実施に関する報告

がありました。

その際、安定的な売電収入の確保のため、公募条件の見直しを行ったとのことですが、その目

的と具体的な内容、また、入札の結果はどのようなものであったか、伺います。

○渡邊靖司委員長 発電課長紺野昌昭君。

○紺野発電課長 電力売却に係る入札についてでありますが、近年、風力や太陽光など道内にお

ける再生可能エネルギー開発の進展や、本州－北海道間の将来的な電力広域連系の拡大など、電

力市場を取り巻く環境が変化してきております。

また、令和７年度直近の公営電気の全国平均落札単価が１キロワットアワー当たり12.11円に

なるなど、今後の入札においては、落札単価が低下傾向にある可能性が見込まれたところでござ

います。

このため、収入の安定化を図ることを目的といたしまして、今回の入札においては、契約期間

を２年から３年に延長するとともに、競争性の向上を図るため、入札参加資格から、道内におい

て販売実績があることとの要件を削除するといった公募条件の見直しを行ったところでございま

す。

この結果、落札単価は１キロワットアワー当たり14.16円となり、令和７年３月に改定した、

企業局の中長期の経営見通しを掲載した経営戦略における想定単価を上回ることができたところ

でございます。

○鶴羽芳代子委員 今回の入札結果が、今後の経営にどのような影響を及ぼすと見込んでいるの

か、伺います。

○松田企業局長 経営への影響についてでございますが、前回実施しました令和５年度入札の１

キロワットアワー当たり16.51円に対し、今回の落札単価は14.16円となりましたものの、令和７

年３月に改定いたしました、企業局の中長期の経営見通しを掲載した経営戦略における想定単価

を0.84円上回っており、契約期間である３年間の経営に必要な水準は確保できたものと認識をし

ております。

また、この結果によりまして、経営戦略における収支に比べ、３年間で約４億円の増収が見込

まれますことから、令和11年度までの経営戦略期間中は安定的な経営が維持できると考えている

ところでございます。

一方で、道内の電力需給状況の変化や物価高騰など、今後の経営環境の変化も想定されますこ
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とから、これに備えまして、ＦＩＴ電源を入札により売却する特定卸供給や、電力市場を活用し

て収益の確保を図るＦＩＰ制度など、多様な契約形態についても検討を行い、さらなる電力料収

入の確保に努めてまいります。

○鶴羽芳代子委員 売電収入を確保する取組について伺ってきましたが、一方で、安定経営に向

けては、発電電力量を増加する取組も必要と考えます。

企業局では、ポンテシオ発電所の最大出力を増加させるため、第４回定例会で条例改正を行い

ましたが、そのほか、発電電力量の増加に向けてどのように取り組んでいるのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 発電制御室長勝浦雅彦君。

○勝浦発電制御室長 発電電力量の増加に向けた取組についてでありますが、令和５年度に、滝

下発電所の水車を効率の高いものに更新する、いわゆるリパワリングを行いましたほか、今年度

実施しましたポンテシオ発電所の水車発電機の更新による最大出力の増により、合わせて年間約

200万キロワットアワー、一般世帯の消費量に換算しますと約700世帯分の増電を見込んでいると

ころでございます。

また、岩尾内発電所では、河川管理者である国と協議しながら、これまで発電に利用してこな

かったダム放流水を有効活用する取組を試験的に行うこととしているほか、従来から夕張川にあ

る六つの発電所におきまして、上流の発電所で使用した水を下流の発電所でも順次活用する効率

的な水系一貫運用を行っており、発電電力量の増加に努めているところでございます。

○鶴羽芳代子委員 では、施設整備等の考え方について伺います。

令和８年度当初予算においては、主な電気事業会計における建設改良事業として、岩尾内発電

所の改修事業が計上されています。これは、老朽化が進む発電施設の更新を着実に進め、電力の

安定供給や収益の安定化を図るための取組と認識しております。

そこで、どのような考えの下で、今後、施設の更新やその後の保守を行っていくのか、伺いま

す。

○寺﨑企業局次長 今後の施設整備などについてでございますが、企業局が所有する９発電所の

うち、新設や大規模改修が完了した発電所を除き、今後、施設の更新を要する発電所は、岩尾

内、鷹泊、川端の３か所であり、このうち、岩尾内発電所は令和３年度から令和10年度までの予

定で改修事業に取り組んでいるところでございます。

また、鷹泊、川端発電所では、現在、ダムを所管する国におきまして改修の検討を進めており

ますことから、検討の動向に合わせまして、改修後のダムの諸元に対応した最適な発電規模など

について検討を進め、発電電力量の最大化を図る予定でございます。

なお、改修に当たり、国が推進する、市場に連動して売電収入が得られるＦＩＰ制度の適用を

受ける場合、国の認定基準により、改修範囲などに一定の条件がありますことから、これも視野

に検討を進め、経済性の確保に努めてまいります。

また、保守につきましては、電力の安定供給とライフサイクルコストの低減を目的に作成して

おります発電施設長寿命化計画を適宜更新し、予防保全の考えの下、施設の適切な維持管理に努
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めてまいります。

○鶴羽芳代子委員 では、最後に、企業局の今後の経営について伺います。

これまで、企業局における様々な取組について伺ってきました。

工業用水道事業では、2027年に半導体の量産を開始するラピダス社への供給はもとより、同社

の立地を契機とした苫小牧地区における需要増も想定した取組を進めていると理解しておりま

す。また、電気事業では、水力発電によるクリーンな電力を安定的に地域に供給することで、本

道の再生可能エネルギーの一翼を担うとともに、地域の振興や活性化にも大きな役割を果たして

きたと受け止めております。

企業局では、若手職員提案、職員投票でキャッチフレーズが去年12月に決まったとのことです

が、本道経済の発展に資するために設置された公営企業として、今後どのように企業局の経営に

取り組んでいくのか、公営企業管理者の見解を伺います。

○渡邊靖司委員長 公営企業管理者天沼宇雄君。

○天沼公営企業管理者 今後の企業局の経営についてでございますが、工業用水道事業につきま

しては、本道経済の新たな発展を支えるインフラとして重要な役割を担っておりまして、ラピダ

ス社の半導体製造工場への供給に向けた施設整備のほか、さらなる需要の拡大が見込まれる苫小

牧地区における管路の増強工事に取り組むなど、今後の工水需要に適切に対応いたしますととも

に、耐震化などの強靱化の取組を計画的に進め、施設を健全な状態に保つことで、引き続き、工

水の安定供給を目指していく考えであります。

次に、電気事業についてですが、国内外の社会経済情勢の変動などによる経営環境の変化に対

応しながら、安定的な発電量と電力料収入を確保するためには、老朽化施設の更新等を計画的に

進めることが重要でありますことから、新たな売電方法の検討も含め、財源となる内部留保資金

の確保に努めてまいる考えであります。

さらに、令和８年度からは、運営の効率化に向けまして、デジタル画像やＩＴ活用のための予

算を計上していますほか、企業局自ら、電気の技術職員に係る採用事務を行うとともに、民間の

採用で使われる適性検査、いわゆるＳＰＩを導入するなど、喫緊の課題であります技術職員の人

手不足に機動的に対応してまいります。

また、国が早期社会実装を進めるとしている次世代エネルギー技術、ペロブスカイト太陽電池

などにつきまして、情報収集や研究に努めているところでありまして、令和８年度は、寒冷地で

の実証を目的としたモデル事業に取り組む考えであります。

私といたしましては、このほど作成した企業局のキャッチフレーズ、「水から始まるストーリ

ー ～ その水と未来を見よう ～ 」を合い言葉に、安全、安心な工業用水とクリーンな電力の安定

的な供給に努めますとともに、新たなニーズにも応えていくことで、今後も本道経済の発展や地

域産業の活性化に寄与できるよう尽力してまいります。

以上でございます。

○鶴羽芳代子委員 「水から始まるストーリー ～ その水と未来を見よう ～ 」は、すばらしい、



【第２分科会 ３月12日 第２号】

すてきなキャッチフレーズだと思います。

そして、ただいまペロブスカイト太陽電池についても触れられていましたが、軽くて薄くて曲

げられる、窓や壁などに貼り付けて発電ができるという次世代の太陽電池として世界的に注目さ

れている技術で、日本が研究をリードしてきた分野の一つと承知しています。

次世代太陽電池の社会実装に向けた国の動きを踏まえ、北海道を寒冷地におけるペロブスカイ

ト太陽電池の実証拠点として活用していくべきであり、また、ラピダス社をはじめ、先端産業の

集積と再生可能エネルギーの活用とを結びつけて、本道の新たな産業戦略として展開していくべ

きと考えます。令和８年度のモデル事業に大きく期待して、私の質問を終わります。

ありがとうございました。

○渡邊靖司委員長 鶴羽委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

滝口信喜君。

○滝口信喜委員 私からも、企業局の経営環境についてお尋ねをいたしたいというふうに思いま

す。

前段は省略をいたしますけれども、今、様々な大きな変化、転換のときを企業局としても迎え

ているのではないか、そんな意味で、公営企業法をしっかりと遵守しながらも、稼ぐ公営企業と

いうことにも大きく前進をする、そういう時代に入っているのではないかというふうに思いま

す。

最初に、電気事業についてお尋ねをいたします。

ゼロカーボン北海道推進基金との関わりについてでありますけれども、道の進めるゼロカーボ

ン北海道の実現に向けて、企業局は、通称・ゼロカーボン北海道推進基金、これは令和５年度か

らスタートしていますけれども、これに70億円を拠出しております。

この事業が企業局の直接的事業にどのように関わりがあるのか、加えて、企業局は事業の選定

について意見を求められているのか、また、その成果について、どのような報告を受けているの

か、まず先にお尋ねをしたいというふうに思います。

○渡邊靖司委員長 発電課長紺野昌昭君。

○紺野発電課長 基金との関わりについてでありますが、企業局は、これまで、電気事業会計か

ら当該基金の財源の一部を支出してきており、ゼロカーボン基金の前身である新エネルギー導入

加速化基金に約63億円、ゼロカーボン北海道推進基金に70億円の合わせて約133億円を繰り出し

たところでございます。

これらの基金を活用する事業の選定に当たっては、発電事業者としての経験や知見を踏まえた

技術的観点から、事業者が送電系統に接続する際の制約など、必要な助言を行ってきたところで

ございます。

また、成果につきましては、実績一覧といたしまして、事後に報告を受けているところであり

ます。

○滝口信喜委員 ただいま、基金を活用する事業の選定については助言を行っている、成果につ
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いても報告を受けている、こういうことでありました。しかし、私は、これは前から言っている

のですけれども、やっぱり、電気事業にどう関わったのかというのが極めて重要ではないかとい

うふうに思いますので、その視点も決して忘れることなく行っていただきたい。

お聞きをしますと、電気事業会計の今後の見通しは、多額の費用を要する鷹泊ダムのリプレー

スだとか、それから、ＦＩＴは20年間の期限付でありますから、シューパロダムは令和16年に終

了すると。さらには、泊３号機が再稼働しますと電気料金が下がってくるのではないか、こうい

った動向もあります。令和５年のスタートのときに70億円を企業局から拠出していますけれど

も、これが果たして今後続くのかどうかというのは、非常に心配なところもあります。しっかり

と事業を吟味しながら、慎重な対応を私のほうからも求めておきたい、このように思います。

次に、水力発電の開発に関わる課題についてお尋ねをします。

企業局が長年にわたって技術やノウハウを蓄積している水力発電の開発について、開発コスト

と売電価格のバランスを取るのが難しく、事業化に一定の課題があるというふうに伺っておりま

す。その課題について、さらに、その解決策について伺っておきたいと思います。

○紺野発電課長 水力発電の開発における課題についてでありますが、北海道内における水力発

電は、過去に大規模で経済性のよい地点から順次開発が進められ、その結果、現在未開発の地点

はさらに奥地化、小規模化していることに加えまして、近年は、資材費や人件費の高騰に伴い、

建設コストが増大してきており、新規の開発は容易ではない状況にあります。

一方、売電収入は、1000キロワット未満についてはＦＩＴ制度が適用されるほか、市場に連動

して売電収入が得られるＦＩＰ制度や一般競争入札は市場動向の影響を受けやすく、現状では、

増大する建設コストの回収の見通しは立てにくい状況となっております。このほか、新たな電力

を接続するための送電網の空き容量の不足なども課題となっているところでございます。

こうした厳しい状況ではありますが、企業局といたしましては、今後も、建設コストの低減に

向けた先進技術の導入や新たな開発地点の調査などを進め、引き続き、事業化に向け、総合的な

検討を行ってまいる考えでございます。

○滝口信喜委員 次に、再生可能エネルギーの導入拡大への取組について伺っておきます。

太陽光発電については、現在、普及が進んでおりますけれども、様々な問題を抱えて、今後、

規制の動きが強化をされると。先ほどもお話がありました、いわゆるペロブスカイトの太陽電池

は、2040年までに大規模な普及を目指すというふうに国は言っております。

企業局においても、先ほど、導入の動き、さらには積極的に進めるというようなお話もありま

したので、いま一度、この取組状況と新たな取組についてお尋ねをしておきたいと思います。

○渡邊靖司委員長 企業局次長寺﨑将君。

○寺﨑企業局次長 再生可能エネルギー導入への取組についてでございますが、企業局では、水

力による新規電源開発に取り組んでおりますほか、最も身近な再生可能エネルギーである太陽光

発電に関しまして、積雪地に適した垂直型太陽光発電について、市町村や民間企業における導入

推進の契機となるよう、管理事務所敷地内に試験的に設備を設置したところでございます。
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この設備における発電実績などの計測データを公開するとともに、市町村職員を対象とした現

地研修会において当該設備の構造や設置効果について説明を行うなど、具体的な導入事例として

情報発信に努めているところでございます。

あわせて、企業局では、国の第７次エネルギー基本計画において、早期の社会実装が目標とし

て位置づけられているペロブスカイト太陽電池などの情報収集や研究に努めているところであ

り、令和８年度には、寒冷地における発電効率や耐久性の検証を目的としたモデル事業の実施に

より、性能の把握や知見の蓄積などを進めてまいります。

以上です。

○滝口信喜委員 今、お話がありました。ぜひ、これは実証実験ですし、2040年というと少しま

だ時間がありますけれども、しかし、これを積み上げながら、道の公共施設だとか学校などの教

育施設、こういうところにチャレンジをしていくという、そういう流れをぜひつくっていってい

ただきたいというふうに思います。

次に、人材育成などの取組についてお尋ねをいたします。

道内において、太陽光や風力の再生可能エネルギーの導入拡大、また、データセンターの立地

計画など、将来の担い手となる専門的人材の育成は急務であるというふうに考えております。

このような状況の中で、企業局としては、先駆けて、室蘭工大をはじめとする室蘭地区の三つ

の技術系学校と連携した官学連携事業に取り組まれているというふうに承知をしていますけれど

も、これまでの成果と今後の官学連携事業の拡大について伺っておきたいというふうに思いま

す。

○渡邊靖司委員長 企業局長松田尚子さん。

○松田企業局長 人材育成等の取組についてでございますが、近年、少子・高齢化に伴い、電気

や土木の技術者が減少しており、発電所などの維持管理や運営に必要な有資格者の確保も困難と

なってきております。

このため、地域の学生が、再生可能エネルギー分野への関心を深め、将来の進路選択や、地域

を支える技術の習得の一助となりますよう、令和３年度から、小水力発電設備の設計から導入ま

でを実習するカリキュラムを組み、教育機関と連携して取り組んできたところでございます。

また、令和７年度は、近年のデジタル技術の進展に対応し、ＡＩによるダム流入量予測に取り

組みましたほか、今後、学生の意見も参考としながら、施設の維持管理手法の高度化なども行う

予定でございます。

企業局といたしましては、今後、教育機関の要望も取り入れながら、事業の拡充を図り、引き

続き、地域における再生可能エネルギー分野の人材育成に努めてまいります。

以上でございます。

○滝口信喜委員 非常にいい取組だというふうに思います。この流れを、道内においては技術者

不足という中で大変だと思いますけれども、ぜひ、教育機関の要望も取り入れながら、拡大する

方向で検討していっていただきたいというふうに思います。
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それでは、次に、工業用水道事業についてお尋ねをします。

今後の工水需要について最初に伺っておきます。

企業局では、室蘭、苫小牧、石狩湾新港の３地区で工水供給を行っております。既にお話にも

ありましたように、ラピダス社の進出に伴う半導体サプライチェーンの構築や、データセンター

の立地の動きなど、今後、工水需要は極めて高まっていくというふうに推察をいたします。

各工水における需要動向と供給の見通しについて伺うとともに、苫小牧工水においては、将

来、供給可能な水源の調査を行っているというふうに承知をしていますけれども、現在の進捗状

況なども併せて伺っておきたいと思います。

○渡邊靖司委員長 工業用水道課長城寳美香さん。

○城寳工業用水道課長 今後の工水需要についてでありますが、現在、室蘭工水では、給水能力

日量11万5000立方メートルに対し、契約水量が約10万3000立方メートルと９割近くに達してお

り、料金収入により安定した運営をすることができております。

また、石狩工水は、給水能力日量１万2000立方メートルに対し、令和８年度末の契約水量の見

込みは約6400立方メートルと、給水能力の約半分にとどまる厳しい運営となっておりますが、先

日報道発表された北海道電力のＬＮＧ発電所の運転開始により、令和15年度までに日量1000立方

メートルの供給増を見込んでおります。

これに対して、苫小牧工水では、給水能力日量20万立方メートルに対し、今後、王子ネピア苫

小牧工場の閉鎖による供給減はあるものの、ラピダス社の次世代半導体製造工場への供給開始を

見込みますと、契約水量は日量約16万8000立方メートルとなり、給水能力に対し約８割となりま

す。

さらに、苫東地区においてＧＸ関連の需要増が見込まれることから、経済部において、今後の

工水需要を日量約１万3000立方メートルと推計いたしまして、この需要に対応するための管路の

拡幅工事を来年度から企業局で行うこととしております。

こうした企業立地の増加を見込みましても、苫小牧地区では直ちに工業用水の不足を来す状況

にはありませんが、さらなる需要増の可能性も視野に、新たな水源の調査を進めているところで

ございます。令和８年度中には、供給可能量など調査結果を取りまとめることとしております。

○滝口信喜委員 次に、ラピダス社への工水の供給について、先ほど鶴羽委員のほうからもお尋

ねがあり、答弁もありましたので、私は、いわゆるラピダス社への給水量、それから料金収入、

これが苫小牧工水の経営基盤強化にどう貢献するのか、その部分を伺っておきたいというふうに

思います。

○渡邊靖司委員長 配水施設建設室長上田慎二君。

○上田配水施設建設室長 ラピダス社への給水量などについてでございますが、ラピダス社へ

は、完成した管路の一部を既存管路に接続し、本年10月１日から日量8000立方メートルを供給開

始できる見込みでございまして、さらに、令和８年度末までに管路及び中継ポンプ場を完成さ

せ、令和９年４月から、契約水量の全量に当たる日量２万4000立方メートルの供給を開始する予
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定でございます。

契約水量の全量供給後は、ポンプ場の電気料金などの経費が増額となるものの、同社からの料

金収入は年間約１億7000万円となり、これを見込んで苫小牧工水全体の収支を試算した結果、事

業運営の安定につながるものと考えております。

○滝口信喜委員 今、今後の事業運営の安定につながるというふうにお話がありました。

やはり、2027年度の本格操業に合わせた工水施設の整備というのは、大変な苦労があったので

はないかなというふうに思います。時間的制約や様々な厳しい環境の中で、困難を乗り越えなが

ら、天沼管理者を中心にこの整備を進めてこられたことも、私は、高く評価をしたいなというふ

うに思います。今後の安定的な給水も併せて取り組んでいっていただきたいというふうに思いま

す。

次に、石狩工水の経営についてであります。

石狩湾新港地域は、近年、データセンターの立地等々、様々な動きがあり、産業集積が大きく

期待をされております。一般に10万トン規模以上が必要とされる公営の工業用水道の中で、石狩

工水は１万2000トンという施設規模から、建設や運営に係る経費をなかなか料金収入だけでは賄

えない、こういう状況でありまして、一般会計からの借入れ等に依存している厳しい経営状況が

続いております。

昨年の第４回定例会において、電気事業会計の決算利益の一部を処分して石狩工水の施設整備

に充てることが可決をされました。今回初めて電気事業から工業用水道事業への繰り出しが行わ

れたというふうに承知をしていますけれども、この趣旨と今後の運用、具体的事業について伺っ

ておきたいというふうに思います。

○寺﨑企業局次長 電気事業会計からの繰入れについてでございますが、地域の自主性を高める

ため、平成24年の地方公営企業法改正によりまして利益剰余金の処分が条例や議会議決によりで

きるようになり、他県においても災害復旧や地域振興に使われてきているところでございます。

こうした中、石狩工水において、二つの水管橋が現在の耐震基準を満たさず、損壊時には周辺

地域に浸水被害が及ぶ可能性があるため、緊急の耐震化が必要となったところでございます。

この耐震化に電気事業の利益を充てることは、公共の福祉の増進という公営企業の目的や、北

海道公営企業条例の趣旨に合致すると判断し、昨年の第４回定例会で、電気事業会計の利益の一

部を石狩工水水管橋の整備に充てる利益処分を提案し、議決を得たところでございます。

企業局では、利益剰余金の扱いを明確化するため、昨年４月に取扱要領を制定しまして、中長

期計画に位置づけられた事業や、事故・災害対応など緊急性の高い事業を対象として、適切に運

用することとしたところでございますが、現在、この水管橋耐震補強以外に、電気事業の利益剰

余金を処分して整備を行う予定の事業はございません。

以上です。

○滝口信喜委員 今、お話がありました。他県では地域振興にも使われているというようなお話

がありましたので、確かに、何から何まで使うというわけにはいかないと思いますけれども、ぜ
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ひ、少し柔軟な対応も必要ではないかなというふうに思いますので、今後、様々な場面で検討し

ていただきたいというふうに思います。

最後に、公営企業の今後の運営方針についてお尋ねをして、終わりたいと思います。

これまで、電気事業並びに工水事業について論議をしてまいりました。次世代半導体サプライ

チェーンやＤＸ、ＧＸなど、新たな産業が加速度的に進出をしています。加えて、再生可能エネ

ルギーの拡大など、これまでの公営企業の経営環境が大きく変化するというふうに考えます。

安定的な経営を維持しながらも、常に新たな課題に挑戦をする、稼ぐ公営企業ということも大

きな旗印として、大きく転換するための道の施策との連携を含め、今後の運営方針を伺っておき

たいと思います。

○渡邊靖司委員長 公営企業管理者天沼宇雄君。

○天沼公営企業管理者 今後の事業運営についてでございますが、電気事業におきましては、電

力需給状況の変化などの経営環境の変化に対応し、電力料収入を確保していくため、ＦＩＴ電源

を入札により売却する特定卸供給や、電力市場を活用し収益の確保を図るＦＩＰ制度などの多様

な契約形態について検討を行いますとともに、デジタル技術を活用した最適な水車を導入し、発

電効率向上による電力量の増加を図ってまいりますほか、発電施設の適切な維持管理や改修を行

い、安定的な電力供給に努めていく所存であります。

また、これらにより得られた収益を活用し、ペロブスカイトなどの先進的な太陽光発電をはじ

めとした次世代のエネルギー技術に先導的に取り組むとともに、教育機関と連携した人材育成に

努めるほか、北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画など、道の施策と連携をしなが

ら、本道における再生可能エネルギーの普及拡大に取り組んでまいります。

工水事業におきましては、次世代半導体製造工場への供給のための配水管路は今年度で約８割

が完成したところでございまして、令和９年度の全量供給に向けて必要な施設整備を進めてまい

ります。

また、苫東地域におきましては、ＤＸやＧＸ関連産業の集積の動きがあり、需要増に対応する

ための配水管の増強に取り組んでまいりますほか、石狩工水でも、近年、ＬＮＧ発電やバイオマ

ス発電といったエネルギー関連の企業への供給が増加しておりまして、今後も、企業誘致を所管

する経済部をはじめ、関係機関と連携しながら需要拡大を図ってまいります。

このほか、工水の安定供給を維持していくため、老朽更新や耐震化を計画的に進める必要があ

り、計画策定に当たりましては、料金を含めた中長期的な投資及び財政計画を検討してまいりま

す。

私といたしましては、今後も、水力による環境負荷の少ない電力や、地域産業を支える重要な

インフラであります工業用水の安定供給を通じ、本道経済の持続的発展に貢献していく考えであ

ります。

以上でございます。

○渡邊靖司委員長 滝口(信)委員の質疑並びに質問は終了いたしました。
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荒当聖吾君。

○荒当聖吾委員 それでは、通告に従いまして、以下、企業局所管事項について伺ってまいりま

す。

初めに、電気事業についてであります。

電気事業につきましては、平成27年に運転開始したシューパロ発電所が国による電力の固定価

格買取り制度の適用を受けることや、入札により売電している発電所についても、近年、落札価

格が堅調に推移をしており、順調な経営の下で、一般会計に対しましても、これまで新エネ導入

加速化基金、ゼロカーボン基金に対し、合わせて133億円の繰り出しを行ってきたものと承知を

しております。

一方、近年の物価上昇や燃油・資材価格の高騰により、施設の維持管理費や工事費が上昇する

など、経営環境に変化が生じており、少なからず経営に対する影響が出ているものと承知をして

おります。

こうした状況を踏まえ、令和10年度以降の一般会計に対する繰り出しの基本的な考え方につい

て伺います。

○渡邊靖司委員長 発電課長紺野昌昭君。

○紺野発電課長 一般会計への繰り出しについてでありますが、電力の固定価格買取り制度、い

わゆるＦＩＴの適用が令和22年度末で全て終了するとともに、今年度入札を実施したＦＩＴ適用

外発電所の落札価格は前回よりも低下したほか、再エネの普及に伴う道内の電力需給状況の変化

や、物価や人件費、金利の動向など、発電事業を取り巻く環境は今後さらに厳しさを増すことが

想定されております。

こうした中、現在、改修中の岩尾内発電所のほか、運転開始から50年以上を経過した鷹泊、川

端発電所については、国が検討しているダム改修に合わせて発電所の改修を行う必要があるほ

か、新規電源開発の調査検討も行っているところでございます。

このため、企業局といたしましては、今後においても、施設を健全に保ち、電力の安定供給を

維持するため、その原資としての内部留保資金の確保に努めることとしており、令和10年度以降

の一般会計への繰り出しにつきましては、長期的な経営見通しなどを踏まえ、必要に応じて検討

してまいります。

○荒当聖吾委員 ＦＩＴの適用終了や落札価格の低下など、経営環境は厳しい局面を迎えている

とのことでありますが、容易な繰り出しを行うのではなく、施設の健全性維持と電力の安定供給

を最優先し、内部留保の確保に努めるという堅実な姿勢であると評価をしております。

次に、地域支援の取組についてであります。

電気事業においては、順調な経営の下で、令和６年度決算で約36億円の純利益を計上しており

ます。道営の水力発電所は、道民にとっての貴重な財産であり、利益はもとより、知識やノウハ

ウを含めた経営資源を地域にどう還元していくかが重要であると考えます。

企業局は、令和７年３月に改定した経営戦略においても、地域支援の充実を図るとして、これ
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まで行ってきたダム周辺地域活動支援事業の拡充を検討するとしておりますが、その検討状況を

含め、地域貢献に向けた考え方について伺います。

○渡邊靖司委員長 企業局次長寺﨑将君。

○寺﨑企業局次長 地域支援の取組についてでございますが、企業局においては、これまで、発

電事業への理解の促進と円滑な事業運営の確保に向け、地域貢献に取り組み、発電施設などが所

在する六つの市町への植樹やゼロカーボンへの取組などに対し支援を実施してきたところでござ

います。

こうした中、経営戦略の改定に当たりまして、公営企業として、地域の振興や活性化に、より

一層寄与することとし、令和６年度までの１件当たりの補助上限額30万円を、令和７年度には、

１市町につき100万円、６市町で総額600万円に拡充するとともに、公共施設における熱中症や防

災対策などを対象に加えまして、制度の充実を図ったところでございます。

さらに、令和８年度は、市町の要望を調査し、より広く地域活性化や人材育成に活用できるよ

う、地域産業の発展に要する費用を新たに対象に加えるとともに、市町ごとの発電所数を反映し

た配分額とするなど、制度を改正し、総額3400万円の事業予算を本定例会に提案しているところ

でございます。

このほか、地域新エネルギー導入アドバイザー制度により、再エネ導入を検討する自治体から

の相談に応じ、現地において必要な助言を行うなど、引き続き、地域のニーズに沿った効果的な

支援を継続してまいります。

以上です。

○荒当聖吾委員 地域貢献に御支援いただく六つの市町のうち、空知管内は２市２町が該当して

おりまして、感謝を申し上げます。

また、支援額を600万円から3400万円へと大幅に拡充する方針ということで、これは、単なる

資金供給ではなく、発電所数に応じた配分や人材育成への活用など、より地域の実情に即した支

援を目指すものであり、地域に寄り添う姿勢が強化されたと受け止めております。

次に、技術職員の人材確保についてであります。

これは、現在、全産業的に人材不足が叫ばれている中ではあるのですが、北海道における土

木、建築、電気等の技術職員の確保は、全国に先駆けて進行する少子・高齢化と人口減少、イン

フラの老朽化による業務増加という背景により、非常に深刻な状況にあります。

帝国データバンクの調査では、2025年４月時点で、北海道内企業の57.6％が正社員不足を感じ

ており、特に建設業界では、約７割が人手不足と回答するなど、既に技術職員の確保が困難とな

っております。

公営企業である企業局が、今後も引き続き経営を維持していくためには、技術職員の人材確保

が何よりも重要と考えます。企業局ではどのような取組をしていかれるのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 総務課長面髙昭裕君。

○面髙総務課長 技術職員の人材確保に向けた取組についてでございますが、企業局では、職員
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採用に係る受験者確保の一環として、これまで、工業高校電気科の生徒を受け入れて、業務を体

験するインターンシップや、室蘭工業大学などと連携し、幌別ダムにおいて、学生が小水力発電

設備の設計から管理までを実習する官学連携事業に取り組んでまいりました。

また、合同企業説明会への参加や、企業局のホームページにおけるＰＲの強化を図り、技術職

員の人材確保に努めてきたところでございます。

こうした中、令和８年度からは、企業局自ら電気職に係る採用事務を行うほか、新たに、民間

の採用試験で使われる適性検査の導入や試験回数の増加、ウェブによる面接の導入など、受験し

やすい環境を整えることとしており、喫緊の課題である技術職員の不足に機動的に対応してまい

りたいと考えております。

○荒当聖吾委員 次に、労働安全衛生について伺います。

労働安全衛生法の関係省令が改正され、昨年６月からは、労働者を雇う全ての事業者に熱中症

対策が義務化をされました。企業局では、発電所や工業用水道施設の維持管理に当たり、屋外で

の作業も多いと思われますが、企業局における熱中症対策について伺います。

また、ダム等は市街地から外れた奥地に位置するため、施設周辺はヒグマの生息域であると考

えられますが、施設の維持管理や工事の実施に当たっての安全対策についても併せて伺います。

○面髙総務課長 熱中症対策などについてでございますが、企業局におきましては、法改正を受

けまして、業務中に熱中症のおそれがある者を発見した際の連絡体制や対応手順などを定めた

「熱中症による健康障害発生時の対応計画」を作成し、職員への周知徹底を図るとともに、熱中

症に係る救急用具の備付けや、巡視点検時などの熱中症の予防対策として、送風機つきの空調ベ

ストを試行的に導入したところでございます。

また、ヒグマへの対応として、熊撃退スプレーなどの装備品の携帯や、複数人での行動といっ

た安全対策を講じるとともに、委託などの業務遂行に当たり、ヒグマの出没が確認された場合に

は、受託事業者と協議した上で、ハンターの雇用を認める変更契約を行っており、今後も、引き

続き、職員や関係者が安心、安全に働くことができる環境づくりに努めてまいる考えでございま

す。

○荒当聖吾委員 空調ベストの試行導入や、ヒグマ対策としてのハンター雇用費用の追加など、

北海道特有の労働環境に即した具体的な安全対策が講じられており、現場職員の安全を重視する

姿勢がうかがえたところであります。また、これは伺っていないのですが、簡易トイレだとか、

蜂やマムシにかまれたときのエピペンだとか、そういうリクエストもたくさんあるようですの

で、ぜひ御一考いただければと思います。

次に、経営戦略の推進についてであります。

企業局では、令和２年度から令和11年度までの10年間を期間とする経営の基本計画である北海

道企業局経営戦略を策定し、事業を運営しておりますが、中間年に当たる令和６年度に見直しを

行い、令和７年３月に改定版として取りまとめたと承知をしております。

ラピダス社の次世代半導体製造工場に向けた工業用水の供給決定や、電気事業における第７次
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エネルギー基本計画の策定のほか、物価や人件費、金利の上昇など、事業を取り巻く環境の変化

を踏まえた見直しが行われ、新たな事業の盛り込みや目標の設定がなされたと承知をしておりま

す。

そこで、新たな事業を含め、計画の実効性をどのように担保していくお考えなのか、伺いま

す。

○渡邊靖司委員長 企業局長松田尚子さん。

○松田企業局長 計画の実効性についてでございますが、経営戦略の計画的かつ着実な推進を図

るため、評価の体制や方法を定めました評価基本方針に基づき、毎年度、評価基準を評価実施要

領で定め、経営戦略における数値目標の評価を行っているところでございます。

評価に当たりましては、ＰＤＣＡサイクルにおいて確認されました目標に達していない項目に

つきましては、原因分析を行い、必要な改善策を取りまとめ、次年度以降の取組に反映させます

ほか、経営戦略における数値目標がない取組や、経営戦略策定後に行うこととした取組について

も、必要に応じ、評価の対象としております。

企業局におきましては、こうしたＰＤＣＡサイクルに基づく評価結果をホームページで公表

し、経営の透明性や計画の実効性を担保することとしております。また、社会経済情勢の変化な

どによりまして、計画と実績に著しい乖離が生じる場合には、適宜、経営戦略の見直しを行い、

実態に即して対応してまいります。

○荒当聖吾委員 ありがとうございました。

今回の答弁からは、老朽化対策や経営基盤の強化といった守りの部分と、地域還元や採用改革

といった攻めの優先順位を明確に読み取ることができました。特に、将来の再投資原資を確保し

ようとする御判断は、インフラを預かる組織としては、賢明な選択であると評価をしておりま

す。引き続き、よろしくお願いいたします。

次に、工業用水道事業についてであります。

工業用水道事業の経営状況について、北海道企業局経営戦略を見ると、令和５年度決算までの

損益は黒字を維持しておりますが、令和６年度に赤字に転落し、以降、令和10年度までは赤字が

続き、経営戦略の計画期間が終了する令和11年度にようやく黒字となっております。

そこで、このような厳しい経営状況に鑑み、経営改善をどのように進めていかれるのか、以

下、伺ってまいります。

まず、令和８年度当初予算についてはどのような収支見通しとなっているのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 工業用水道課長城寳美香さん。

○城寳工業用水道課長 当初予算の状況についてでありますが、令和８年度における事業運営に

係る収益は約25億2000万円、費用は約26億5000万円であり、消費税を控除した後の純損失は約３

億9000万円を見込んでおります。

この純損失の大部分は、石狩工水に関するものでありまして、これは、道で石狩工水の建設を

決定した後、計画どおりに企業立地が進まず、施設規模を縮小し、スケールメリットが働きにく
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い規模となったことから、料金収入で事業運営に必要な経費を賄えず、大幅な損失を生じている

ことによるものです。

このほか、令和８年度は、室蘭工水、苫小牧工水を含む３工水全体で、燃油や資材の高騰によ

る施設の維持管理費などの上昇の影響により収支が悪化した結果、純損失は令和７年度当初予算

より約7000万円増加したところでございます。

○荒当聖吾委員 燃油や資材の高騰などの影響により、厳しい経営状況にある中で頑張っていた

だいているのだなということで、約３億9000万円の純損失ということを理解いたしました。

さきのお二方の委員と少々重なるのですが、ラピダス社への工水供給について伺います。

企業局におかれましては、ラピダス社の次世代半導体製造工場が千歳市に立地したことによ

り、苫小牧工水から工業用水を送るための建設工事を行っていると承知をしております。

同社への工業用水の供給は、道が設置をした有識者懇談会の意見も踏まえ、令和５年10月に道

として苫小牧地区工業用水道から供給することを決定したものと承知をしておりますが、苫小牧

工水から千歳の工場まで工業用水を送るには、その距離からいっても多額の投資が必要になるの

が明らかであります。

そこで、施設の建設工事の内容と、厳しい経営状況にある中でこのような多額の建設工事が経

営をさらに悪化させるのではないか、伺います。

○渡邊靖司委員長 配水施設建設室長上田慎二君。

○上田配水施設建設室長 施設の建設工事などについてでございますが、ラピダス社への次世代

半導体製造工場への工水供給に向け、延長約23.5キロメートルの配水管と中継ポンプ場の整備を

進めており、令和８年度中に完成させる予定でございます。

ラピダス社へは、日量8000立方メートルを本年10月１日から供給する契約であり、10月までに

完成した管路の一部を用いて自然流下で供給する予定となっているほか、管路及び中継ポンプ場

の完成後、令和９年４月から契約水量の全量に当たる日量２万4000立方メートルの供給を開始す

ることとしております。

また、この施設整備に係る総事業費、約198億円の全額を同社が負担することとなっており、

この整備費が苫小牧工水全体の収支に影響することはございません。

○荒当聖吾委員 令和９年４月から日量２万4000立方メートルの供給を開始する計画であるとい

うこと、そして、施設整備費の全額を事業者側が負担する仕組みというものを構築されたという

ことは、既存の収支を悪化させないために適切な判断であったと、私ごときで恐縮ですが、評価

をしております。

次に、石狩工水の経営健全化について伺います。

工業用水道事業が抱える最大の経営課題は、石狩工水の経営健全化であると考えます。

しかしながら、施設の運転経費や借入金の償還費、減価償却費などは、いわゆる固定費として

節減は困難であり、料金収入を増やすことが経営改善に向けた着実な方策であると考えます。ま

た、工業用水を使用する企業を増やすためには、地域の産業振興策や企業誘致活動と連動した取
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組も重要になってくると考えます。

そこで、今後の需要見通しを含めた取組の方向性について伺います。

○渡邊靖司委員長 工業用水道施設整備担当課長泉野裕幸君。

○泉野工業用水道施設整備担当課長 石狩工水の経営健全化への取組についてでありますが、企

業局経営戦略におきまして、石狩湾新港地域における需要開拓を今後の主な取組に位置づけ、外

部有識者にも御意見を伺い、令和７年度は、ものづくりを中心とした展示商談会へ出展しました

ほか、コロナ禍以降実施していなかった浄水場などの施設見学会を再開するなど、積極的な需要

開拓に努めたところでございます。

こうした中、石狩工水におきまして、報道発表されました北海道電力のＬＮＧ発電所の運転開

始によりまして、令和15年度までに日量1000立方メートルの供給増が見込まれるとともに、石狩

市では、令和２年のゼロカーボンシティ宣言や、令和４年の環境省による脱炭素先行地域への選

定などを契機にしまして、ＧＸやＤＸなど新たな企業立地の動きがあるところでございます。

企業局としましては、今後も、道の企業誘致部門や地元自治体、関係機関と連携をし、情報共

有を図り、地域の動向に沿った需要開拓に努めてまいります。

○荒当聖吾委員 次に、工水と下水の一体的な管理運営についてであります。

石狩湾新港地域においては、工業用水道事業を企業局が、下水道事業を道建設部が運営してい

ると承知をしております。工業用水道事業と同様、下水道事業の経営も厳しく、それぞれ単体で

は経費節減が難しい中で、両事業を一体的に管理することで運営管理費の節減が期待できると考

えます。

現在、企業局と建設部が連携し、一体的な管理についての検討を進めていると承知しておりま

すが、検討状況と今後の方向性について伺います。

○寺﨑企業局次長 一体的な管理運営についてでございますが、企業局としましては、工業用水

道事業と下水道事業の２事業を一体で運営することで、管理拠点の統合や薬品などの資材の一括

購入により、管理運営の効率化を見込むことができると考えております。

このため、これまでに、建設部と連携し、上水、下水、工業用水を官民連携で一体的に管理し

ている宮城県を訪問し、県庁や運営事業者との意見交換を行うとともに、国が設置したＰＦＩ推

進機構などを招いて勉強会を開催し、知見の収集に努めてきたところでございます。

さらに、国による官民連携推進会議に参加し、民間事業者から、省人化、省力化の必要性や経

営に対する支援の在り方などについて意見を伺ったところでございます。

企業局といたしましては、今後も、建設部と連携しながら、課題や効果を整理し、導入可能性

についての調査検討を進めてまいります。

以上です。

○荒当聖吾委員 今後も建設部と連携しながら調査検討を進めるということで、組織の枠組みを

超えた効率化への挑戦は、持続可能な運営に不可欠な視点であると思いますので、ぜひ、引き続

きよろしくお願いをいたします。
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それでは、最後に伺います。

工業用水道事業の持続的な運営についてであります。

石狩湾新港地域の工水の課題やそれに対する取組などについて伺ってまいりましたが、一方

で、この地域には、洋上風力やバイオマス発電などの再生可能エネルギーやデータセンターな

ど、ＧＸやＤＸの関連の産業集積の動きがあり、大消費地に近接することからも、本道経済を牽

引する地域として発展が見込まれております。工業用水は産業の血液とも言われ、安定供給を確

保することは地域の産業振興に不可欠であり、工業用水道施設の耐震化や将来の更新も必要であ

ると考えます。

今後、事業を持続可能なものとしていくため、どのように取り組まれるのか、公営企業管理者

の考えを伺います。

○渡邊靖司委員長 公営企業管理者天沼宇雄君。

○天沼公営企業管理者 今後の事業運営についてでございますが、企業局におきましては、工水

の安定供給の維持のため、これまでに行った耐震診断の結果を踏まえ、令和７年３月に企業局独

自に早期耐震化計画を策定し、まずは、石狩工水の水管橋等の３施設の耐震化に取り組むことと

しているところでございまして、これ以外の施設につきましても、令和11年度までの経営戦略期

間中に、施設の重要度や老朽度を踏まえた強靱化計画を策定すべく、現在、取組を進めていると

ころでございます。

また、石狩工水の経営健全化につきましては、企業誘致部門などと連携した需要開拓と、道営

下水道との一体的な管理運営の両面で検討を進めていく考えであります。

このほか、苫小牧地域におきましては、次世代半導体製造工場への供給のための配水管路が今

年度で約８割完成したところでございまして、令和９年度の全量供給に向けまして必要な施設の

整備を進めてまいります。

さらに、同地域では、ＤＸ・ＧＸ関連産業の立地の動きもございますことから、用地の分譲見

込みなどを勘案し、経済部におきまして今後の工水需要を推計したところでございまして、来年

度から、企業局が管路の拡幅工事を行うこととしているほか、さらなる需要増の可能性も視野

に、新たな水源の調査を進めているところでございます。

私といたしましては、今後も、経済部や地元自治体、関係機関との情報共有を図りながら、公

営企業としての本来の役割を踏まえ、本道経済の発展に寄与できるよう、産業インフラとしての

工業用水の安定供給に努めることで、その役割を果たしてまいる考えであります。

以上でございます。

○荒当聖吾委員 強い決意が示されたと喜んでおります。ありがとうございます。

石狩工水の収支改善は喫緊の課題でありますけれども、先ほども申し上げましたが、ラピダス

社の需要を既存収支に悪影響を与えない形で取り込んだ点は高く評価をしております。今後は、

新規需要の開拓が確実に収支改善に結びつくよう、その推移を注視していく必要があろうかと思

います。
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また、持論も含むのですけれども、公営企業の在り方について一言申し上げますが、公営企業

は赤字であってもやむを得ないという前提があるのではないかという考えに対して、現在の厳し

い社会情勢におきましては、そのような認識は存在しないと考えております。

公営企業には、民間企業とは大きく異なる特有の使命があります。それは、本来、公営企業は

独立採算制を原則としており、自らの収益で運営を賄うことが法的に求められている、その一方

で、民間企業が採算性が合わないからと撤退せざるを得ない地域であっても、道民生活に不可欠

なサービスであれば継続していかねばならないと、公共の福祉としての側面も持っております。

この経営効率と行政の使命との板挟みによって、結果的に赤字が生じやすい構造となっているの

が実情であろうかと思います。

しかし、赤字は、あくまで経営努力を尽くされた上での最終的なコストとして認められるべき

ものであり、今回の答弁で示された、ＰＤＣＡの徹底や需要開拓の取組は、その経営努力を客観

的に証明するための極めて重要なプロセスであると考えております。

目立たないところで、陰の力持ちとして、道民の利益のために日々御奮闘いただいている職員

の皆様に敬意を表するところであります。今後とも、本道経済の基盤を支える公営企業の持続可

能な運営に向け、最大限の御尽力をいただきますようお願いを申し上げるところであります。

ちょっと時間がありますので、もう一言申し上げます。

本日の新聞を拝見しておりまして、燃油の高騰が報じられております。法や条例の縛りがあっ

て扱いができないというふうに理解をしております。また、天沼管理者とも、去年の今頃、そう

いう議論をして、もう駄目だということはよく存じているのですが、やはり、ここは、公営企業

として、公共の福祉を担い、北海道民の繁栄を狙うところであれば、企業局として果敢に空知の

石炭を御支援いただけないか、御一考されるべきだと思います。

三笠市におきましては、石炭から水素を得る研究、これはブルー水素研究と言うのですが、ま

さに新エネ、再エネの最先端でありますし、それがなされておりますので、その御支援もぜひぜ

ひお願いを申し上げるところであります。

以上、終わります。ありがとうございました。

○渡邊靖司委員長 荒当委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

以上で通告の質疑並びに質問は終わりました。

これをもって、企業局所管に関わる質疑並びに質問は終結と認めます。

理事者交代のため、このまま暫時休憩いたします。

午前11時24分休憩

午前11時28分開議

○渡邊靖司委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

報告をさせます。
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〔東主査朗読〕

１．議長及び予算特別委員長から、委員の異動について、滝口信喜議員の委員辞任を許可し、水

口典一議員を委員に補充選任し、第２分科委員に補充指名した旨、通知がありました。

１．建設部所管審査

○渡邊靖司委員長 これより建設部所管部分について審査を行います。

質疑並びに質問の通告がありますので、順次、発言を許します。

安住太伸君。

○安住太伸委員 それでは、通告に従い、まず道路除排雪に関し伺います。

去る１月24日と25日にかけて道内を襲った災害級の豪雪被害を受け、今定例会では、代表質問

を皮切りに実に多くのやり取りが重ねられてきています。令和４年２月にも同様の豪雪被害があ

っただけに、なぜ繰り返されるのかとの被災者皆様の怒りとも言える声は、関心が高いからにほ

かならず、したがって、あらゆる角度からその対策について検討を重ねることが、今、求められ

ているものと考えます。

そこで、私からも、これまでの議論とは少し視点を変えて、道路除排雪の在り方について、以

下、何点か伺ってまいります。

初めに、道では、除排雪の出動をどのような基準で実施しているのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 維持担当課長矢野眞嗣君。

○矢野維持担当課長 除排雪の対応についてでありますが、道が管理する道道の除排雪について

は、維持管理に対する道の基本的な考え方を示した「公共土木施設の維持管理基本方針」に基づ

き実施しており、新雪除雪は、車両の安全な走行性を確保するため、原則、降雪量が10センチメ

ートルを超えた場合に出動し、排雪は、車道横の雪山が高く見通しの悪い区間や、道路脇に雪を

堆積する余裕がない区間において実施しているところでございます。

○安住太伸委員 今回のように、特定地域が集中的な豪雪に見舞われた場合、当該地域で保有し

ている既存の機械力やマンパワーでは対応が追いつかず、結果、様々、報道されているような大

きな混乱を招いたというのが根本的な問題だとの認識を持っています。

当たり前のことですが、今回のような緊急時に備えるためのピーク対応の体制を常時用意して

おくことは、道を含め、現実的ではありません。とするならば、こうした事態の発生抑止に向け

た今後の対応を検討する上で要となるのは、豪雪被害に遭っている、あるいは、遭うかもしれな

い地域、各市町村へのいざというときの支援体制、言わば、市町村との除排雪連携を道としてど

のように構築しておくのかということに尽きるのではないでしょうか。

道は、広域自治体として、そもそも、今回のような豪雪被害に見舞われた地域、各市町村への

支援体制をどのようにしいているのか、現行の道路除排雪に関わる市町村連携の図り方について

伺います。

○矢野維持担当課長 市町村との連携などについてでありますが、道では、毎年、降雪期前に、
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各地域において、国や市町村などの道路管理者に加え、警察や消防など関係機関で構成する「除

排雪に関する連絡調整会議」に参画し、連絡体制の確認や排雪用ダンプトラックの手配、管理者

が異なる道路の交差点における除排雪などについて情報の共有を行い、連携強化に努めていると

ころです。

また、想定を上回る大雪時には、除排雪体制の確保が困難となった市町村に対して、要請に応

じて、道が保有する除雪機械の貸出しなどの支援を行っているところでございます。

○安住太伸委員 地元の旭川市では、除排雪の高度化を掲げ当選を果たした今津市長の下、この

間、その効率的、効果的な執行に向けた新たな方策や体制の構築に努めてきたところです。

例えば、排雪場の確保に向け、河川敷への排雪高さかさ上げの実現や、国費等の活用による除

排雪機械の追加、更新など、種々の成果を上げてきたものと承知しています。

そうした取組の推進に関わって、道との間でも、市道と道道が隣接する区間での除排雪実施路

線の交換や、市街地にある道道除排雪の市への委託など、様々な取組が進められてきたところで

す。すなわち、道路管理者が国なのか道なのか、はたまた市町村なのかという管理主体の別を超

えて、あくまでも道路利用者目線に立った効率的、効果的な除排雪実施に努めてきた、そのため

の協働を進めてきたということにほかなりません。そこで伺います。

現在、本道では、こうした取組に見られるような、それぞれの市町村との連携が全道レベルで

どこまで進められているのか、連携除排雪の実施状況について伺います。

○矢野維持担当課長 市町村との連携除雪についてでありますが、道では、隣接する市町村道と

道道を一体的に除雪できるよう、合意の得られた市町村へ道道の除排雪を委託するほか、除雪区

間を交換して実施するなど、効率的、効果的な除排雪に取り組んでおり、今年度は、旭川市など

28市町村、約70キロメートルにおいて行っているところでございます。

○安住太伸委員 札幌市を除く178市町村中、事例を御紹介した旭川市を含む28市町村、自治体

数でおよそ15％余り、道道実延長およそ９万780キロメートルの約0.07％の道路で連携が進めら

れているとの御答弁でした。

危機管理の要諦が平時からの備えにあることは今さら申し上げるまでもありませんが、延長キ

ロ数で見る限り、まだ十二分に連携の余地があるようにも見受けられ、残り85％近い市町村で

も、効果が見通せるならば連携を加速すべきと考えます。

過去に、道では連携に関するアンケート調査を実施したと承知しています。そのあらましとこ

の間の経過、連携除排雪の取組状況について伺います。

○矢野維持担当課長 連携除雪の取組経緯についてでありますが、平成26年度に、札幌市を除く

178市町村に対し、市町村道と道道の除雪区間の交換などに関するアンケート調査を行ったとこ

ろ、二つの市町から実施意向が示され、道では、それまでの14市町村から16市町村で連携除雪を

実施することとしたところです。

また、その後も先行事例の紹介や個別のヒアリングを重ねた結果、現在は28市町村において実

施しているところでございます。
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○安住太伸委員 平成26年度からということで言うと、倍増ですから、この間の皆さんの取組に

は敬意を表したいと思いますけれども、先ほど申し上げたとおり、まだ15％程度ということです

ね。

伺ってきたように、大きな視点に立ってこの問題を俯瞰したとき、今回のような事態を回避す

るためには、緊急時における対応力となり得る予備力をどのように平時から確保し、また、いざ

というときにどのように発揮していくかということが鍵となることに疑いはありません。ゆえに

こそ、平時から市町村との除排雪連携を進めることを通じて予備力の確保に努めつつ、緊急時に

は迅速かつ適切にその予備力を充当、運用できる仕組みを構築することが、今、強く求められて

いるのではないでしょうか。

道路管理者の枠を超え、除排雪の連携を進めることは、地域の円滑な交通の確保にとって極め

て重要かつ有効と考えるところです。道として、今後どのように取り組んでいくのか、伺いま

す。

○渡邊靖司委員長 建設部長関俊一君。

○関建設部長 今後の対応についてでありますが、市町村道と道道の除雪区間の交換といった市

町村との連携による取組は、除排雪の効率化につながるものと認識してございます。

一方で、地域によっては、除排雪出動基準が異なるほか、使用する除雪機械の規格が異なるこ

とから、道路幅によっては除雪が困難となる場合があることや、逆に、除雪の回数が増加し、非

効率になるといった課題があるところでございます。

道といたしましては、こうした連携の取組について周知を図りますとともに、課題の解消に向

けた意見交換を行うなどして、市町村との連携による除排雪の拡大に向けて取り組んでまいりま

す。

○安住太伸委員 課題はいろいろとあるけれども、前に向かって進んでいくという、そういう決

意であったと受け止めています。

昨日、尾﨑内閣官房副長官や金子国土交通大臣に対し、本道における雪害の影響抑止に向けた

提案要望を行ったものと承知しています。その目玉の一つが、除排雪ＤＸの推進とのことでし

た。まずは、除排雪に関するデータの収集に努めていただきつつ、いわゆるＡＩ－Ｒｅａｄｙ化

を図ることで、どこにどれだけの対応力が活用・転用可能な予備力として存在しているのかの迅

速、的確な把握を可能とするレベルを、国の支援もいただきつつ、可及的速やかに達成いただき

たい、そのように考えています。その上で、その予備力を降雪予測との見合いで、どこにどうい

うルートで、いつ頃から、どの程度送り込めば、例えば、このたびのような深刻な雪害回避につ

ながる除排雪連携の最適化が図られるのかのシミュレーションを可能とするレベルまで、そし

て、実運用も含めまして、早期に実現できるよう力を注いでいただきたい、そのように願ってお

ります。

道路管理者の枠を超え、道の皆さんの御努力はもちろんのこと、旭川市を含む各地で進められ

てきた除排雪連携が実を結んで、冬場であっても安全、安心な道路交通がしっかりと確保されて



【第２分科会 ３月12日 第２号】

いる北海道の実現に向けて、私も皆さんの取組を応援していきたい、そのように考えているとこ

ろです。

次に、街路樹の維持管理等について伺います。

観光のくにづくりを目指す本道にとって、道路景観の向上は、避けて通れない重要な政策課題

の一つと認識しています。中でも、空港やインターチェンジなど旅先への出入口となる施設と、

目的地である観光地との間を結ぶ主要幹線道路沿いの景観向上は、最重点項目の一つに数えられ

る課題のはずです。なぜなら、旅人にとって、これから始まる旅へのときめきをかき立て、ある

いは、旅の終わりにその思い出を深く色濃く胸中にとじるための余韻のときに彩りを添えるの

が、ほかならない道路景観や通り過ぎ行く道の景色だからです。

そうした道の一つ、旭川空港と道央自動車道旭川北インターを結ぶ道道37号線、通称・鷹栖東

神楽道路の植栽に関し、以下、何点か伺ってまいります。

初めに、街路樹の維持管理について、道では現在どのような基準で実施しているのか、伺いま

す。

○矢野維持担当課長 街路樹の維持管理についてでありますが、道では、「公共土木施設の維持

管理基本方針」に基づき、定期的に道路パトロールを実施し、街路樹によって道路標識等が見え

にくくなっていないか、車両の通行に支障がないかなどの確認を行い、必要に応じて、景観にも

配慮した上で枝葉の剪定などを行っているところでございます。

○安住太伸委員 景観にも配慮した剪定を行っているという御答弁でしたが、立ち枯れや枝ぶり

の不良などからくる樹形の乱れ、崩れなど、旅を彩る景観として決してふさわしいとは言えない

管理実態を嘆き、厳しく指摘する声が私の元に寄せられています。

街路樹の維持管理を進めるに当たり、その業務発注がどのように行われ、また、その実施状況

がどのようになっているのか、伺います。

○矢野維持担当課長 街路樹の植栽管理の実施状況についてでありますが、街路樹の本数が多い

など一定の業務量が確保できる場合は、専門的な技能を有する造園建設業者に業務委託している

ほか、本数が少ない場合は、造園建設業者の助言を受けながら、維持管理業務を受託している一

般土木業者が実施しているところでございます。

○安住太伸委員 専門の造園建設業者に委託が進んできていると。この間の同僚議員による議会

質疑の成果もあって、旭川市内の当該路線を含む65％余りのエリアで、専門の造園建設業者によ

る管理が行われていると承知しています。では、現に伺っているような問題がなぜ生じているの

かということになってくるわけですね。

一方で、より根本的な問題として、樹種の選択自体に首をかしげたくなるような課題があると

の指摘もなされています。例えば、実際に植栽された道路が存在している旭川市当局の道路緑化

指針上、当該市の気候、風土に照らした適地性等の観点から積極的に植栽していきたいとされて

いる樹種ではなく、むしろ、留意すべきとされている樹種が選択されていることなど、今回の問

題提起はまさにそうした具体的指摘に基づくものです。
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道では、実際に植栽する樹種をどのように選定しているのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 都市環境課長椋平剛史君。

○椋平都市環境課長 街路樹の選定についてでございますが、道では、「みどり豊かな街路樹の

造成マニュアル」などに基づき、地域からの要望を踏まえ、地域ごとの気温や乾燥などの植栽環

境を考慮し、維持管理のしやすさなどにも配慮いたしました樹種を選定しているところでござい

ます。

○安住太伸委員 一般論として、地域からの要望も踏まえて実施をしているということでした

が、そうすると、双方の認識なのか、手続上におけるものなのか、いずれかの段階で食い違いが

生じてしまって、形式上は適切な執行がなされているけれども、内実、その実態は伴っていなか

ったというような状況が起こっているとしか考えられない状況なわけですね。

そもそも、一口に同じ北海道内といえども、それぞれの土地土地で全くと言っていいほど気

候、風土が異なるのが本道の大きな特徴です。例えば、今回問題として取り上げている樹種を選

択する際に、広い北海道のとある地域では街路樹として使用されている、だからといって、別な

地域、この場合、旭川でも使用して問題ないと、そうなっていいのかどうか。現行の道の基準に

照らし、そう判断されてしまったということも考え得るような状況と考えています。

同様に、そうした視点で、例えば、植栽工法についても再検討が必要との指摘がなされていま

す。現行、本道で行われている植樹の際の支柱形式では、幹回りの長さが20センチ未満の樹木に

ついては、さらし竹を用いた八ツ掛型でと、仕様書上、一律に定められています。しかし、旭川

のような豪雪地帯の場合、さらし竹では、その用途、機能を十分に果たせず、したがって、樹種

によっては焼き丸太などを用いるべきとの御指摘がございました。

道では、支柱形式をどのように選定しているのか、伺います。

○椋平都市環境課長 街路樹の支柱形式についてでございますが、支柱は風や雪による倒木を防

ぐことなどを目的に設置しており、その形式については、樹木の太さや植樹ますの大きさなどか

ら、道が策定した道路設計要領に示します植樹用支柱形式適用区分及び材料一覧表を参考に選定

しているところでございます。

○安住太伸委員 適切な維持管理を行い、街路樹を健全に保つことは、道路景観の向上を図る上

で、申し上げるまでもなく、道路利用者の安全を確保するためにも極めて重要と考えます。

以上、伺ってきたとおり、一般論としての専門知識に加えて、土地土地の事情、気候特性とい

った、言うなれば、それぞれの土地に根差した知見を併せ備えた事業者選定が、やはり、適切な

管理にとって大きな鍵であることが浮かび上がってくるように思います。

そこで、最後に、道の植栽管理に関わる今後の取組について、申し上げてきた点を踏まえた上

での部長の所見を伺います。

○関建設部長 今後の対応についてでありますが、現地に適した樹種による植栽を行い、適切な

点検や維持管理により街路樹を健全に保つことは、道路利用者の安全の確保はもとより、都市の

良好な景観形成のためにも重要であると認識してございます。
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道といたしましては、現地の条件や地域からの要望等に加え、造園建設業者などの専門家の意

見を聞きながら樹木や支柱の選定を行いますとともに、造園建設業者による適切な維持管理の実

施に向け、発注方法の検討を進めるなどして、安全、安心な道路交通の確保に努めてまいりま

す。

○安住太伸委員 ぜひ、いろいろと工夫、検討を凝らして進めていただきたい、そのように申し

上げ、私の質疑を終わりたいと思います。

○渡邊靖司委員長 安住委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

田中勝一君。

○田中勝一委員 通告に従い、順次質問いたします。

初めに、除排雪についてお伺いいたします。

今年の冬は、札幌市を中心とした道央圏、札幌圏において、大変、降雪量が多くなったわけで

すけれども、まずは、全道的に今年度の除排雪費用が足りているのかどうか、お伺いいたしま

す。

また、追加の補助金も想定されると思いますが、併せてお伺いいたします。

○渡邊靖司委員長 維持担当課長矢野眞嗣君。

○矢野維持担当課長 除雪予算についてでありますが、本道においては、12月中旬に道東地域

で、また、１月下旬には札幌圏において記録的な大雪となり、除排雪作業等が増加していること

に加え、労務単価や燃料代の高騰などにより、例年より除雪費の増加が見込まれることから、道

としては、国に対し、執行状況に応じた除雪費補助の追加配分について要望を行ったところでご

ざいます。

○田中勝一委員 国に対して要請を行っているということですので、引き続き、予算確保をぜひ

お願いしたいと思います。

次に、札幌市を中心とした札幌圏の降雪量が多いわけですが、４年前も、この札幌市を中心に

大雪となって、当時、除排雪の遅れにより、市民、道民の皆様から多くの苦情があったというふ

うに承知をしていますけれども、その反省から、振り返りを行いまして今後の教訓としたと承知

をしております。

札幌市との連携についてお伺いしますけれども、今年は、トラックや雪堆積場のあっせんな

ど、具体的にどのような取組をしたのか、また、４年前の教訓は生かされたのか、これも併せて

お伺いいたします。

○矢野維持担当課長 大雪時の対応についてでありますが、４年前の札幌圏での大雪の際に行っ

た検証と対応策に基づき、降雪期前に札幌市が開催した連絡調整会議に関係機関とともに参加

し、大雪時の協力体制等を確認したほか、本年１月の記録的な大雪の際には、札幌市からの要請

に対し、北海道建設業協会、北海道維持管理業務連絡協議会の協力の下、ダンプトラック20台程

度の支援を行うとともに、道管理河川敷地における雪堆積場の受入れ容量を拡大するなど、速や

かな支援を実施したところでございます。
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○田中勝一委員 ダンプトラックの要請があって20台程度の支援を行ったということですけれど

も、もっともっと連携ができるのではないかと思いますので、ぜひ、今後とも札幌市との連携を

強化していただくようお願いをしたいと思います。

次に、人手不足も大きな課題だと承知しています。また、除雪従事者の高齢化というのも深刻

な状況だというふうに認識をしていますけれども、このオペレーターやトラック運転手の人材確

保に向けての所見を伺うとともに、今後の道の対策についても併せて所見をお伺いいたします。

○渡邊靖司委員長 建設部長関俊一君。

○関建設部長 担い手確保の取組についてでありますが、本道の建設業は、高齢化や若年者の入

職が進まないなど、人材確保が厳しい状況にありますことから、処遇の改善や人材の育成などに

取り組むことが重要です。

このため、道では、除雪事業者においても人材確保が図られるよう、適切な労務単価の設定に

よる賃金水準の確保に努めますとともに、若手オペレーターのスキルアップを図るため、日本建

設機械施工協会が全道各地で開催しております除雪機械技術講習会を後援するとともに、事業者

に対して積極的な参加を働きかけるほか、除雪従事者等の意識の向上と育成強化を目的とした維

持・除雪功労者表彰を行っているところでございます。

道としては、今後とも、関係団体等と連携し、人材確保に向けた取組を進め、安定的な除排雪

体制の確保に努めてまいります。

○田中勝一委員 ただいま、部長から講習会などを行っているとの答弁をいただきましたけれど

も、引き続き、この人材確保は重要な課題ですので、取組をぜひお願いしたいと思います。

最後になりますけれども、冬の除排雪の関係につきましては、例年のように、12月から３月ま

で、毎日少しずつ雪が降って積もっていただければ、これは計画的な除排雪も可能なのですが、

今年の札幌市のように、一日に一気に50センチ以上も降り、その後、あまり降らないという、こ

ういう状況ですと、短期間での除排雪が求められると思います。

また、今年は札幌市の降雪量が多いわけですけれども、一方で、例年、大雪が降っている岩見

沢市などは降雪量が少ない状況になっています。同じ雪雲で、西北西の風の向きですとか風の強

弱によるというふうにされていますけれども、今年の例でいけば、岩見沢市のトラックですとか

除排雪機器を、オペレーターや運転手も含めて札幌市へ支援することができなかったのかという

ふうに考えます。

当然、逆の場合もあるわけでありまして、先ほど安住委員からもありましたけれども、市町村

を超えた相互連携については、広域自治体を管轄する北海道が調整役となることが必要ですの

で、一日も早く生活道路の通行確保と安全確保をするためにも、北海道の役割が重要になると思

います。

所管は総務部の危機対策課になると思いますので答弁は求めませんけれども、雪害対策という

のは、当然、建設部もそうですけれども、それぞれ道民生活に重大な影響が及びますので、全庁

的な課題として捉えて、今年は札幌市へトラックの貸出しもしたという答弁がありましたが、こ
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ういったことと同様に、迅速な除排雪で、今後も、道民生活の確保をしていただくことを指摘と

し、次の質問に移りたいと思います。

道路のポットホールについてお伺いをいたします。

今年の冬は、大雪だったことと併せて、暖かい日はプラス気温になるなど気温の変化が大きい

冬でした。３月に入った先週も、プラス気温で一気に雪が解けたと思いきや、４日には大雪が降

るなど、変化が激しい冬となっております。

そうした影響を受けてなのかどうか分かりませんけれども、雪が解けて道路のアスファルトが

出てくると、幅20センチから30センチ程度、深さは10センチから15センチくらいの穴が多く出現

をしております。専門用語ではポットホールと言うそうですが、この道路の穴が今年は本当に例

年よりもはるかに多く、走行する車のパンクやバンパーの破損が多く発生し、修理工場でも例年

の1.5倍から２倍ぐらいになるというふうに報道されています。

まずは、道が管理する道道における車両損害事案の発生状況についてお伺いをいたします。

○渡邊靖司委員長 管理担当課長笠巻周一郎君。

○笠巻管理担当課長 物損事故の発生状況についてでありますが、道が管理する道道における過

去５年間の道路の穴ぼこ、いわゆるポットホールによる物損事故の発生件数は、令和３年は52

件、４年は46件、５年は51件、６年は68件、７年は111件となっているところでございます。

○田中勝一委員 やはり、ここ３年、増え続けているということで、特に、令和７年は前年に比

べて２倍近くの発生状況だということを理解いたしました。

実際にポットホールができたときは、大きな穴から、順次、パッチングと呼ばれる補修がされ

ていると思いますけれども、数が多いことや、また、予算不足や人手不足から、なかなか追いつ

いていない現状が見受けられます。

このポットホールに対する道の対策についてお伺いをいたします。

○矢野維持担当課長 路面維持管理についてでありますが、道では、「公共土木施設の維持管理

基本方針」に基づき、日常的なパトロールを原則、週３回、人口集中地区においては毎日実施し

て路面状況の把握に努めており、損傷を発見した際に補修材で直ちに穴埋めを行っているところ

でございます。

○田中勝一委員 一時的な対応になりますけれども、穴が空いていれば、当然、パンク等につな

がりますので、ぜひ、パトロールを強化していただいて、穴埋めをお願いしたいと思います。

次に、この穴にタイヤがはまってパンクをしたり、バンパーが落ちたりですとか、こういう状

況が出ているのですけれども、ぜひ、この広報をもう少ししていただきたいと思います。

春先には、道路に穴が空いて、スピードを落として走行に注意することと併せて、バンパー等

が破損した場合は、その場に放置せずに持ち帰るように呼びかける必要があると考えますが、道

の所見をお伺いいたします。

○矢野維持担当課長 道路利用者への注意喚起についてでありますが、道路利用者がポットホー

ルなどの道路の異常等を発見した場合には、国が所管している道路緊急ダイヤルを通して、直
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接、各道路管理者に通報できるようになっているほか、道では、道路利用者に向けてホームペー

ジで冬道運転への注意喚起などを行っているところであり、今後、必要な情報の追加について検

討してまいります。

○田中勝一委員 ぜひ、検討をお願いしたいと思います。

次に、パッチングは臨時的な補修であって、一冬過ぎれば、また亀裂が入り、同じ場所にポッ

トホールができていると指摘をされております。

このポットホールの原因は、道路のアスファルトが劣化によりひびが入り、そこに雪解け水が

入って、朝晩の気温低下により凍ることによって、さらにこれが亀裂となって、車が通ることで

大きな穴につながっていくというふうに言われております。

根本的な対策は、ポットホールが多く出現している道路を全面的に剝がしてから、劣化しづら

いアスファルト等で道路を造り直すことが必要ですが、予算確保等、課題が多いと考えます。

このポットホールの数を減少させるため、今後、道においてどのように対策をしていくのか、

お伺いいたします。

○渡邊靖司委員長 施設保全防災担当局長米谷功君。

○米谷施設保全防災担当局長 今後の対策についてでありますが、積雪寒冷地の本道において、

道路舗装の損傷による事故の発生を未然に防ぐため、道路補修を計画的に実施し、安全な道路交

通を確保することは、大変重要と認識しているところであります。

このため、道では、北海道舗装長寿命化修繕計画に基づき、定期的な舗装点検を実施し、ひび

割れやわだち掘れなどの状況に応じ、対策が必要とされた箇所においてオーバーレイなどによる

面的な補修を行うなど、計画的な修繕を実施しているところであります。

道といたしましては、引き続き、計画的な修繕を進めるとともに、必要な予算の確保に努め、

安全で安心な道路交通の確保に取り組んでまいります。

○田中勝一委員 必要な予算の確保に努めてまいるという答弁でした。ただ、このポットホール

の根本原因は道路の劣化だと言われております。道路の耐用年数が何年なのかは正確には分かり

ませんけれども、恐らく、道路の限界が近づいてきている証拠だと思います。

そこで、ポットホールの修繕については、これから、毎年、春先に必ず必要となる予算ですの

で、一般的な道路の維持管理費とは別の予算として、この必要性も含めて、国に対して予算要求

すべきと考えますので、今後の検討課題とするよう指摘をいたしまして、私の質問を終わりま

す。

○渡邊靖司委員長 田中(勝)委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

議事進行の都合により、暫時休憩いたします。

午後０時２分休憩

午後１時９分開議

○渡邊靖司委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。
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建設部所管に関わる質疑並びに質問の続行であります。

林祐作君。

○林祐作委員 午後一番、元気よく質問してまいりたいと思います。

建設産業における担い手の確保育成について伺ってまいります。

建設産業は、道路、河川、住宅などの社会資本整備や日頃の維持管理はもとより、除雪や自然

災害の発生時における初期対応や被災後の迅速な復旧など、本道の発展や地域の安心、安全、そ

して、経済、雇用を支える重要な役割を担っております。

建設産業がこれからも地域経済を支えるとともに、地域社会の守り手としての役割を果たし続

けるためには担い手の確保育成が極めて重要であり、足元の人手不足への対応が大きな課題とな

っております。こうした観点から、以下、順次伺ってまいります。

まず、本道の建設産業における現在の人手不足の状況について、どのような現状にあるのか、

お伺いをいたします。

○渡邊靖司委員長 建設業担当課長和田栄二君。

○和田建設業担当課長 人手不足の現状についてでありますが、北海道労働局が公表した令和６

年度の全産業の有効求人倍率は0.94倍であるのに対し、建築・土木・測量技術者の有効求人倍率

は5.84倍と、高い倍率となっています。

また、道内建設産業における就業者数は、総務省の労働力調査によると、ピークであった平成

９年の35万人に対し、直近の令和７年では23万人と、約65％にまで減少し、年齢別構成比は、平

成16年以前の50歳以上が約40％、29歳以下が約18％になっており、令和７年は、50歳以上が約52

％、29歳以下は約８％と、就業者の高齢化が進み、若年者の入職が進んでいない状況にありま

す。

○林祐作委員 ただいまの答弁によって大変厳しい状況が続いていることが明らかになったわけ

でありますけれども、道では、「建設産業ミライ振興プランＨＯＫＫＡＩＤＯ」に基づき、建設

産業の担い手確保・育成に向けた様々な取組を進めているところであります。

人材確保に向けた課題について、どのように捉えているのか、伺いたいと思います。

○和田建設業担当課長 人材確保に向けた課題についてでありますが、道内の建設産業は、労働

時間が長いことや若年者の入職が進んでいないことなどが課題であり、総合政策部が実施してい

る毎月勤労統計調査地方調査によると、道内建設業における一般労働者の月間実労働時間は、プ

ラン策定前の令和３年の176.3時間に対し、直近の令和６年では168.6時間となり、一定の改善が

見られるものの、道内全産業の161.9時間と比較すると、依然として高い状況にあるところで

す。

また、プラン策定時に行った道内建設業の若手就業者へのアンケートによると、若年者の入職

が進まない理由として、建設産業への関心が低いことや社会的役割・魅力が伝わっていないなど

の意見があったところです。

こうしたことから、道としては、建設産業の担い手確保のためには、長時間労働の是正といっ
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た就業環境の改善や若年者への建設産業の魅力の発信に取り組むことが重要と考え、プランに位

置づけているところです。

○林祐作委員 次に、道の取組状況について伺ってまいります。

ただいまの課題認識を踏まえて、道として、現在、担い手の確保育成に向けてどのような取組

を進めているのか、伺います。

○和田建設業担当課長 道の取組についてでありますが、道では、就業環境の改善に必要な長時

間労働の是正や休日の確保に向けて、早期発注による施工時期の平準化や週休２日の導入の促進

などの取組を進めているところです。

また、建設産業の魅力を若い世代に伝えるため、高校生を対象とした建設現場の見学会や建設

産業に従事する若手職員と高校生との意見交換会を行っているほか、子どもたちにも建設産業の

面白さを理解してもらうため、関係団体と連携して、毎年、札幌駅前通地下歩行空間―チ・

カ・ホで開催している建設産業ふれあい展において、ＶＲによる建設現場の体験や大工さんの仕

事体験などを実施しているところです。

○林祐作委員 ありがとうございます。

次に、コンストラクション甲子園について伺います。

建設産業の魅力発信の取組として、建設業の若手経営者で組織する北海道建青会が中心とな

り、コンストラクション甲子園を開催していると伺っております。

若者が楽しみながら建設産業への理解を深め、将来の職業選択にもつながる意義のある取組で

あると考えますけれども、この取組を道としてどのように後押しされているのか、伺いたいと思

います。

○和田建設業担当課長 コンストラクション甲子園についてでありますが、当該イベントは、高

校生を対象に、建設業や防災、環境問題などに関するクイズを通し、楽しみながら建設業界への

関心を高めてもらうことを目的としており、第４回目となる今年度は、全道９地区で行われた予

選に124チームが参加し、札幌で開催された決勝大会はテレビニュースや新聞などのメディアに

広く取り上げられたところです。

道では、令和４年度の第１回大会から、その趣旨に賛同し、協力してきたところであり、今年

度は、ＳＮＳを活用した大会参加者の募集や道の建設産業応援キャラクター「めぇーぷる」がテ

レビ出演し、決勝大会の開催告知などを行ったところです。

○林祐作委員 コンストラクション甲子園については、建青会の皆さん方と我々も意見交換させ

ていただきましたが、北海道からスタートして、今、全国的にこれをまねして取組を進めようと

している動きがある中で、これは北海道としてもしっかりとバックアップをすべきものではない

かなというふうに思っている次第であります。

次に、今後の取組について伺います。

将来を担う若者の確保育成に向けて、道として今後どのように取組を進めていく考えなのか、

伺いたいと思います。
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○渡邊靖司委員長 建設部長関俊一君。

○関建設部長 今後の取組についてでありますが、本道の建設産業は、若年者の入職が進んでお

らず、依然として人材確保が厳しい状況にあり、社会資本整備や災害対応といった建設産業が担

う重要な役割を十分に果たせなくなることが懸念されますことから、担い手の確保育成に取り組

むことが重要であると認識してございます。

このため、道では、「建設産業ミライ振興プランＨＯＫＫＡＩＤＯ」に基づき、高校生との意

見交換会や建設産業ふれあい展の開催などに取り組むほか、コンストラクション甲子園などの建

設業団体が実施する新たな取組に協力するなど、建設産業の魅力を広く発信しているところでご

ざいます。

道といたしましては、今後とも、関係団体と連携し、担い手の確保育成に向けた取組の充実を

図り、建設産業の持続的発展に努めてまいります。

○林祐作委員 建設産業の担い手確保を進めていくためには、若い世代に建設産業の魅力を伝え

ていく取組が重要であります。

コンストラクション甲子園のような民間主体の取組は、その一つとして意義のある取組である

と考えており、道としての今後の対応について、改めて知事の見解を直接伺いたいと考えており

ますので、委員長のお取り計らいをお願い申し上げます。

次に、公共工事の品質確保に関する北海道の取組方針の見直しについて伺ってまいります。

国において、公共工事の品質確保の促進に関する法律、いわゆる品確法が、建設業がその役割

を将来にわたって果たし続けられるよう、担い手の確保等に向けた対策を強化することを目的と

して、令和６年に改正され、これに伴い、発注関係事務の運用に関する指針も改正をされまし

た。

これを受け、現在、道においても、公共工事の品質確保に関する北海道の取組方針の見直し作

業が進められておりますが、道としても、今後、なお一層、公共工事の品質確保の促進に取り組

んでいくことが求められるものと認識をしております。そこで、数点伺います。

令和６年に品確法が改正されたことを受けて、国の運用指針も改正されたとのことであります

が、まず初めに、その主なポイントについて伺います。

○渡邊靖司委員長 技術管理担当課長齊藤寛朗君。

○齊藤技術管理担当課長 国の運用指針の主な改正ポイントについてでありますが、働き方改革

に関する取組の充実のため、完全週休２日の促進が掲げられたほか、新技術等の活用等による生

産性向上に関し、新たに、情報通信技術の活用による受発注者間のデータ共有の円滑化や、ＡＩ

やデジタル技術の活用促進などが示されたところでございます。

○林祐作委員 次に、道の取組方針の見直しについて伺います。

国の運用指針の改正を受けて、道の取組方針の見直し作業を進めているとのことでありますけ

れども、具体的にどのような内容を見直すのか、スケジュールも含めて伺います。

○渡邊靖司委員長 建設業担当局長荒木政彦君。
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○荒木建設業担当局長 道の取組方針の見直しについてでございますが、道では、２月に、北海

道建設業審議会の下に設置いたしました有識者や関係団体から成る専門部会を開催し、完全週休

２日の実現や多様な人材の確保、建設技能者などの適正な評価、処遇の改善に向けた取組のほ

か、ＩＣＴ施工のさらなる拡大やＡＩ技術の活用などの取組方針の見直し内容をお示ししたとこ

ろであり、委員からは、シニア技術者の活用のほか、建設事業の調査設計や施工の各段階で３次

元データを共有する取組の促進を図るべきであるといった意見をいただいたところでございま

す。

道といたしましては、引き続き、専門部会の委員をはじめ、関係団体や市町村等の御意見を伺

いながら検討を進め、本年秋を目途に取組方針の改定を行う考えでございます。

以上でございます。

○林祐作委員 次に、地域の建設業においては、担い手の不足や高齢化が進む中で、働き方改革

や処遇改善、生産性の向上への対応は喫緊の課題でございます。

取組方針の改定を待たず、可能な措置は速やかに講じていく必要があると考えますが、道とし

て現在どのように取り組んでいるのか、伺います。

○齊藤技術管理担当課長 現在の取組についてでありますが、働き方改革や処遇改善について

は、完全週休２日の実施に伴う諸経費の増加に対応するため、平和７年10月から、現場管理費な

どを見直したほか、建設技能者の適正な評価と処遇改善を目的とした建設キャリアアップシステ

ムのさらなる活用を図るため、令和８年度から、モデル工事の対象を7000万円以上から1000万円

以上に拡大する予定です。

また、生産性の向上については、工事や設計業務の成果品データを受発注者間等で共有できる

システムの運用を令和７年度から開始しているほか、令和８年度からは、建設現場におけるＡＩ

技術の活用促進に向け、ＡＩ活用試行工事を新たに導入する予定です。

○林祐作委員 次に、適正な利潤の確保について伺ってまいります。

担い手確保や新技術等を活用した生産性の向上を進めていくためには、企業が将来のための投

資を行えるだけの適正な利潤の確保が非常に重要であると考えます。

道として、これまでどのように取り組んできたのか、伺いたいと思います。

○齊藤技術管理担当課長 適正な利潤の確保についてでありますが、受注者が適正な利潤を確保

するためには、適切な予定価格の設定が必要であり、道では、国や道の市況調査において、労

務、資材等の取引価格や施工の実態を的確に把握し、それを反映した積算単価を設定しているほ

か、鋼材などの主要資材等については、市場取引価格や地域の取引実態の調査を行い、設計単価

を毎月改定するとともに、入札に際しては、最新の単価により、予定価格を設定しているところ

です。

また、本社の人件費や事務所経費が増加している実態を踏まえ、令和８年度の積算基準の改定

では、一般管理費を４年ぶりに引き上げたところです。

○林祐作委員 本道における公共工事の品質確保と持続可能な建設業の実現に向けては、単に取
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組方針を改正するだけではなく、実効性ある運用を確保することが重要であります。

国の運用指針の趣旨及び有識者や関係団体等の意見を踏まえ、道の取組方針を速やかに改正

し、これに基づく取組を着実に実行していくべきと考えますが、道の見解を伺います。

○関建設部長 今後の対応についてでありますが、本道の建設産業は、就業者の高齢化や若年者

の入職が進まないなどの状況にあり、社会資本整備や災害対応など、建設産業が担う重要な役割

を十分果たせなくなることが懸念されておりますことから、担い手の確保や生産性の向上の取組

を進めることが重要と認識してございます。

道といたしましては、担い手の確保に向けた適正利潤の確保や完全週休２日の促進といった働

き方改革のほか、ＡＩ技術の活用による生産性の向上などを推進するため、本年秋を目途に取組

方針を改定し、引き続き、国や関係団体等と連携しながら、こうした取組を進め、建設産業の持

続的な発展に努めてまいります。

○林祐作委員 ただいまの御答弁では、令和８年秋を目途にということで、目標を設定していた

だいたわけでありますけれども、適正利潤の確保、そして、週休２日の促進といった働き方改

革、ＡＩの技術活用による生産性向上、こういったものがしっかりと盛り込まれるすばらしい取

組方針になることを御期待申し上げます。

次に、居住支援について伺ってまいります。

近年、単身高齢者世帯の増加や持家率の低下などを背景に、住宅確保要配慮者が民間賃貸住宅

へ円滑に入居できる環境整備が一層重要となっております。

国においては、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律、いわゆる住宅

セーフティネット法が令和６年に改正をされ、居住支援法人の役割強化や居住サポート住宅の創

設など、制度の拡充が図られたところでございます。

こうした中、昨年12月、札幌市内の居住支援法人が短期間の家賃滞納を理由に入居者を強制退

去させたとの報道がありました。

居住支援法人は、住まいの確保が困難な方々にとっては安心して住まいを探すために頼りにす

る事業者でありますので、居住支援法人の役割や道の対応などについて、順次伺ってまいりま

す。

高齢者や障がい者、生活困窮者など、住まいの確保に配慮が必要な方々の入居の手助けを行う

のが居住支援法人だと認識しておりますが、居住支援法人の法的な位置づけと具体的な業務内容

について、まず伺います。

○渡邊靖司委員長 建築指導課長影山友規君。

○影山建築指導課長 居住支援法人についてでありますが、居住支援法人とは、住宅確保要配慮

者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律、いわゆる住宅セーフティネット法に基づきまし

て、高齢者や障がい者、生活困窮者など、住宅確保要配慮者の居住の支援を行う法人として都道

府県が指定するものです。

その業務内容は、物件紹介や内覧の同行など「住まい探しの支援」、見守りや生活相談などの
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「入居中の支援」、入居者の「家賃債務の保証」、入居者からの委託に基づく「残置物処理」と

いった業務が法で規定されているところです。

○林祐作委員 全国では1100を超える居住支援法人が指定をされておりますが、道内の居住支援

法人の指定状況と指定された法人の活動区域について伺います。

○影山建築指導課長 指定状況などについてでありますが、道では、本年２月末時点において31

の居住支援法人を指定しており、その活動区域は、札幌市、旭川市、函館市など、21の市町とな

っているところです。

○林祐作委員 次に、居住支援法人は知事が指定することとなっておりますけれども、民間の法

人が居住支援業務を行うに当たり、道では、どのような基準で居住支援法人の指定を行っている

のか、伺います。

○影山建築指導課長 指定基準についてでありますが、住宅セーフティネット法では、指定基準

として、実施計画が支援業務の的確な実施のために適切なものであること、実施計画を的確に実

施するに足りる経理的及び技術的な基礎を有していること、役員または職員の構成が支援業務の

公正な実施に支障を及ぼすおそれがないことなどが定められており、道では、国の技術的助言に

基づき、この基準への適合状況を審査し、指定を行っているところです。

○林祐作委員 居住支援法人を指定した後、その法人が適切に業務を実施しているかどうかにつ

いて把握する必要があると考えますが、道として、どのように法人の支援業務の実態を把握され

ているのか、伺います。

○影山建築指導課長 居住支援業務の把握についてでありますが、道では、法に基づき、毎年

度、事業開始前に、事業者から提出される支援業務に係る事業計画書及び収支予算書により事業

内容を審査し、認可するとともに、事業年度終了後には、事業報告書及び収支決算書の提出を受

け、これらを基に実施計画の適格性を把握しているところでございます。

○林祐作委員 次に、支援業務の実施状況を把握した中で、法人の支援業務が適切でない場合

に、法令上、どのような対応が可能なのか、道では、法人に対してどのように指導監督を行うこ

ととしているのか、伺います。

○影山建築指導課長 指導監督についてでありますが、居住支援法人において支援業務の公正か

つ適正な実施に支障を及ぼすおそれがある場合には、法では、報告徴収や立入検査、監督命令、

指定の取消しなどを行うことができるとされているところです。

道では、「居住支援法人に対する指導監督要領」を定めて、法に基づき、適切に指導監督を行

っているところです。

○林祐作委員 ここまで、居住支援法人の指定などに関して聞いてまいりましたが、冒頭に申し

上げたとおり、札幌市内の法人が短期間の家賃滞納を理由に強制退去に至ったという報道があり

ました。

この事案について、現時点で把握されている内容について伺います。

○影山建築指導課長 事案の概要についてでありますが、当該法人は、昨年８月に、法人が管理
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する賃貸住宅の入居者に対し、１か月の家賃滞納を理由に、残置物を処分し、法的手続を経ずに

強制退去を行いました。

その後、強制退去となった入居者が法人を相手に損害賠償を求め提訴し、法人側が慰謝料など

を支払うことで12月４日に和解が成立しているところです。

○林祐作委員 この事案は、居住支援をする法人が生活の苦しい方の住まいを奪ってしまったこ

とになりますが、強制退去を行った法人に対し、道は、これまでどのように対応してきたのか、

伺います。

○影山建築指導課長 道の対応についてでありますが、道では、事案の覚知後、速やかに、当該

法人に対し、入居者を強制退去させた経緯、入居者対応の経過、家賃滞納者への対応方法、今後

の対応方針などについて報告を聴取したところです。

また、報告の内容を確認した上で、本年２月に立入検査を実施し、詳細について聞き取りを行

ったところです。

○林祐作委員 今回の事案を受けて、道では、ほかの法人についても明渡しの実態を把握するこ

とが重要だと考えますが、道の所見を伺います。

○影山建築指導課長 明渡しの実態把握についてでありますが、道では、ほかの法人の業務実態

を把握するため、家賃滞納による明渡しに関する実態調査を実施したところです。

調査結果では、賃貸物件を管理する24法人のうち、13法人で家賃滞納を理由に入居者に明渡し

を求めたことがあり、そのうち、法的手続を行わずに入居者を強制退去させた事例はありません

でした。

また、調査の中で、家賃滞納による明渡しを求める場合の課題について記載を求めましたとこ

ろ、明渡し請求訴訟や原状回復の費用などが貸主負担になり、滞納は貸主側の負担が大きいとい

ったことや、障がいがあるなど、やむを得ない事情により滞納するケースもあり、対応が難しい

といった意見が寄せられたところでございます。

○林祐作委員 居住支援の推進のためには、今回のような事案が再び起こらないように対処しな

ければならないと考えます。

道では、今回の事案発生後に、再発防止に向けてどのような対応を行っているのか、伺いま

す。

○渡邊靖司委員長 住宅局長芥川昌久君。

○芥川住宅局長 再発防止についてでありますが、道では、再発防止に向け、道や市町村、居住

支援法人などで構成する北海道居住支援協議会の法人部会を本年２月に開催し、実態調査結果の

情報共有や確実な業務履行、法令遵守などに関する意識啓発、弁護士による明渡しの法的手続に

関する研修を行ったほか、居住支援の在り方をテーマとしたグループワークを実施したところで

ございます。

グループワークでは、入居者が求める支援を法人が丁寧に把握し、入居者との信頼関係を築く

ことや、市町村福祉部局との連携によるきめ細やかな対応の重要性が認識されたところでござい
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ます。

○林祐作委員 最後の質問になりますが、居住支援法人は、高齢者や障がい者、生活困窮者など

の住宅の確保に配慮が必要な方々にとって大変重要な役割を担っており、法人の適切な業務遂行

は、要配慮者の生活の場を確保する上で不可欠だと考えます。

道では、今後、どのように住宅の確保に配慮が必要な方々の居住支援に取り組んでいく考えな

のか、伺います。

○渡邊靖司委員長 建設部建築企画監大野雄一君。

○大野建設部建築企画監 今後の対応についてでありますが、住宅確保要配慮者の方々の円滑な

入居を促進し、その居住の安定を確保するためには、積極的な居住支援活動が必要であり、住宅

施策と福祉施策の連携による居住支援体制の取組を全道各地に広げていくことが重要と考えてお

ります。

道では、これまで、居住支援体制の充実を図るため、市町村による居住支援協議会の設置に向

けた技術的助言のほか、居住支援法人の指定や資質の向上に努めてきたところであり、引き続

き、こうした取組を継続するとともに、居住支援法人の公正かつ適正な支援業務の実施を図るな

ど、道民の皆様が安心して暮らし続けることができる地域づくりに努めてまいります。

○林祐作委員 終わります。

○渡邊靖司委員長 林委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いたし

ました。

宮崎アカネさん。

○宮崎アカネ委員 通告に従いまして、順次質問させていただきます。

冬期間の歩道についてですが、今年も、雪が多く、交通の運行にも大きな影響を与えていま

す。

車道の除雪は、国道、道道、市町村道と、それぞれの道路管理者が対応しており、降雪の状況

に応じた除雪計画に基づき、住民生活に支障を来さないように対処していただいております。

皆さんがどこにお住まいなのかは分かりませんが、高齢者の方々や車椅子を利用している家族

がおられる場合、病院や買物などでバス停や電停に行かれる場合、歩道に降り積もった雪が行く

手を阻んでおります。

北海道では、2010年に、北海道障がい者及び障がい児の権利擁護並びに障がい者及び障がい児

が暮らしやすい地域づくりの推進に関する条例が制定され、障がい者に対する合理的配慮が規定

されています。また、本条例の第13条には、移動手段の確保が規定されています。

道として、歩道移動の確保についてどのように実施しているのか、お伺いいたします。

○渡邊靖司委員長 維持担当課長矢野眞嗣君。

○矢野維持担当課長 歩道除雪の基準についてでありますが、道が管理する道道の除雪について

は、「公共土木施設の維持管理基本方針」に基づき、市街地の歩道除雪は、降雪が続き、積雪量

がおおむね10センチメートルを超えた場合に実施しているところでございます。
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○宮崎アカネ委員 ただいま答弁をいただきましたが、積雪量がおおむね10センチメートルを超

えた場合に歩道除雪を実施するとのことです。

それでは、昨年度の旭川市内の実施状況についてお伺いいたします。

○矢野維持担当課長 旭川市内の歩道除雪についてでありますが、令和６年度は、22路線、約

120キロメートルについて、小型ロータリー除雪車18台により、平均21回、延べ383回、歩道除雪

を実施したところでございます。

○宮崎アカネ委員 先ほど、積雪量がおおむね10センチメートルを超えた場合にと言われました

が、歩道についてはほとんど除雪が追いついていない状況が散見されました。高齢者も歩行に補

助具などを使用したり、下肢に障がいがあることから車椅子などを常用する方々は、歩道におい

ても段差が30センチメートル以上になるケースも散見され、まさに外出することを拒まれている

かのようです。

これら生活圏等における歩道状況の認識をお聞きしたいと思います。

○矢野維持担当課長 歩道の段差解消などの対応についてでありますが、ロードヒーティング設

置箇所と未設置箇所との境界部や横断歩道、交差点などでは、段差がやむを得ず発生するため、

大きな段差が生じた場合には歩行に支障が生じると考えており、こうした場合は、人力作業等に

より段差の解消に努めているところでございます。

○宮崎アカネ委員 次に、歩道の除雪には小型の除雪機が必要となってきますが、道の実態はど

のようになっているのか、お聞きしたいと思います。

○矢野維持担当課長 歩道の除雪状況についてでありますが、道が管理する道道の歩道除雪延長

は、令和７年度時点で2532キロメートルであり、道が保有する180台、民間が保有する139台の合

わせて319台の小型ロータリー除雪車で実施しているところでございます。

○宮崎アカネ委員 ただいま答弁いただきました。道が管理している道道の歩道除雪延長は2532

キロメートルで、319台で除雪しているとのことでしたが、この2532キロメートルとはどのくら

いの距離か、皆さんは御想像できますでしょうか。

札幌市からどこまでの距離なのか、私がＡＩで検索してみたところ、例えば、札幌市から沖縄

本島までの直線距離が2500キロメートルから2600キロメートルということなので、いかに除雪延

長が長いかということを認識できると思います。

その距離を管理することを考えると、この319台では足りないのではないかというふうに思い

ます。

また、小型ロータリー除雪車は特殊なものと理解しています。道の保有する小型ロータリー除

雪車について、どのような考えで更新を行い、また、納品状況はどのようになっているのか、お

聞きしたいと思います。

○矢野維持担当課長 小型ロータリー除雪車の更新等についてでありますが、道では、経過年数

がおおむね20年を目安に、修繕の頻度や交換部品の有無などを考慮し、適宜、更新を行ってお

り、令和６年度は13台の小型ロータリー除雪車を購入したところです。
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また、納期については、平均して約７か月となっているところでございます。

○宮崎アカネ委員 歩道の除雪は、歩行困難者にとって非常に大切な行政サービスであることは

これまでお話ししてきました。

そこで、今後の歩道除雪についての道の見解をお聞きしたいと思います。

○渡邊靖司委員長 建設部長関俊一君。

○関建設部長 今後の対応についてでありますが、雪による歩道の段差の解消などは、様々な歩

道の利用者の安全を守る上で重要と認識してございます。

道としては、引き続き、毎日実施している市街地の道路パトロールなどにより、ロードヒーテ

ィングの切り替わり部や横断歩道部、歩行者の多い交差点部などにおいて、現地状況をしっかり

と把握し、速やかに人力作業等により段差を解消するなど、冬季の安全な歩行空間の確保に努め

てまいります。

○宮崎アカネ委員 先ほども申し上げましたが、札幌市から沖縄本島までの直線距離の長さを、

毎年、皆さんには頑張っていただいていますので、今後ともどうぞよろしくお願いいたします。

次に、住宅セーフティネットについてお伺いしたいと思います。

セーフティネット住宅においては、2017年10月から、住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制

度が開始されました。

その背景には、独身世帯の増加や、全国的に持家率の低下等が進む中、今後、高齢者、低額所

得者、そして、障がい者などの住宅確保要配慮者の賃貸住宅への住宅ニーズが高まることが見込

まれることから、この制度が開始されたと承知しております。

また一方で、賃貸人においては、孤独死や死亡時の残置物処理、家賃滞納等の課題がありま

す。このため、誰もが安心して賃貸住宅に入居できる社会の実現を目指して、住宅確保要配慮者

に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律が改正されました。

新たな住宅セーフティネット法が令和７年10月に改正され、施行されましたが、改正前と何が

違うのか、お伺いしたいと思います。

○渡邊靖司委員長 建築指導課長影山友規君。

○影山建築指導課長 住宅セーフティネット法の改正についてでありますが、平成29年に、高齢

者や子育て世帯などの住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅、いわゆるセーフティネット

住宅の登録制度が創設されましたほか、住宅確保要配慮者からの入居相談や入居後の見守りなど

を行う居住支援法人の指定制度が開始されたところです。

このたびの法改正では、新たに、入居中のサポートが必要な高齢者や障がい者などを対象と

し、安否確認、見守りなどを行う居住サポート住宅の認定制度が創設されましたほか、市町村に

おける居住支援協議会の設置の努力義務化や、居住支援法人の業務に、入居者からの委託に基づ

く残置物処理などが追加されたところです。

○宮崎アカネ委員 改正について、再度お聞きしたいと思います。

改正前は、住宅確保要配慮者の現状を聞き、住宅確保をしていましたが、改正によって、居住
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支援法人の業務に福祉的な要素を盛り込んできました。

業務の内容としましては、入居者からの委託に基づく残置物処理などとお答えがありました

が、このスキームを見ると、必ずしも業務ではなく、努力義務となっているようです。

しかし、要望があるからこそ居住支援法人の業務に福祉的な項目が付随していると思います

が、今までその業務は誰がしていたのか、お伺いしたいと思います。

○影山建築指導課長 居住支援法人の業務についてでありますが、法改正により、入居中のサポ

ートが必要な方を対象とし、安否確認などを行う居住サポート住宅の認定制度が創設されたとこ

ろです。

これまで、ケースワーカーや社会福祉協議会などが、福祉施策として、入居者の求めに応じ、

個別のサポート業務などを行ってまいりましたが、今回の法改正において新たに設けられました

居住サポート住宅認定制度により、住宅施策と福祉施策の連携が強化され、居住支援体制のさら

なる充実が期待されるところです。

○宮崎アカネ委員 次に、住宅確保要配慮者イコール高齢者という概念が強過ぎますが、住宅確

保要配慮者の範囲とこの事業の過去５年分の実績をお伺いしたいと思います。

○影山建築指導課長 住宅確保要配慮者の範囲などについてでありますが、道では、住宅セーフ

ティネット法に基づき策定した住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画において、住宅確保要配

慮者として、高齢者や障がい者、子育て世帯、生活困窮者、ＤＶ被害者などを対象としておりま

す。

道内におけるセーフティネット住宅の年度末の登録戸数は、令和２年度は7197戸、３年度は１

万5917戸、４年度は１万6365戸、５年度は１万6945戸、６年度は１万7431戸となっているところ

です。

○宮崎アカネ委員 今、過去５年分の登録戸数を伺いました。高齢者が何件、ＤＶ被害者が何

件、低所得者が何件という細かな数字は取っていないということなので、深くは聞かなかったの

ですけれども、国が、今後、高齢者または低所得者、障がい者などの住宅確保要配慮者の賃貸住

宅への居住ニーズが高まることが見込まれると想定したことがこの数字に表れていると思いま

す。私は、この数字はさらに増えると思っております。

次に、居住支援法人についてです。

住宅確保要配慮者住宅を支援している居住支援法人は31法人で、21市町において活動している

と承知しておりますが、支援している法人はかなり御苦労されていると聞いております。

道は、それを把握しているのか、お伺いしたいと思います。

○影山建築指導課長 居住支援法人についてでありますが、道では、道や市町村、居住支援法人

などで構成する北海道居住支援協議会の法人部会において、支援業務に関する情報共有や意見交

換などを行い、課題の把握に努めているところです。

法人からは、入居時の審査方法や家賃滞納者への対応、福祉部局との連携などの課題が寄せら

れているところです。
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○宮崎アカネ委員 ただいま答弁がありましたとおり、課題があると認識されているようです

が、解決に向けて道の役割はどうなっているのか、お伺いしたいと思います。

また、私が知る限り、要配慮者には、支援シートという相談情報と個人情報の取扱いを承諾し

た書類があるそうです。個人情報を理由に、居住支援法人への連携がない実態もあります。

また、地方公共団体内でのたらい回しがあるとも聞いています。これについてはセーフティー

ネットの理念とかけ離れていると私は思っております。こういうようなケースを繰り返さないた

めには、入居支援の対応者に過去の事例の共有も必要だと私は思います。

道は、今後どういうふうに取り組むのか、併せてお伺いしたいと思います。

○影山建築指導課長 道の役割などについてでありますが、法では、居住支援法人の指定、事業

計画の認可、事業報告の受理、支援業務に関する監督命令が都道府県の業務として定められてい

るところです。

道では、このような法令に基づく役割を果たすとともに、北海道居住支援協議会の法人部会に

おいて、支援業務に関する課題や過去事例の共有、専門家による研修会の開催のほか、直近の法

人部会では、課題解決に向けて、新たに法人間のグループワークなどを実施しており、今後、居

住支援法人へのアンケート調査を実施し、こうした取組の効果やニーズを的確に把握し、必要な

支援に努めてまいります。

○宮崎アカネ委員 たくさんいろんな事例があると思いますが、やはり、過去事例やニーズなど

から課題が山積していることを共有することで、要配慮者がスムーズに住居を確保することがで

きると思いますので、今後ともグループワークなどをしていただきたいなというふうに思いま

す。

次に、住宅確保要配慮者の中には、ＤＶ被害など、加害者から一刻も早く避難しなければなら

ない方々がいらっしゃるとお聞きしております。そのような方々には、リアルタイムの情報が必

要だと考えます。

セーフティネット住宅情報提供システムでは、セーフティネット住宅の情報をどのように管理

しているのか、お伺いしたいと思います。

○影山建築指導課長 住宅確保要配慮者への情報提供についてでありますが、国では、誰もがウ

ェブ上でセーフティネット住宅の検索や閲覧ができるセーフティネット住宅情報提供システムを

提供しており、住宅の登録については、所有者や不動産事業者が入力し、道の審査を経て住宅情

報がシステム上に公開されます。

空室状況などについては、登録した住宅の所有者などが随時更新しております。

○宮崎アカネ委員 セーフティーネットの一翼を担う道営住宅についても、ＤＶ被害者など、喫

緊に住宅を必要とされる方々に対して住宅を供給できるようにすべきと私は考えます。

道営住宅では、このような方々に対し、どのように対応しているのか、お伺いしたいと思いま

す。

○渡邊靖司委員長 住宅管理担当課長大場一郎君。
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○大場住宅管理担当課長 道営住宅における対応についてでありますが、道営住宅では、ＤＶ被

害者や犯罪被害者などの居住の安定やその自立を支援するため、地域の住宅事情、ストックの状

況等を勘案して優先入居の対象としているほか、公募による入居を待つことのできない緊急に迫

られる事情がある場合には、目的外使用により、速やかに入居できる取扱いとしているところで

ございます。

○宮崎アカネ委員 ぜひ、道営住宅の利活用という形で、どんどん活用していただきたいなとい

うふうに思います。

次に、全ての方々に対し、セーフティネット制度を広めることにより、居住の安定を確保する

ことは重要だと考えます。

今後、道は、地域の居住支援体制の整備にどのように取り組んでいくのか、所見をお伺いいた

します。

○渡邊靖司委員長 建設部建築企画監大野雄一君。

○大野建設部建築企画監 今後の取組についてでありますが、道では、住宅の確保に配慮が必要

な方々の増加が見込まれる中、本道においても地域における居住支援体制の充実がますます重要

になると考えております。

これまで、法に基づき、セーフティネット住宅の登録促進に取り組むとともに、北海道居住支

援協議会を設置し、居住支援法人の活用など、制度の円滑な運用等について協議を行ってきたほ

か、居住支援法人ガイドブックを作成し、市町村や福祉団体などへ配付するなど、広く制度の周

知を図ってきたところでございます。

道といたしましては、新たに創設された居住サポート住宅の認定や市町村における居住支援協

議会の設置の促進を図るとともに、公営住宅の活用を含めた住宅施策と福祉施策が連携した居住

支援体制の取組を全道各地に広め、道民の皆様が安心して暮らし続けることができる地域づくり

に努めてまいります。

○宮崎アカネ委員 再度お聞きいたしますが、道では、地域における居住支援体制の充実がます

ます重要ということで、居住支援協議会の設置の促進と答弁されましたが、居住支援協議会の仕

組みが縦割りで、連携が取れない実態があります。

今後、居住支援協議会の設置の促進と併せまして、チームワークと団体同士の進捗を明確にす

べきと思います。この点につきまして、再度お伺いしたいと思います。

○大野建設部建築企画監 居住支援協議会についてでありますが、市町村における居住支援協議

会は、市町村や不動産、福祉関係団体等の情報共有や取組の連携により、地域における居住支援

体制の充実を図るものでございます。

道といたしましては、北海道居住支援協議会の場などを通じて、市町村における実効性のある

居住支援協議会の設置を促すとともに、設置された市町村居住支援協議会に対しましては、効果

的な運営に向けた支援に努めてまいります。

○宮崎アカネ委員 高齢者や低額所得者、障がい者などの住宅確保要配慮者の需要が多い背景を
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見ますと、これは国の事業でありますけれども、まだまだ仕組みづくりが必要です。道民の生活

を守る上でも、今のセーフティネット住宅の取組は、努力義務の上に成り立っていると私は思い

ます。北海道において、どこに住んでいても安心した生活を守るため、知事の考えをお聞きした

いと思いますので、委員長にはお取り計らいをよろしくお願いいたします。

次に、河川整備や維持管理における環境への配慮についてお伺いいたします。

近年の気候変動により、水災害が激甚化、頻発化しており、その対応として、河道の掘削など

による流下能力確保のための河川整備が進んでおり、また、整備後には、河川内にたまった土砂

や樹木などを適切に管理していく必要があります。

一方で、河川は、サケやマスなどの水産資源の生息場所でもあり、河川整備などによる河川環

境への影響が懸念されています。そこで、河川整備やその維持といった治水対策による河川環境

への対応について伺ってまいります。

まず初めに、河川を整備するに当たり、河川環境への配慮についてどのように考えているの

か、お伺いいたします。

○渡邊靖司委員長 河川砂防課長伊藤拓郎君。

○伊藤河川砂防課長 整備における河川環境への配慮についてでありますが、道では、多様な生

物で構成される河川環境の保全と再生を図るため、道が管理する河川等を対象に、治水、利水、

環境の三つの視点から、北海道が目指す川づくりの基本的な方針を示した「北海道の川づくりビ

ジョン」を平成31年３月に策定し、遊水地における湿地環境の創出や河道内における魚類の産卵

床の保全など、河川環境に配慮した整備に努めているところでございます。

○宮崎アカネ委員 次に、河道内の樹木伐採等の維持管理を進めるに当たって、どのように河川

環境に配慮した取組を行っているのか、お聞きしたいと思います。

○矢野維持担当課長 維持管理における河川環境への配慮についてでありますが、道では、河川

の流下能力の確保を目的とし、河道内の樹木伐採や河道に堆積した土砂の除去などを行ってお

り、伐木の際には、生物の生息環境となっている水際の樹木を極力保全するほか、土砂の除去の

際には、魚類の産卵床を保全するなど、河川環境への配慮に努めているところでございます。

○宮崎アカネ委員 次に、河川内の樹木にはヤナギが多く、伐採してもすぐ繁茂してくると考え

ます。また、大きな出水があれば、後には河川内に土砂が堆積します。

このように変化する河川に対して、どのような考え方で樹木伐採等を進めているのか、お伺い

したいと思います。

○矢野維持担当課長 樹木伐採等の進め方についてでありますが、道では、平成29年３月に策定

した「河道内樹木伐採などの河川維持管理のあり方」に基づき、樹木の繁茂等が著しい約3500キ

ロメートルを優先区間とし、平成29年度から令和６年度の間に、樹木伐採や堆積土砂の除去を進

めてきたところです。

その間の樹木の成長度合いや土砂の堆積状況などを確認し、令和７年度からは優先区間を約

5250キロメートルに拡大したところであり、道としては、引き続き、現地状況をパトロール等で
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確認した上で、おおむね10年で完了するよう、計画的に進めてまいります。

○宮崎アカネ委員 ただいまの答弁では、樹木の伐採状況等についてはパトロールなどにより確

認しているとのことです。

そのパトロールについてなのですけれども、ドローンを活用して確認することはできないの

か、再度お伺いしたいと思います。

○矢野維持担当課長 ドローンの活用についてでありますが、道では、災害時における被災状況

の確認などにドローンを活用しているところです。

また、国においては、学識経験者及び関係団体を含めた検討会を設置し、ドローンを活用した

河川巡視や点検の実装に向けた検討が進められているところであり、道としては、こうした国の

動向を注視してまいります。

○宮崎アカネ委員 ただいまの答弁では、災害時には被災状況の確認などでドローンを活用して

いるとのことです。しかし、河川巡視等については、国の動向を注視するということですので、

道の判断では使えないということで認識させていただきました。

全国でも土木技術者は人手不足ですし、北海道は広域で、河川の数も多く、管理には御尽力さ

れていることと推察しますが、今後、国の動向の把握と併せて、道の実情から、やはり、要望な

どの行動も必要ですし、最新の技術の分析も必要と考えます。このことにつきましては知事にも

お聞きしたいと思いますので、委員長にはお取り計らいのほどよろしくお願いいたします。

最後の質問になります。

水災害の激甚化、頻発化により、河川の整備やその維持は重要ですが、治水対策を行う上で、

多様な生物が生息する河川環境を保全することも大変重要と考えております。

道として、今後どのように進めていくのか、お伺いいたしたいと思います。

○関建設部長 今後の対応についてでありますが、近年の気候変動に伴い、水災害が激甚化、頻

発化し、河川整備や樹木伐採などの維持管理の重要性が高まる中、豊かな自然環境を有する本道

におきましては、多様な生物の保全にも配慮していくことが重要と認識してございます。

そのため、道では、専門家からの助言を受け、魚類が遡上しやすい魚道の設置や産卵床の保全

など、環境保全に配慮した河川整備に取り組んでいるところでございます。

道としては、引き続き、こうした取組を行い、河川の整備と維持管理を着実に進めますととも

に、北海道らしい豊かな自然環境の保全に配慮した川づくりに努めてまいります。

○宮崎アカネ委員 以上で終わります。

○渡邊靖司委員長 宮崎委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

今津寬史君。

○今津寬史委員 今津寬史です。どうぞよろしくお願いいたします。

私からは、道道の整備及び除雪体制の確保について伺ってまいります。

初めに、芦別美瑛線についてであります。



【第２分科会 ３月12日 第２号】

道道芦別美瑛線は、芦別市の国道38号を起点に、上富良野町の国道237号に至る道路で、空知

地域と上川地域を結ぶ物流や観光、防災などの面で重要な役割を有する路線であります。

近年、北海道を訪れる観光客の皆様は、旭川空港から道内に入り、そこからレンタカーを利用

し、美瑛町や上富良野町方面へ、さらには、芦別市を経由して道央方面に向かうケースが増加し

ております。しかしながら、芦別美瑛線の一部区間は１車線であり、また、未舗装の状態であり

ます。

カーナビを利用する観光客の皆様が芦別美瑛線のルートを案内され、通行しようとしたとこ

ろ、狭い砂利道で大変不安を感じたとの話を耳にしております。

観光や防災などに大きな効果が期待される芦別美瑛線の整備について、道の認識と現在の整備

状況について伺います。

○渡邊靖司委員長 道路課長本間広行君。

○本間道路課長 道道芦別美瑛線の整備状況などについてでありますが、芦別美瑛線は、芦別市

と美瑛町を結ぶ主要道道であり、圏域間の交流拡大はもとより、観光振興を支えるなどの役割が

期待される路線であります。

現在の整備状況につきましては、整備が必要な区間約11キロメートルのうち、現在、約８キロ

メートルの区間について、橋梁工事や路盤・舗装工事などを実施しているところです。

残りの区間につきましては、地滑りの影響が予想されることから、調査を実施しているところ

でございます。

○今津寬史委員 続きまして、旭川東神楽道路について伺います。

道道旭川東神楽道路は、高規格道路である旭川十勝道路の一部であり、旭川北インターチェン

ジから旭川空港に至る区間となっています。

旭川十勝道路は、上川圏と十勝圏の地域間交流の活性化や物流効率化に資する地域に不可欠な

道路であり、平成30年に富良野道路が開通し、現在、富良野北道路と旭川東神楽道路を整備して

いると承知しております。

現在、道が整備を行っている旭川東神楽道路は、旭川北インターチェンジや旭山動物園、旭川

空港を結び、渋滞緩和や観光ルート形成などの重要な役割があると考えます。

道は、この道路の整備効果をどのように考えているのか、また、現在の整備の状況についても

併せて伺います。

○本間道路課長 旭川東神楽道路の整備状況などについてでありますが、旭川東神楽道路は、高

規格道路である旭川十勝道路の一部を構成し、北海道縦貫自動車道旭川北インターチェンジと旭

川空港を連絡する道路であり、旭川市内の交通混雑解消、観光施設や沿線工業団地へのアクセス

向上、救急搬送の時間短縮、歩行者の安全性の向上など、多くの整備効果が期待される道路で

す。

現在の整備状況につきましては、整備が必要な区間約10キロメートルのうち、これまで、東神

楽町側の5.5キロメートルについて、２車線での供用を開始したほか、昨年12月には、旭川市側
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の2.4キロメートルについて４車線で供用したところです。

残りの区間につきましては、現在、用地取得に向けた地権者との交渉や路盤・舗装工事を実施

しているところでございます。

○今津寬史委員 続きまして、旭川幌加内線について伺います。

道道旭川幌加内線は、幌加内町から鷹栖町を経て旭川市に至る道路で、救急高次医療や産業、

観光振興など、大きな役割を担う重要な路線であります。

幌加内町は、平成22年に空知支庁から上川総合振興局所管区域に編入されたことから、以前に

も増して上川管内とのつながりが拡大しており、ますます旭川幌加内線の重要度が増していると

ころであります。

しかしながら、旭川幌加内線の一部区間は、道幅が非常に狭く、急勾配、急カーブがあり、救

急患者の搬送などに大きな影響を及ぼしていると伺っています。

旭川幌加内線の整備について、道はどのように考えているのか、現在の整備状況も併せて伺い

ます。

○本間道路課長 道道旭川幌加内線の整備状況などについてでありますが、旭川幌加内線は、旭

川市と幌加内町を結ぶ主要道道であり、通勤通学や救急搬送など、地域住民の生活を支える役割

を担っている路線です。

現在の整備状況につきましては、整備が必要な区間約９キロメートルのうち、これまで、約５

キロメートルの整備を完了しており、現在、約１キロメートルの区間について、急勾配、急カー

ブを解消するための整備を実施しているところです。

残りの区間につきましては、地滑りの影響が予想されることから、調査を実施しているところ

でございます。

○今津寬史委員 これまで、芦別美瑛線、旭川東神楽道路、旭川幌加内線の現在の整備状況など

について伺ってまいりました。

これらのいずれの路線も、沿線自治体などで整備促進期成会などが設立されており、毎年、道

などへの熱心な要望活動が行われています。このように、地域は道路整備について非常に強く期

待をしており、それぞれの道路の整備は地域の悲願でもあります。

上川地域のこれらの路線の整備について、道は今後どのように取り組んでいくのか、見解を伺

います。

○渡邊靖司委員長 建設部長関俊一君。

○関建設部長 今後の取組についてでありますが、旭川東神楽道路をはじめとします広域的な幹

線道路は、市町村間の交流拡大をはじめ、物流や観光振興を支えるほか、通勤通学や救急搬送を

支援するなど、重要な役割を担っていると認識してございます。

各地域の関係者の方々から整備促進について強く要望を受けているところであり、道として

は、引き続き、地元市町村などと連携し、こうした道路整備に必要な予算の確保について国に強

く働きかけるとともに、地域間交流を支え、暮らしを守る幹線道路の着実な整備に取り組んでま
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いります。

○今津寬史委員 ありがとうございます。

続いて、除雪体制の確保について伺ってまいります。

初めに、除雪作業等に係る労務単価についてでありますが、積雪寒冷地であります北海道で

は、冬期間における安全で安心な道路交通の確保は、道民生活や社会経済活動を支える上で非常

に重要であることは言うまでもありません。

除雪業務を行う事業者においては、担い手不足や高齢化によるオペレーターなどの除雪従事者

の確保や降雪量に左右されない安定的な除雪体制の確保が必要と考えます。そこで、以下、除雪

体制の確保について幾つか伺ってまいります。

物価高騰や人手不足、働き方改革による人件費の上昇が受注事業者にとって大きな負担になっ

ており、除雪体制の確保が困難な状況となっているため、実情に見合った労務単価の反映が必要

と考えますが、道としてどのように対応しているのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 技術管理担当課長齊藤寛朗君。

○齊藤技術管理担当課長 労務単価についてでありますが、道では、毎年、国などとともに、公

共工事に従事した建設労働者の賃金実態について調査を行い、その結果を踏まえ、毎年３月に設

計労務単価を設定しており、必要な法定福利費相当額を反映した平成25年度以降、この労務単価

は、毎年、上昇しているところです。

また、設定された労務単価に基づき、事業者において適切な水準の賃金が支払われるよう、毎

年、建設業関係団体等に要請を行っているところです。

○今津寬史委員 続いて、最低保証費等の取扱いについてであります。

除雪体制を確保するために、降雪量に左右されない安定的な事業費の確保を見通せることが非

常に必要であります。少雪時―雪が少ないときにおける人件費や機械経費など、最低保証費

などの考え方について、道の見解を伺います。

○渡邊靖司委員長 維持担当課長矢野眞嗣君。

○矢野維持担当課長 最低保証費等の考え方についてでありますが、道では、従前から、少雪に

より、除雪トラックなどの主要な除雪機械の稼働日数が一定日数に満たない場合には、オペレー

ター等の人件費相当額の一部を待機補償費として、また、出来高が人件費相当額を下回った場合

には、人件費相当額を最低保証費として支払うこととしておりましたが、令和元年度の記録的な

少雪を受け、２年度からは、算定基準に機械経費相当額も加えて最低保証費を増額したところで

ございます。

○今津寬史委員 最後に、今後の対応についてでありますが、先般開催されました実際に事業に

携わっている皆様との意見交換に参加した際に、最低保証費等のさらなる引上げを希望する意見

が多くありました。

道では、こういった要望に今後どのように対応していく考えなのか、伺います。

○関建設部長 今後の対応についてでありますが、道では、除雪体制の確保のためには事業者の
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経営安定化が重要と認識しており、これまでも、適切な労務単価の設定を行うとともに、事業者

などの意見を踏まえ、最低保証費の見直しを行ってきたところでございます。

道としては、今後とも、事業者などの意見を伺いながら、除雪体制の確保のため、最低保証費

等の在り方について検討するなどして、除雪事業者の経営の安定化に努めてまいります。

○今津寬史委員 終わります。

○渡邊靖司委員長 今津委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

水口典一君。

○水口典一委員 それでは、通告に従い、質問してまいります。

まず、インフラの老朽化対策について伺います。

本年は、1996年に後志管内古平町で発生しました20名の貴い命が奪われた豊浜トンネル崩落事

故から先月で30年となりました。私は、崩落事故の以前、余市町に居住したことがありますが、

夏の行楽シーズンともなりますと、国道229号は、積丹半島の海岸線に沿って道路が取り付けら

れ、大変、風光明媚な場所としてにぎわっており、現在も行楽地として大勢の観光客でにぎわっ

ております。

国は、事故後、安全管理制度を抜本的に見直し、2014年度から、道路管理者に５年ごとの法定

点検を義務づけたと承知をしております。そこで、以下、伺います。

まず初めに、トンネルの点検について、国の全国道路施設点検データベースでは、道内のトン

ネルについて、2020年度から2024年度に点検を実施した493か所のうち、175か所で修繕が必要と

判定され、76か所が未着手とのことで、背景には、資材高騰、建設業界や自治体の人手不足があ

ると報道されております。

この期間に、道が点検を実施したトンネルの箇所は何か所あり、どのように点検を行ってきた

のか、伺います。

○渡邊靖司委員長 道路課長本間広行君。

○本間道路課長 トンネル点検についてでありますが、道が管理するトンネルについては、５年

に一度の定期的な点検診断を行っており、令和２年度から６年度の間で、119か所のトンネルの

点検を実施したところです。

点検方法につきましては、表面の浮き、剝離等の有無について、近接目視で点検することを基

本とし、状況に応じて打音や触診などの方法を併用しているところです。

また、近年は、トンネル壁面のひび割れ箇所等を車載カメラにより撮影、図化するシステムと

いった新技術を活用し、点検を実施しているところでございます。

○水口典一委員 次に、トンネルの修繕について、道が点検を実施したトンネルにおいて、調査

結果に基づき、修繕を行う優先度をどのように判断しているのか、伺います。

また、修繕の対象となった箇所について、どのように修繕を行ってきたのか、伺います。

○本間道路課長 トンネルの修繕などについてでありますが、道では、トンネル長寿命化修繕計

画に基づき、点検、診断により、それぞれのトンネルをひび割れ等の健全性に応じて四つの診断
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区分に分類し、令和２年度から６年度の間で行った点検の結果は、健全が３か所、予防保全段階

が70か所、早期措置段階が46か所、緊急措置段階が該当なしとなっているところです。

緊急措置段階または早期措置段階と診断したトンネルについて優先的に壁面のひび割れ補修や

漏水対策などの修繕を実施しているところであり、令和７年度末までに51か所が着手予定でござ

います。

○水口典一委員 次に、道内市町村のトンネルについて、この期間に道内市町村が点検を実施し

たトンネルの箇所は何か所あり、このうち、修繕が必要な箇所は何か所あるのか、伺います。

また、市町村が行う点検や修繕に対し、道としてどのように指導や助言を行ってきたのか、伺

います。

○渡邊靖司委員長 高速道・市町村道担当課長髙橋崇史君。

○髙橋高速道・市町村道担当課長 道内市町村のトンネル点検状況等についてでありますが、令

和２年度から６年度の間におきまして道内市町村が点検を実施したトンネルは41か所あり、この

うち、優先的に修繕が必要な緊急措置段階または早期措置段階と診断されたトンネルは12か所あ

り、修繕の状況につきましては令和７年度末までに６か所が着手予定となっているところでござ

います。

市町村への支援につきましては、道では、国と連携し、市町村の担当者を対象とした道路メン

テナンス講習会を開催し、点検マニュアルや新技術を活用した事例に関する説明のほか、老朽化

対策に活用可能な補助制度につきまして情報提供するなど、技術的な助言や支援を行ってきたと

ころでございます。

○水口典一委員 道と市町村のトンネルの修繕について伺ってまいりましたが、それぞれに未着

手があります。年次的に計画されていることと推測をいたしますが、早期着手と市町村への支援

などを求めておきます。

次に、下水道管路の全国特別重点調査について伺います。

昨年１月に埼玉県八潮市で発生しました道路陥没を伴う下水道管路の破損事故を受け、国は、

３月に、地方自治体に対し、下水道管路の全国特別重点調査を要請いたしました。

調査対象は、管径２メートル以上、かつ、30年以上経過した管路を対象としており、調査対象

のうち、管路が腐食しやすい箇所など４点のいずれかに該当する箇所は優先的に実施するとして

調査を実施いたしました。

道内では、北海道、札幌市、道内45市町で調査対象は約390キロメートルで、うち、優先実施

箇所は約8.4キロメートルと承知しております。そこで、以下、伺います。

優先実施箇所について、原則１年以内に速やかな対策実施を求められる緊急度Ⅰと、応急措置

を実施した上で５年以内に対策を実施の緊急度Ⅱに分けられます。

緊急度Ⅰと判定された北海道内の有無について、何か所あったのか、伺います。また、講じら

れる対策について伺います。

○渡邊靖司委員長 公園下水道担当課長山下宏治君。
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○山下公園下水道担当課長 道内の状況についてでありますが、優先実施箇所のうち、原則１年

以内に対策工事が必要な緊急度Ⅰに判定された下水道管路の延長は、道管理分につきましては、

石狩川流域下水道の169メートル、市町村分につきましては、札幌市や釧路市など、道内５市の

770メートルとなっているところでございます。

道では、破損等が発生している既設管の内側を補強する管路更生工事を本年４月に着手する予

定としており、市町村では、現在行っている設計業務が完了次第、速やかに対策工事を実施する

予定となっております。

○水口典一委員 次に、調査における市町村支援について、優先実施箇所以外の調査対象は、本

年２月末を目途に調査結果を国に報告することとなっておりますが、市町村が行う調査や対策に

ついて、道としてどのように指導助言を行ってきたのか、伺います。

○山下公園下水道担当課長 市町村への支援についてでありますが、道では、昨年３月に市町村

職員を対象とした下水道管路の全国特別重点調査に関する説明会を開催し、調査に当たっての点

検方法の留意点などを伝えたほか、管路内の調査の実施に当たり、酸欠対策といった作業者の基

本的な安全確保対策の周知などを行ってきたところでございます。

そのほか、技術力の向上を目指した会議や研修会を開催し、補修工法に関する新技術や国の補

助制度を紹介するなど、市町村に対する技術的な助言を行ってきたところでございます。

○水口典一委員 次に、今後の取組について、トンネル、下水道管路とインフラの老朽化につい

て伺ってまいりましたが、道民の生命と安全を守るため、経年劣化により、さらに事故のリスク

が高まる状況で、今後、インフラの老朽化対策として、どのように取り組んでいくのか、所見を

伺います。

○渡邊靖司委員長 建設部長関俊一君。

○関建設部長 今後の取組についてでありますが、トンネルや橋梁などの道路施設や下水道とい

ったインフラは、道民の暮らしや経済活動を支える重要な社会基盤であり、点検や維持管理、補

修等を計画的に実施し、施設を健全な状態に保つことは大変重要であると認識してございます。

このため、道では、北海道インフラ長寿命化計画などに基づき、老朽化対策を着実に進めると

ともに、市町村への技術的な助言などを行うほか、今後とも、対策に必要な予算の確保について

市町村や関係団体等とともに国に要望するなどして、道民の安全、安心な暮らしが守られるよう

取り組んでまいります。

○水口典一委員 道民の生命と安全を守るために、今後とも、北海道インフラ長寿命化計画に基

づき、老朽化対策を着実に進めていただくことをお願いいたします。

それでは次に、住宅着工について伺います。

まず初めに、住宅着工減少の要因について、国土交通省がまとめた住宅着工統計によります

と、2025年の道内住宅着工数は、前年比16.2％減の２万3758戸であり、４年連続の減少で、２万

5000戸を割り込むのは63年ぶりと報道されております。

住宅着工が大幅に減少した要因を道はどのように認識しているのか、所見を伺います。
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○渡邊靖司委員長 建築指導課長影山友規君。

○影山建築指導課長 住宅着工減少の要因についてでありますが、国土交通省がまとめた住宅着

工統計によると、道内の住宅着工数は、平成28年に３万6953戸、令和元年に３万2624戸、４年に

２万9804戸、７年に２万3758戸となっており、近年、減少傾向にあるところです。

また、住宅着工減少の要因につきましては、住宅団体などへのヒアリング結果から、少子・高

齢化の進行など、人口動態の構造的変化のほか、建築資機材や労務費の高騰などによる建設費の

上昇が大きな要因と考えているところです。

○水口典一委員 次に、改正建築基準法等について、要因の一つとして、昨年４月の改正建築基

準法や改正建築物省エネ法の施行で建築確認審査が厳格化された影響があるのではないかと言わ

れておりますが、所見を伺います。

○影山建築指導課長 改正建築基準法等の影響についてでありますが、昨年４月の建築基準法等

の改正では、脱炭素社会の実現に向けた取組の一環として、２階建て木造戸建て住宅等の建築確

認の審査が厳格化されたほか、新築される原則全ての建築物について、省エネ基準の適合が義務

づけられたところです。

令和７年の住宅着工を月別で見ますと、改正法の施行を控え、３月は駆け込み需要により増

加、４月以降はその反動で減少するも、６月以降は回復傾向にあるところです。

道では、住宅着工戸数の減少の要因は、人口動態の構造的変化や建設費の上昇などであると考

えており、法改正において建築確認審査期間は長期化したものの、住宅着工への影響は限定的で

あると考えているところです。

○水口典一委員 次に、今後の対応について、住宅着工の需要が冷え込み、地域工務店は大変厳

しい経営状況が想定されますが、今後どのように対策を講じていく考えなのか、所見を伺いま

す。

○渡邊靖司委員長 建設部建築企画監大野雄一君。

○大野建設部建築企画監 今後の対応についてでありますが、道では、人口減少や少子・高齢化

がさらに進行し、住宅着工戸数の減少が見込まれる中、既存住宅ストックの有効活用や地域の住

宅生産体制の維持は大変重要と認識しております。

このため、地域工務店の事業者団体や道総研建築研究本部などと連携し、省エネ性能の高い住

宅の新築や既存住宅のリフォームに係る技術力の向上に向けた講習会を開催するとともに、道独

自の断熱、気密に係る専門技術者の資格制度の推進などに取り組んできたほか、北方型住宅ＺＥ

ＲＯの新築や省エネ改修などに対して市町村と連携して補助を行う「住まいのゼロカーボン化推

進事業」の推進に取り組んでいるところでございます。

道では、こうした取組を継続し、地域工務店の競争力強化によります持続可能な地域の住宅生

産体制の構築に努めてまいります。

○水口典一委員 資材価格高騰などから、新築物件の着工件数が今後とも減少傾向になることが

想定されるため、ただいま答弁にもございました既存住宅ストックの有効活用や市町村との連携
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による補助制度の活用など、地域工務店の経営安定に努めていただくようお願いいたします。

それでは次に、空き家対策について伺います。

昨年11月に大分県で発生した大規模火災で４割が空き家とされ、甚大な被害を招きかねないリ

スクが浮き彫りとなりました。空き家対策は、防災、景観保全、地域住民の安全など、市町村に

おいても重要な課題として、年々、深刻化しており、大きな負担となっております。そこで、以

下、伺います。

まず初めに、市町村支援について、2023年の住宅・土地統計調査によりますと、空き家は45万

2000戸と、５年前より７万2000戸増加しており、全国を上回るスピードで人口減少が進んでいき

ますと、さらに増加することが想定されます。

令和６年に改定されました「北海道空き家等対策に関する取組方針」では、道の役割として市

町村への支援がございますが、これまでどのように支援を行ってきたのか、伺います。

また、市町村から、人手不足により空き家対策の対応が難しく、道に協力を求めた事例につい

ても伺います。

○影山建築指導課長 市町村への支援についてでありますが、道では、空き家の活用や管理など

に関する所有者からの相談に対して市町村が円滑に対応できるよう、「空き家等対策の手引き」

を作成するなど、支援を行ってきたところです。

また、道、市町村、関係団体などで構成する北海道空き家等対策連絡会議を定期的に開催し、

空き家対策に関する情報提供や意見交換を行っているほか、専門人材が不足している市町村を補

完する役割を担う空家等管理活用支援法人の指定に向け、今年度から、道と不動産や法務などの

関係団体との連携による空家等管理活用支援法人プラットフォームを設置し、市町村の伴走支援

や相談窓口の開設といった取組を強化してきたところです。

市町村からは、支援法人の指定や国の補助制度に関する相談が多く寄せられており、道では、

伴走支援や勉強会の開催、市町村への個別訪問などにより対応しております。

○水口典一委員 次に、行政代執行に関して、市町村が行った行政代執行の実施件数の推移につ

いて伺います。

また、行政代執行の費用について相談を受けた事例を伺います。

○影山建築指導課長 行政代執行の実績などについてでありますが、空家特別措置法では、所有

者等に対し除却などの命令を行い、命令に従わない場合には行政代執行を行うことができるとさ

れており、所有者が不明な場合には、事前の公告の手続を経ることにより、略式代執行ができる

とされているほか、災害などの非常かつ緊急な場合は、勧告や命令といった手続を省略した緊急

代執行ができるとされているところです。

道内における行政代執行、略式代執行、緊急代執行の年度別の実績は、令和４年度は、それぞ

れ、８件、12件、０件の計20件、５年度は、２件、11件、１件の計14件、６年度は、５件、10

件、４件の計19件となっております。

市町村からの相談事例については、代執行の費用回収に関することや解体費用の算出方法など
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の相談を受けているところです。

○水口典一委員 今後とも、行政代執行を含め、市町村への支援を引き続きよろしくお願いいた

します。

次に、居住目的のない空き家について、取組方針では、道の役割として、空き家等の活用の促

進について、移住・定住対策等での活用が考えられますが、一方で、居住目的のない空き家が16

万3000戸との調査結果があり、居住目的のない空き家に対し、道としてどのような認識か、所見

を伺います。

○影山建築指導課長 居住目的のない空き家についてでありますが、道内では、人口減少や少

子・高齢化に伴い、高齢者のみが居住する、いわゆる空き家予備軍が増加していることなどか

ら、居住目的のない空き家のさらなる増加が懸念される中、周囲に著しい悪影響を及ぼす特定空

家の除却といった適正な管理はもとより、良質なストックについては市場に流通させ、活用を図

ることが重要と考えているところです。

○水口典一委員 次に、国への要望について、人口減少とともに増加が見込まれる居住目的のな

い空き家の取扱いは、除却及び活用方法並びに費用負担について国の支援を求めるべきと考えま

すが、見解を伺います。

○渡邊靖司委員長 住宅局長芥川昌久君。

○芥川住宅局長 国への要望についてでありますが、道では、空き家対策のさらなる促進に向け

て、道と市町村、住宅政策に関係する団体等で構成する「ほっかいどう安心住まいづくりネット

ワーク」とともに、国に対し、特定空家等の除却の円滑化を図るための制度改正や代執行に係る

費用回収を促進する制度の創設、実情を踏まえた補助額の設定など、財政支援の拡充について要

望してきており、引き続き、市町村や関係団体等と連携し、制度改正や財政支援の拡充について

国に要望してまいります。

○水口典一委員 最後に、今後の取組についてです。

今後も増加が見込まれる空き家の対策について、国の支援の拡充も含め、抜本的な対策の見直

しが必要と考えますが、所見を伺います。

○大野建設部建築企画監 今後の取組についてでありますが、人口減少や過疎化の進行により、

空き家の増加が懸念される中、道では、防災や景観保全、地域の活性化はもとより、住宅ストッ

クの循環利用の観点からも空き家対策は大変重要と考えており、これまで、空き家等対策に関す

る取組方針に基づき、空き家情報バンクの運営、市町村に対する人材育成や技術的支援、道民の

皆様への周知啓発に取り組んできたところでございます。

道といたしましては、今後とも、地域の実情を的確に把握し、国に対しまして必要な制度改正

や財政支援の拡充を要望するとともに、プラットフォームを活用し、支援法人の指定を促進させ

るなど、空き家の有効活用や管理の適正化を図り、道民の皆様が安心して暮らし続けることがで

きる住環境の形成に努めてまいります。

○水口典一委員 ただいま、住宅ストックの循環利用の観点からも大変重要と考えているとの御
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答弁をいただきましたが、住宅着工同様、空き家も含めた既存の住宅ストックを有効活用するこ

とにより、地域工務店への支援につながるようお願いを申し上げ、質問を終わります。

○渡邊靖司委員長 水口委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

桐木茂雄君。

○桐木茂雄委員 それでは、私からは、道立公園について質問させていただきたいと思っており

ます。

建設部の皆さんはもう御存じのとおりだと思いますが、令和５年第２回定例会予算特別委員会

の知事総括において、知事から、白糠町泊別地区を12番目の道立公園の候補地として決定してい

ただきました。そこから具体的なスタートがなされたと私は思っていて、大事な歴史的な一日だ

ったというふうに思っております。

道立公園というのは、やはり、観光振興や災害時の広域的な防災の拠点であり、重要な役割を

その地区で担うものだと思っております。令和８年度の事業着手を目指して、様々な手続を進め

てきたというふうに承知しておりますけれども、一日も早く、この道立公園の整備について、地

元からの声も受けながら、進めていただきたいと思います。

広域公園については、ただ広い緑地をつくるというだけではなくて、多様な世代が利用でき、

地域の活性化など、住民の願いも含めた中で、非常に大きな役割があると思っております。そし

て、その中で、この事業化に向けて、整備に当たって民間活力を取り入れるというふうに当初か

ら言っておりましたが、今年度はどのような取組を進めてきたのか、まずお伺いいたします。

○渡邊靖司委員長 公園下水道担当課長山下宏治君。

○山下公園下水道担当課長 令和７年度の取組についてでありますが、道では、令和８年度の事

業着手に向け、国に予算要望を行うとともに、本年２月には、白糠町の都市計画で公園の区域を

決定したほか、民間活力の導入に向け、事業者から、公園の整備・運営に関する意見、提案の収

集や、参画しやすい条件等を確認するため、９月からサウンディング調査を実施しているところ

でございます。

また、令和６年度に引き続き、昨年７月にはワークショップを開催し、地域住民や、観光、教

育、福祉に関係する皆様方から、公園に必要な施設などについて意見や要望を伺ったところでご

ざいます。

○桐木茂雄委員 道立公園については、民間活力の導入の可能性を調査するという大前提の中

で、ノウハウですとか、民間活力を取り入れなければならないというふうに当初から言われてい

ます。それは大事なことだと私は思っておりますし、一つ一つが、今答弁にあったように、大事

な声だというふうに思っております。

その中で、ワークショップに参加した地元住民や関係団体からはどのような意見が寄せられて

いるのか、また、どのように事業計画や整備方針に反映しようとしているのか、お伺いいたしま

す。

○山下公園下水道担当課長 地域の意見などについてでありますが、ワークショップでは、子ど
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もから高齢者、障がいのある方、外国人旅行者など、誰もが楽しめる施設を求める意見や、タン

チョウや地域文化といった釧路らしさを表現すべき、自然体験やスポーツ体験が必要といった意

見のほか、防災・避難所機能を備えるべきなどの要望があったところでございます。

道といたしましては、こうした意見や要望について、新年度から行う民間事業者の公募手続の

要件などに反映していく考えでございます。

○桐木茂雄委員 道立広域公園は、大分前に中標津にできてから、時間もたっておりますし、時

代の流れによって必要とされるものも変わってきていると思います。その中で、今答弁があった

ように、いろんな声を拾っていくということがこれから大事なことだというふうに思っておりま

す。

自然体験はその最たる例であると思いますし、環境、そして、文化や子育てを通じて、いろん

な意見があったと聞いておりますし、今答弁があったと思います。

これからも意見収集に努めると思っておりますけれども、いろんな目、例えば、親の目ですと

か育てる人の目、防災の目なども含めて、多くの意見を取り入れるという姿勢でこれから事業着

手に当たっていただきたいというふうに思っております。

今年度、地域の意見を聞いて、事業化に向けた様々な取組が行われていることを確認させてい

ただきました。地元の皆さんは道立広域公園に大きな期待を寄せております。

整備に向けた今後のスケジュール、どのように道立広域公園を整備していくのか、お伺いをい

たします。

○渡邊靖司委員長 まちづくり局長中尾英樹君。

○中尾まちづくり局長 今後の予定についてでありますが、道立広域公園は、道民の広域的なレ

クリエーション需要に応えるとともに、子育て世代をはじめ、公園利用者の方々が安心して楽し

んでいただける環境づくりが重要です。

道では、令和８年度に、設計、建設、管理運営を一括して実施する事業者を選定するための公

募手続を進めるほか、用地測量や地質調査などを行うとともに、公園用地の取得を予定してお

り、引き続き、地域の特色を生かした道立広域公園の整備に向けて取り組んでまいります。

○桐木茂雄委員 ありがとうございます。

この公園は、東北海道を代表する大事な広域公園だというふうに考えております。

地域に融合した、地域の価値を考えた公園であり、また、コストを考え民間活用を取り入れた

新しい公園である、そんなことを含めて課題が非常に多いとは思うのですけれども、しっかりと

スケジュールを立てて整備計画を組んでいただきたいというふうに思っております。

今年は、用地の取得であるとか測量をすることになろうかと思いますけれども、しっかりと地

元に対して説明し、丁寧な形で進めていただきたいと思っております。何よりも地元との連携を

しっかりと取っていただきたい、地元とのコミュニケーションをしっかりと取っていただきたい

と思います。今までも担当の方々は本当によくやってくれていたと思うのですけれども、これか

ら大事な時期に入っていきますので、地元とのコミュニケーションをしっかりと取っていただく
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よう強くお願い申し上げ、質問を終わらせていただきます。

ありがとうございました。

○渡邊靖司委員長 桐木委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

議事進行の都合により、暫時休憩いたします。

午後２時57分休憩

午後３時14分開議

○宮崎アカネ副委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

建設部所管に関わる質疑並びに質問の続行であります。

海野真樹君。

○海野真樹委員 以下、建設部所管事項について伺ってまいります。

初めに、道路啓開計画について伺います。

昨日、３月11日、東日本大震災の発生から15年がたちました。地震のとき、私の地元・函館で

も、津波が押し寄せ、函館駅前や朝市が浸水し、住宅などに大きな被害が発生したことを記憶し

ております。

地震大国と言われる日本では、その後も、熊本地震や北海道胆振東部地震、２年前の令和６年

１月には能登半島地震が発生しており、また、日本海溝・千島海溝巨大地震の発生も懸念されて

おり、地震に対する事前の備えは大変重要と考えます。

こうした中、国は、令和６年１月に発生した能登半島地震の教訓を踏まえ、令和７年に道路法

を改正し、大規模な災害が発生した場合における緊急車両の通行を確保することを目的として、

北海道を含め、全国10圏域で道路法に基づく道路啓開計画を策定するものと承知しております。

そこで、以下、伺ってまいります。

能登半島地震を踏まえ、このたび道路啓開計画が法定化されましたが、法定化される前にも計

画を策定していたと承知しております。これまでの経緯のほか、今回、法定化された計画になる

ことで、どのような取組が新たに追加されたのか、伺います。

○宮崎アカネ副委員長 維持管理防災課長梅津聡君。

○梅津維持管理防災課長 道路啓開計画についてでありますが、本道においては、これまで、国

の防災基本計画に基づき、令和２年に太平洋沿岸地域を対象に北海道道路啓開計画を策定したと

ころであり、令和４年には、日本海とオホーツク海沿岸を対象に加えたところでございます。

その後、令和６年に発生した能登半島地震を踏まえ、令和７年に道路法が改正され、道路管理

者が共同して計画を策定することや、国等が本来の道路管理者の承認を経ずに災害時の道路啓開

を行うことができるようになったほか、年１回以上の実践的な訓練の実施などが新たに位置づけ

られたところでございます。

そのため、現在、国、道等の道路管理者や関係機関等が連携して、地震、津波を対象とした道

路啓開計画の検討を進めているところでございます。
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○海野真樹委員 計画の策定に当たり、国を中心とした法定協議会等に市町村とともに参画し、

策定を進めていると承知しております。

道路管理者以外にどのような機関が構成員となっているのか、また、全道の市町村はどのよう

な形で参画しているのか、伺います。

○梅津維持管理防災課長 協議会の構成員などについてでありますが、協議会は、国や道、札幌

市、東日本高速道路株式会社の道路管理者のほか、関係機関として、電気や通信、ガスなどのラ

イフライン関係の事業者や、災害時に応急活動などを行う建設関連団体などが構成員となってい

るところでございます。

また、地域の状況などを計画に反映するため、全道10地域で市町村や警察、消防などが参画す

るワーキンググループを設置しているところでございます。

○海野真樹委員 今回の計画において、応援部隊の基地となる啓開拠点や優先的に道路啓開を実

施する緊急啓開ルートはどのように設定をしているのか、伺います。

○梅津維持管理防災課長 緊急啓開ルート等の設定についてでありますが、啓開拠点は、道内外

からの広域応援部隊の一次参集、ベースキャンプとなる広域進出拠点として空港や港湾などを設

定するほか、市町村ごとの道路啓開活動の中心となる活動拠点として市町村役場や道の駅などを

設定しているところでございます。

また、広域進出拠点と各市町村の活動拠点を結ぶ道路を、特性に応じて、広域移動ルート、ア

クセスルート、被災地内ルートの三つに分類し、緊急啓開ルートとして設定しているところでご

ざいます。

さらに、啓開が困難な地域については、陸路からだけではなく、あらかじめ海路や空路からの

アクセスポイントを設定しているところでございます。

○海野真樹委員 今回の計画は地震・津波災害が対象と聞いておりますが、昨年は、北海道で初

めて線状降水帯が発生し、大雨による被害が発生したほか、１月下旬には、札幌圏で記録的な大

雪により、道民や観光客に大きな影響を及ぼしました。また、雌阿寒岳では、火山活動の活発な

状況が継続しているなど、地震以外にも様々な災害が想定されているところです。

風水害や雪害、火山災害など、そのほかの自然災害を対象とした計画を、今後、策定する予定

はあるのか、伺います。

○宮崎アカネ副委員長 施設保全防災担当局長米谷功君。

○米谷施設保全防災担当局長 対象となる自然災害についてでありますが、現在策定中の計画

は、地震、津波を対象としておりますが、国では、河川氾濫や土砂災害などの風水害、大雪や雪

崩などの雪害、火砕流や降灰などの火山災害の三つの自然災害を対象としたガイドラインを別途

作成することとしており、道といたしましては、こうした国の動向を踏まえ、関係機関などと連

携して対応してまいります。

○海野真樹委員 ただいま答弁をいただきましたが、そのほかの自然災害を対象とした計画につ

いては、国が検討を進めるガイドラインの動向を踏まえて対応するとのことであります。
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風水害や雪害、火山災害などの自然災害が、地震や津波と同時もしくは後発で発生した場合の

リスクなどについても検討しているのか、伺います。

○米谷施設保全防災担当局長 複合災害への対応についてでありますが、地震、津波の発生に加

え、その他の自然災害が同時もしくは後発で発生する場合、被害の激化や広域化、長期化が懸念

されますことから、早急な対応が必要と考えているところであります。

このため、協議会において、こうした複合災害による被災リスク、想定され得るシナリオや課

題について整理し、あらかじめ関係者間で認識を共有するため、検討を進めているところであり

ます。

○海野真樹委員 ぜひ、早急に対応をお願いいたします。

次に、今後の取組についてです。

大規模な災害の発生に備え、早急に道路啓開計画を策定しておくべきと考えます。

今後、道としてどのように取り組んでいくのか、所見を伺います。

○宮崎アカネ副委員長 建設部長関俊一君。

○関建設部長 今後の取組についてでありますが、日本海溝・千島海溝沿いにおける巨大地震が

懸念される中、地震や津波の発生直後に緊急車両の通行を確保する道路啓開は、人命救助やライ

フラインの早期復旧等の観点から重要と認識してございます。

道といたしましては、国や市町村等と連携し、まずは、地震・津波災害を対象とした計画の早

期策定に取り組みますとともに、策定後には、年１回以上の実践的な訓練の実施により、実効性

の向上を図るなどして、道民の安全、安心な暮らしの確保に努めてまいります。

○海野真樹委員 まずは、地震・津波災害を対象とした計画の早期策定に取り組むとのことです

が、近年、自然災害が多発していることもありますので、道としても早急に取り組み、道民の皆

様の安全につなげていただきたいとお願いし、次の質問に移ります。

河川の維持管理についてです。

近年、気候変動の影響などにより、大雨災害が全国各地で頻発しており、本道においても、昨

年９月に、道東で、道内で初めての線状降水帯の発生により、集中的な豪雨による被害が発生す

るなど、道内各地で浸水被害が発生したところです。

河川内に樹木が繁茂し、土砂が堆積したところに大雨が降った場合には、氾濫が起きそうで不

安だという声を聞いております。また、河川が熊の移動経路となる場合もあることから、樹木伐

採等により出没防止の効果も期待できると考えます。

豪雨による被害を軽減させるためには、河道内樹木の伐採等の必要な予算を確保した上で、計

画的に行うなど、河川の維持管理を適切に行うことが重要です。そこで、以下、伺ってまいりま

す。

まず、樹木伐採などの進め方についてです。

私の地元の函館を流れる松倉川については、現在、樹木伐採の工事を実施していただいている

と承知しております。今後とも、災害の未然防止などのためにも計画を着実に推進していただき
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たいと考えておりますが、道では、これまで、河川の樹木伐採や堆積土砂の除去をどのように進

めてきたのか、伺います。

○宮崎アカネ副委員長 維持担当課長矢野眞嗣君。

○矢野維持担当課長 樹木の伐採などの進め方についてでありますが、道では、平成28年の台風

等による被害を契機として、「河道内樹木伐採などの河川維持管理のあり方」を平成29年３月に

策定し、樹木の繁茂等が著しい約3500キロメートルを優先区間とし、平成29年度から令和６年度

の間に樹木伐採や堆積土砂の除去を進めてきたところです。

また、令和７年度からは、優先区間を松倉川を含む約5250キロメートルに拡大し、国の緊急浚

渫推進事業を活用して、おおむね10年をめどに対策が完了するよう、計画的に進めているところ

でございます。

○海野真樹委員 大雨の後には河道内に流木が堆積し、河川断面が阻害され、洪水被害の発生や

海へ流木が流れ出ることによる漁業被害が懸念をされております。

こうした被害を防止するためには、適切に流木除去を行う必要があると考えますが、道ではこ

れまでどのような対応を行ってきたのか、伺います。

○矢野維持担当課長 流木対策についてでありますが、道では、維持管理に対する道の基本的な

考え方を示した「公共土木施設の維持管理基本方針」に基づき、河川阻害による洪水被害の発生

や海岸等への流出による漁業被害の発生のおそれのある場合に、河道内に堆積した流木の除去を

しているところであり、災害時に発生した流木については速やかに除去するよう努めているとこ

ろでございます。

○海野真樹委員 近年の豪雨災害を踏まえると、河川の樹木伐採や堆積土砂の除去などの維持管

理を計画的に行うことが重要と考えます。

道として、今後どのように進めていく考えなのか、伺います。

○関建設部長 今後の対応についてでありますが、近年頻発している豪雨による浸水被害を軽減

させるためには、河川の整備はもとより、計画的な河川内の樹木伐採や速やかな流木除去などに

より、河川の流下能力を確保することが重要と認識してございます。

道といたしましては、引き続き、緊急浚渫推進事業を活用するなど、必要な予算の確保に努め

ますとともに、計画的に樹木伐採や堆積土砂の除去を実施するなど、適切な河川の維持管理に努

め、道民の皆様の安全で安心な暮らしが守られるよう取り組んでまいります。

○海野真樹委員 私の地元である函館の松倉川では、現在、樹木伐採の工事を行っていただいて

おり、大変感謝をしているところであります。しかしながら、近年の豪雨災害を踏まえると、ま

だまだ、河川内の樹木伐採、堆積土砂の除去が必要なところが多いため、今後とも必要な予算の

確保と河川の維持管理をお願いし、次の質問に移ります。

道営住宅の跡地の管理についてです。

道内各地では、雪解けが進み、もうすぐ春を迎え、草木が芽吹く季節となりますが、空き地で

は、草が繁茂すると、虫の発生が懸念されるほか、犯罪の発生や、最近では、熊などの野生動物
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が侵入するなど、市街地の安全対策の観点からも適切な管理が求められていると考えておりま

す。

私の地元にある道営住宅の跡地でも、夏になると、草木が繁茂し、住民から懸念の声を聞くこ

とがあります。そこで、道営住宅の跡地の草刈りなどの管理について、以下、伺ってまいりま

す。

まず、跡地の面積などについてです。

道営住宅の跡地として管理している土地の箇所数と面積について伺います。

○宮崎アカネ副委員長 住宅課長菅原誠君。

○菅原住宅課長 道営住宅跡地の面積などについてでございますが、現在、跡地として管理して

いる土地は、用途廃止した七飯町の梅の木台団地や建て替えを進めている江別市の大麻宮町団地

など、14市町に23か所あり、面積の合計は約７万1000平米となってございます。

○海野真樹委員 道営住宅の跡地では、草や木が繁茂しているところが見受けられますが、どの

ような管理を行っているのか、伺います。

○菅原住宅課長 跡地の管理についてでございますが、跡地については、振興局において、侵入

防止柵や連絡先を記した看板を設置するなど維持管理を行っておりまして、草刈りにつきまして

は、草木の繁茂の程度や周辺の環境への影響といった跡地の状況を踏まえ、予算の範囲内で跡地

全体や外周部のみの草刈りを行っているところでございます。

○海野真樹委員 予算の範囲内で跡地全体や外周部のみの草刈りを行っているとのことですが、

跡地内部の草刈りはあまり行われていないのではないかと思っております。

広い跡地内では、中に人や動物が入っても草や木が生い茂って見えにくい場所もありました。

防犯上も非常に問題があると思っております。ぜひ、適切な管理をお願いしたいと思います。

最後に、今後の対応についてです。

建て替え用地として活用する予定がない跡地については、売却するなど、活用を図るべきと考

えますが、今後、道営住宅の跡地の管理にどのように対応していくのか、伺います。

○宮崎アカネ副委員長 建設部建築企画監大野雄一君。

○大野建設部建築企画監 今後の対応についてでありますが、建て替えの予定がない跡地につき

ましては、庁内や国、市町村の活用意向を確認し、意向のないものは民間事業者等に売却するこ

ととしており、大規模な跡地につきましては、今年度から、新たにサウンディング型市場調査を

実施するなど、売却処分に向けた取組を進めているところでございます。

また、処分までの間については、地域の実情を踏まえまして、草刈りなど、周辺の環境や安全

衛生に配慮した適切な管理に努めてまいります。

○海野真樹委員 ぜひともよろしくお願いいたします。

以上で終わります。

○宮崎アカネ副委員長 海野委員の質疑並びに質問は終了しました。

中川浩利君。
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○中川浩利委員 それでは、通告に従いまして、公営住宅について伺います。

まず、公営住宅の社会的役割及び道営住宅と市町村営住宅の整備の考え方、どのような連携、

あるいは、すみ分けで整備をされてきたのかについて伺います。

○宮崎アカネ副委員長 住宅課長菅原誠君。

○菅原住宅課長 公営住宅の役割についてでございますが、公営住宅は、国及び地方公共団体が

協力して、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者

の方々に対して低廉な家賃で賃貸するものでございます。

また、公営住宅の供給は、住民生活に密接に関わるものでありますことから、地域に最も身近

な自治体である市町村が地域の住宅事情等にきめ細かく対応しながら主体的に進め、道は、市町

村と連携し、市町村の補完的な役割として的確な供給を図るとともに、子育て支援やゼロカーボ

ンなどの取組において、市町村のモデルとなる道営住宅を整備することとしております。

○中川浩利委員 道は、補完的な役割であるのだけれども、市町村のモデルとなるような取組を

進めていくということであります。

それで、令和３年度から令和12年度までを計画期間とする北海道住生活基本計画では、前期５

か年の終了を見据えて、今、審議会等で見直しの議論が進められているというふうに承知をして

おりますが、特に、公営住宅に関して、現状分析あるいは整理された課題などについての所見を

お伺いいたします。

○菅原住宅課長 公営住宅の現状や課題についてでございますが、道では、北海道住生活基本計

画の見直しに向けまして、昨年11月より、住宅対策審議会において、本道の住生活に関する現状

や課題を御議論いただいているところでございます。

公営住宅の現状や課題といたしましては、道営住宅と市町村営住宅を合わせた令和５年度末の

管理戸数約15万4000戸のうち、建設後30年以上を経過するものが約65％となっており、老朽化へ

の対策が課題として挙げられたほか、65歳以上の高齢の入居者が約６割を占めるなど、高齢者の

安全、安心の確保なども課題となっているところでございます。

また、市町村におきましては、公営住宅における空き住戸の増加や管理戸数の適正化、単身用

の小規模住戸の不足などが課題となっているところでございます。

○中川浩利委員 議論の状況については分かりました。

それで、この基本計画によりますと、公営住宅の供給の目標量というものが８万1000戸と設定

をされておりますが、そう設定した根拠、考え方について伺います。

また、それらは既存公営住宅の空き家募集戸数、建設等による新規募集戸数、既存公営住宅の

建て替え等による再入居戸数として7000戸などとされておりますが、そのうち、道営分はどのよ

うになっているのか、また、目標に対して現時点でどのような状況にあるのか、お伺いいたしま

す。

○菅原住宅課長 公営住宅の供給の目標量についてでございますが、目標の設定に当たりまして

は、国の計画の考え方に基づき、まず、公営住宅を除く借家に居住する世帯のうち、家賃負担等
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の住宅事情を分析し、計画期間の10年間において、居住の安定を図るべき世帯数を10万4000戸と

推計いたしております。

次に、これらの世帯に住宅を供給するため、ＵＲ賃貸住宅やサービスつき高齢者向け住宅な

ど、公営住宅以外の住宅の活用戸数２万3000戸を勘案いたしまして、道営住宅と市町村営住宅を

合わせた公営住宅全体の供給の目標量を８万1000戸としてございます。

目標量に対する進捗は、計画期間の始期から４割を経過した令和６年度末時点で41.4％となっ

ておりまして、おおむね順調に進捗しているところでございます。

○中川浩利委員 計画の４割を過ぎて41％という非常に分かりやすい順調な進捗なのかなという

ふうに思います。

次に、道営住宅管理戸数の推移と空き家戸数についてお伺いをいたします。

道営住宅管理戸数は、10年前の平成27年度で２万2420戸であり、これは、建て替えとか改善工

事等のため募集停止をしている、いわゆる政策空き家といったものを除いた戸数でありますが、

空き家戸数は733戸で、この数値をそのまま当てはめることは、先ほど言った政策空き家もあり

ますので、正確ではありませんが、単純計算でいきますと、空き家の割合は約3.26％です。

５年前の令和２年度を見ますと、管理戸数が２万1898戸に対して、空き家は1438戸ということ

で、先ほどの率に換算しますと約6.56％となりまして、約２倍です。

直近のデータとして令和６年度のものがありますけれども、管理戸数が２万1866戸に対して、

空き家戸数が2026戸で、率に換算しますと約9.26％ということです。

10年前、５年前と見ますと、10年前の約３倍弱と、年々増加しているように見受けられますけ

れども、道の認識及びその理由と考えられること、また、これまでどのような対応をされてきた

のか、併せてお伺いをいたします。

○宮崎アカネ副委員長 住宅管理担当課長大場一郎君。

○大場住宅管理担当課長 道営住宅の空き住戸の増加についてでありますが、道といたしまして

は、空き住戸の増加は、人口減少に伴い応募者が減少していることや、世帯規模の縮小に伴う入

居希望者と入居要件のミスマッチなどが主な要因と考えているところです。

道では、応募者の増加に向けまして、市町と連携し、入居希望者への周知を図るとともに、申

込み機会を拡大するため、定期公募でお申込みのない住戸は、いつでも申込みが可能となる随時

公募を実施しているほか、御夫婦や子どもなどが同居する世帯向けの住宅では、入居申込みのな

い住戸について、単身者でも申込みができるよう、要件緩和を行ったところです。

それでもなお、お申込みのない住戸につきましては、目的外使用による柔軟な活用を図ってい

るところでございます。

○中川浩利委員 道営住宅の空き家戸数を減少させていく、あるいは、子育て世帯、高齢者世

帯、障がいのある方、先ほど来質問にも上がっていましたが、そういう様々な居住希望者のニー

ズに応えていくために、北海道住生活基本計画における成果指標といったものについては、現実

に即しつつも、より高い目標値を掲げていく必要があるというふうに考えております。
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指標には、例えば、ユニバーサルデザインの視点に立った公営住宅の整備戸数が公営住宅管理

戸数に占める割合、これは、令和２年度に8.9％だったものを令和12年度には14％にする、ま

た、子育て支援に配慮した公営住宅等を供給している市町村数の割合、これは、令和２年度に

37.9％だったものを令和12年度には54％にする、そういった目標が設定されていますけれども、

なかなかこの目標の妥当性というものが、私は素人なものですから、正直、判断できないわけで

あります。

そもそも、これは新規公営住宅で実現しようとしているものなのか、既存の公営住宅の改築、

改修で割合を高めようとするものなのか、その考え方を伺うとともに、目標値を高めていく考え

がないのか、併せて伺います。

○菅原住宅課長 成果指標についてでございますが、北海道住生活基本計画に定める成果指標の

うち、公営住宅に関する成果指標につきましては、例えば、ユニバーサルデザインの視点に立っ

た公営住宅の整備戸数が公営住宅管理戸数に占める割合のように、建て替えや新規の建設により

達成しようとするもののほか、子育て支援に配慮した公営住宅等を供給している市町村数の割合

のように、既存の公営住宅を含めて、子育て支援の取組を導入し、達成しようとするものがあり

まして、指標により取組の考え方は異なってございます。

来年度に予定をしております本計画の見直しに向けましては、重点的な取組に関する成果指標

について高い目標値を掲げるなど、検討してまいります。

○中川浩利委員 ぜひ、前向きな検討をお願いしたいというふうに言っておきます。

次に、道営住宅の空き家戸数の柔軟な活用、いわゆる目的外使用について伺います。

令和６年11月、道は、「地域課題に対応した道営住宅ストックの柔軟な活用に関する提案募集

要項」というものを示し、また、一昨年11月から昨年１月にかけて、提案の募集と外国人技能実

習生等のための住宅としての目的外使用を新たに開始したものと承知しています。

そこで、制度の概要や目的、対象となる用途、応募対象者などについて伺うとともに、制度を

実施してからの実績について伺います。

○大場住宅管理担当課長 道営住宅の目的外使用についてでありますが、道では、地域の実情に

応じた柔軟なストックの活用を図ることを目的に、住宅に困窮する本来入居対象者の入居を阻害

しない範囲で住宅を使用させることができる、いわゆる目的外使用の取組を進めているところで

す。

対象となる用途については、産業成長、人材確保支援に資する産業従事者の宿舎や地域の活性

化に資する移住・定住促進のための住宅などを想定しており、応募対象者は、地方公共団体や民

間事業者などの団体とし、これまで、室蘭市のほか、３市１町の６団地12戸におきまして外国人

技能実習生の宿舎として活用されているところでございます。

○中川浩利委員 昨年11月の日本経済新聞の記事によりますと、公営住宅の目的外使用の進展に

よって、15の府県で空き家率が改善をし、改善幅のトップとなった宮崎県では５年間で空き家率

が４ポイントも改善して1.6になったと、すなわち、5.6から1.6まで減ったということでありま
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す。

道外における取組の好事例等について、道は、どのように把握し、認識しているのかについて

所見を伺います。

○大場住宅管理担当課長 取組事例についてでありますが、道では、国土交通省が主催する全国

会議やホームページなどにより、他の自治体における公営住宅の取組事例を把握しており、その

内容につきましては、茨城県大洗町では高校マーチングバンド部学生寮として、香川県では四国

独立リーグ球団の選手宿舎として貸与されるなど、それぞれの地域が抱える課題解決のため、空

き住戸を活用していると承知しております。

○中川浩利委員 今、事例を幾つか紹介していただきましたが、本当に全国津々浦々、様々な目

的外使用といったものがなされているというふうに私も理解をしております。

一方で、道営住宅における目的外使用の実績といったものは、先ほどもございましたが、現時

点で４市１町の12戸というふうに承知しますけれども、これは全国の他の都府県の取組実績など

と比べるとちょっと後れているのではないのかなと思うわけです。

周知なども含めて、これまでどのように取り組んできたのか、道の取組の現状や進捗について

伺うとともに、空き家率を低下させるためには、具体的な目標を定めて取り組む必要があると考

えますが、その点と併せて所見を伺います。

○大場住宅管理担当課長 道における取組についてでありますが、目的外使用の周知につきまし

ては、道のホームページへの掲載のほか、地域の商工会議所懇談会や外国人交流協会など、機会

を捉えて周知を図っており、社会福祉法人や建設業者などからお問合せがあるところです。

提案募集要項による目的外使用の進捗につきましては、令和７年３月末時点で１町１戸であっ

たものが、令和８年２月末時点で４市１町12戸となっており、道といたしましては、空き住戸の

解消を目指して、本来入居者の入居促進を図るとともに、目的外使用のさらなる活用に向けて取

り組んでまいります。

○中川浩利委員 なかなか現時点で目標設定といったものは難しいかなというふうに思います

が、どんどん進めていただきたいと思います。

目的外使用の対象団地及び住戸の概要とその使用料の目安に関する資料がありまして、これを

確認させていただいたところ、令和７年11月時点で、私の地元・岩見沢市の第３かえで団地等を

含めた公募団地は、21の市町、36団地、744戸となっています。

仮に、これらの住戸の空きが全て解消された場合、そんなことはなかなか難しいと思います

が、これは私がちょっと計算したのですけれども、仮にこれが全て解消されれば、計算上、相当

の使用料が、月額でいうと約1659万円、高めに見れば1930万円でした。これに12を掛けて年額に

すると、約１億9900万円から２億3160万円を得ることができるという計算になります。

各団地の使用料収入を大きく改善できる可能性について、道の所見を伺います。また、対象団

地を今後拡大していく考えがないのか、併せて伺います。

○大場住宅管理担当課長 目的外使用による使用料収入についてでありますが、道といたしまし
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ては、建て替えや用途廃止などを控え、入居者募集を停止している、いわゆる政策空き家や本来

入居者の入居が見込めない住戸について、目的外使用により使用料収入が得られることは、北海

道営住宅事業特別会計の収支改善に寄与するものと考えており、今後も、目的外使用の活用が見

込まれる住戸につきましては、対象への追加を検討してまいります。

○中川浩利委員 当然、本来目的というものがあっての話でありますけれども、無駄に空き家が

あるのであれば、そこについては少しでも使用料収入を得る、そういった考え方で進めていただ

きたいというふうに思います。

今ほどは使用料という金目の話をしましたが、目的外使用のメリットといったものはそれだけ

ではなくて、例えば、若者流入による自治会活動の再生、あるいは、地域コミュニティーの担い

手確保、技能実習生、学生、芸術家など、新たな住民層との共生など、多面的な効果について他

都府県では言われているところでありますけれども、道の認識を伺います。

その上で、空き家を地域課題の負債として捉えるのではなくて、学生、技能実習生、若者、子

育て世帯などの多様な住民を受け入れる未来への資源へと変えていくためには、そのための投資

も必要だと考えますが、いかがでしょうか。

○宮崎アカネ副委員長 住宅局長芥川昌久君。

○芥川住宅局長 目的外使用のメリットなどについてでありますが、道といたしましては、空き

住戸を目的外使用として使用することにより、観光や福祉など地域の産業に関わる人材への居住

支援や、移住・定住促進など地域課題の解決、若年世帯の入居による団地コミュニティーの活性

化のほか、入居者の増加による団地共益費の負担軽減といった効果を期待しているところでござ

います。

また、住戸内の修繕の実施については、目的外使用の対象住戸の多くが修繕対象外の用途廃止

を予定している住戸であることから、目的外使用の希望者には、事前に現地を確認の上、住戸内

の状況を御理解いただいているところでございます。

○中川浩利委員 修繕対象外の用途廃止を予定している住戸ということでありますけれども、可

能な範囲で、あまり予算をかけずにきれいにして貸してあげるとか、そういったことについて

は、今後、少し議論させていただきたいなというふうに思っています。

最後になりますけれども、公営住宅の社会的役割といったものにつきましては本質問の冒頭で

伺ったとおりでありますが、活用できるはずの住戸が誰にも活用されないままであるといったこ

とは、言い方は厳しいですが、ちょっと行政の無駄というふうに捉えられても仕方がないのかな

と思います。

よって、本来入居者の入居が阻害されず、適切かつ合理的な管理に支障がない範囲内での使用

との原則にのっとって有効に活用が図られるということは、道にとっても、使用を希望する人に

とっても、双方に益がある、ウィン・ウィンではないかなと思いますので、道は積極的かつ計画

性を持って進める必要があるというふうに思いますけれども、今後どのように取り組むのか、決

意も含め、お伺いいたします。
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○宮崎アカネ副委員長 建設部建築企画監大野雄一君。

○大野建設部建築企画監 今後の取組についてでありますが、道営住宅では、人口減少等によ

り、空き住戸が増加してきており、地域コミュニティーの活性化のほか、使用料収入の確保の観

点からも、こうした空き住戸の解消に向けた取組が重要でありますことから、道では、本来入居

者の入居の促進に努めるほか、道営住宅ストックを活用した目的外使用により、地域産業従事者

向けの住宅の提供や団地コミュニティーの活性化などに取り組んでいるところでございます。

道といたしましては、今後に向けて、子ども食堂などの子育て支援や地域おこし協力隊向け住

宅の提供による移住、定住の促進など、より幅広い用途にも目的外使用の制度が活用されますよ

う、庁内関係部局や市町村との連携強化により、制度や取組事例の周知のほか、市町村営住宅へ

の普及にも取り組み、誰もが安心して暮らせる持続可能な地域社会の形成に努めてまいります。

○宮崎アカネ副委員長 中川委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

以上で通告の質疑並びに質問は終わりました。

総括質疑に保留された事項については本委員会において質疑を行うこととし、これをもって、

建設部所管に関わる質疑並びに質問は終結と認めます。

理事者交代のため、このまま暫時休憩いたします。

午後３時54分休憩

午後３時57分開議

○宮崎アカネ副委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

１．環境生活部所管審査

○宮崎アカネ副委員長 これより環境生活部所管部分について審査を行います。

質疑並びに質問の通告がありますので、順次、発言を許します。

林祐作君。

○林祐作委員 初めに、エゾシカ対策について伺います。

我が会派の代表質問でも伺いましたが、３年間の緊急対策期間も１年を切る中、令和５年度、

令和６年度のエゾシカの捕獲数は、いずれも捕獲目標を大きく下回る結果となる一方、農林業の

被害は増加をしている状況であります。

また、エゾシカが関係する交通事故も年々増加し、過去10年間で３倍近くとなるなど、道民生

活に大きな影響を与えており、危機感を持って対策に取り組む必要があると考えます。そこで、

現状と今後の具体的な取組などについて、以下、伺ってまいります。

先月公表された令和６年度のエゾシカによる農林業被害の地域別の状況について、前年度との

比較を含めて、まずは伺いたいと思います。

○宮崎アカネ副委員長 エゾシカ担当課長嶋本祐幸君。

○嶋本エゾシカ担当課長 令和６年度の農林業被害の状況についてでありますが、道内全体の被

害額は52億8000万円であり、前年度と比較し１億3000万円の増であります。
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地域別では、オホーツク、十勝、釧路、根室管内を含む東部地域は、30億1000万円で、前年度

比１億3000万円の減、空知、上川、留萌、宗谷管内を含む北部地域は、12億4000万円で、２億

9000万円の増、石狩、胆振、日高管内を含む中部地域は、８億5000万円で、2000万円の減、後

志、渡島、檜山管内を含む南部地域は、１億8000万円で、1000万円の減となっております。

○林祐作委員 令和６年度の狩猟と許可捕獲を合わせて18万5000頭で、そのうち、雌の割合を60

％とする目標を掲げておりましたが、実績について、地域別捕獲数と目標達成率及び雌の割合に

ついても併せて伺います。

○嶋本エゾシカ担当課長 令和６年度の捕獲実績についてですが、狩猟と許可捕獲を合わせ、18

万5000頭の目標に対し、過去最高ではありますが、15万8000頭であり、目標達成率は85％、その

うち、狩猟は、目標の３万頭に対し３万2000頭、許可捕獲は、目標の15万5000頭に対し12万6000

頭となっており、また、雌の捕獲割合は、目標の60％に対し55％でありました。

地域別の狩猟と許可捕獲を合わせた捕獲実績では、東部は８万頭で、目標達成率は95％、雌の

捕獲割合は55％、北部は３万頭、達成率は69％、雌の割合は56％、中部は３万9000頭、達成率は

82％、雌の割合は53％、南部は8200頭、達成率は87％、雌の割合は54％となっております。

○林祐作委員 今、二つの質問の答弁を聞かせていただくと、やはり、北部が一番、影響してい

るのかなと、数字的にうまくいっていないなと実感したところであります。

次に、目標未達成の要因について伺ってまいりますが、令和６年度の捕獲数は、前年度と同

様、大きく下回っており、また、雌の割合も達していない結果となった要因についてどのように

分析しているのか、伺いたいと思います。

○宮崎アカネ副委員長 野生動物対策担当局長三ツ木寛史君。

○三ツ木野生動物対策担当局長 目標を達成できなかった要因についてでございますが、捕獲数

については、その大部分を占める許可捕獲について、市町村や道が活用している国交付金の配分

額が要望額の約８割となっておりまして、目標に向けた十分な捕獲活動に至らなかったことや、

地域によっては、高齢化などにより、捕獲従事者が十分に確保できなかったことなどが要因と考

えております。

また、雌の捕獲割合については、近年は55％程度で推移しており、有識者からは、雄雌を選別

して捕獲することが困難なわなによる捕獲が増えていることが指摘されており、こうしたことを

目標に達していない要因の一つとして考えているところであります。

○林祐作委員 ただいま要因についてお答えをいただきました。

令和７年度の取組については、こうした結果を踏まえて、捕獲の強化に向けてどのような取組

を行ってきたのか、改めて伺いたいと思います。

○嶋本エゾシカ担当課長 今年度の取組についてですが、道では、エゾシカの捕獲強化に向け、

国の交付金を最大限活用した市町村による一層の捕獲促進を図るため、必要な予算の確保や国有

林内での銃猟による入林規制の緩和を国に要望するとともに、道による捕獲事業としても、後志

や宗谷地域などにおいて、鳥獣保護区や自然公園など、市町村による捕獲が困難な場所や市町村
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境界付近など、捕獲が進んでいない15か所で実施しているほか、越冬期に集団化したエゾシカを

集中的に捕獲する事業を、根室、上川地域など、４か所で実施してきているところです。

また、生息数の減少が期待される雌鹿の捕獲を促進するため、雌を捕獲しやすい２月から３月

における有害駆除の捕獲単価を増額しているほか、狩猟で捕獲した個体の認証施設への搬入経費

について、雌の捕獲単価を増額して支援しているところでございます。

○林祐作委員 このたび、捕獲の体制が進む中で、処分場や解体施設が足りていないという声を

各地から伺うようになりました。

また、捕獲の場所によっては、その後の移動が難しいところがあり、以前、空知内では、ジビ

エカーといった、捕獲後、すぐに解体できるようにと準備したものがありましたけれども、この

ような工夫をした体制や食肉処理施設を増やしていくための支援策なども含めて、さらに有効活

用の強化に取り組むべきと考えますが、今後どのように取り組むのか、伺います。

○嶋本エゾシカ担当課長 エゾシカの有効活用についてですが、道では、事業者や市町村に対

し、国の交付金を活用し、食肉処理施設や冷凍保管施設の整備、移動式解体処理車の導入を支援

するとともに、衛生管理アドバイザーを派遣した助言を行いながら、認証施設の増加に取り組ん

でいるところです。

また、認証施設に対しては、解体後の廃棄物処理経費を支援するとともに、事業者の方々に対

しても認証施設への搬入経費を支援し、施設への搬入を促進しているところです。

道としては、こうした支援を継続するほか、来年度は、現在実施している野外での一次処理す

る際の衛生面の安全確保の調査に引き続き取り組むとともに、新たに、食肉施設を対象とした品

質向上に関する研修会の開催や、地元で捕獲したエゾシカの認証肉を学校給食で提供できるよう

支援するモデル事業などに取り組むこととしております。

○林祐作委員 それでは次に、令和８年度の取組について伺います。

３か年の緊急対策期間の最終年を迎える令和８年度における個々の取組について、それぞれ具

体的に伺ってまいります。

まず、市町村の取組の拡充に向けた対応について伺いますが、我が会派の代表質問では、捕獲

数の約８割を占める市町村による捕獲数の上積みを図る旨の答弁がありましたけれども、具体的

にどのように拡充していくのか、伺います。

○嶋本エゾシカ担当課長 市町村による捕獲についてですが、道では、市町村による捕獲の促進

に向け、これまで、国に対し、必要な予算の確保はもとより、国有林内での銃猟による入林規制

の緩和を働きかけるとともに、市町村に対しては、全道エゾシカ対策協議会や振興局ごとに設置

している地域連絡協議会の場などを通じて、国交付金を活用した積極的な捕獲を働きかけたとこ

ろです。

こうした中、本年度の国補正予算では交付金が増額されたことから、来年度に向けて、改めて

市町村に対し、交付金を最大限活用した計画捕獲数のさらなる上積みを要請したほか、被害の著

しい市町村を対象とした北海道鳥獣被害対策タスクフォースでは、交付金の優先的な予算配分に
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加えて、国及び道、市町村、関係団体などが一体となって、専門家の派遣など、重点的な支援を

行っていくこととしており、これらの取組により、市町村による捕獲の拡充を図ってまいりま

す。

○林祐作委員 ただいま、タスクフォースによる取組について少し触れていただきましたが、昨

年11月に国から提案があった鳥獣被害対策タスクフォースについては、具体的にどのように進め

ていくのか、伺います。

○嶋本エゾシカ担当課長 鳥獣被害対策タスクフォースについてですが、道では、昨年11月末に

農林水産省から提案のあった北海道鳥獣被害対策タスクフォースについて、国と支援内容等の詳

細を整理し、本年１月下旬から、市町村に対し要望調査を実施しているところであり、現在、タ

スクフォースへの参画を希望する市町村の中から、重点支援の対象となるモデル地区の検討を進

めているところです。

今後、国や農業団体、研究機関などの関係団体との協議により、重点支援の対象とする市町村

を選定し、来年度早期にタスクフォースを設立する考えです。

○林祐作委員 来年度早期にタスクフォースを設立するという御答弁をいただきました。

市町村による捕獲が困難な地域において実施している道による捕獲事業について、代表質問で

は、実施箇所を拡大する旨の答弁をいただきましたが、具体的にどのように取り組んでいくの

か、伺います。

○嶋本エゾシカ担当課長 道の捕獲事業についてですが、道では、本年度、鳥獣保護区や自然公

園のほか、市町村の境界付近など、市町村による捕獲が困難な地域において、道内15か所で捕獲

事業を実施してきたほか、越冬期に集団化したエゾシカを大型の囲いわななどにより集中的に捕

獲する越冬期集中捕獲事業を４か所で実施してきたところです。

事業の実施に当たっては、毎年度の実施結果を踏まえ、道総研などにも御意見を伺っていると

ころであり、来年度においても、囲いわなの構造や誘引効果の高い餌の活用、餌の配置方法等を

工夫するなど、捕獲数の増加に向けて捕獲手法のさらなる改善を図るほか、越冬期集中捕獲事業

の実施箇所を拡大するなど、捕獲数の上積みを図ってまいります。

○林祐作委員 ありがとうございます。

次に、雌の捕獲割合の増加に向けた取組について伺います。

先ほど来の答弁でもありますけれども、近年、目標を達成できてない雌の捕獲割合について、

具体的にどのようにこれを増加させていくのか、考え方を伺いたいと思います。

○嶋本エゾシカ担当課長 雌の捕獲割合の増加についてですが、エゾシカの個体数を効率的に減

らすためには、雌の捕獲割合を高めることが重要であり、道では、これまで、捕獲の主体となる

市町村や猟友会に対し、全道エゾシカ対策協議会や各振興局の地域連絡協議会の場などを通じ

て、雌鹿の積極的な捕獲への協力を求めるとともに、狩猟者の方々に対しても、免許更新の際の

講習会などでのリーフレット配付を通じ、雌捕獲の重要性について周知を図ってきたところで

す。
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また、道交付金による市町村の捕獲事業支援においても、雌の捕獲割合が高くなる２月と３月

の単価を他の月より高く設定するとともに、狩猟者が捕獲した個体を食肉処理施設に搬入した場

合の搬入経費についても雌単価を増額しているところです。

来年度は、こうした取組に加え、現在、狩猟期間を１月末までとしている地域などについて、

雌を捕獲しやすい２月から３月まで期間延長することを市町村や関係団体と協議していくほか、

国に対して雌の捕獲促進対策を要望してまいります。

○林祐作委員 今後の取組について伺います。

３年間の緊急対策期間が残り１年を切る中で、道としては、エゾシカの個体数を減少させ、被

害の増加を食い止めるため、あらゆる手だてを講じて対策を進める必要があります。

目標の実現に向けた捕獲の強化と有効活用の促進に向けて、今後どのように取り組んでいくの

か、伺います。

○宮崎アカネ副委員長 環境生活部長谷内浩史君。

○谷内環境生活部長 今後の取組についてでありますが、３か年の緊急対策期間が最終年を迎え

る中、捕獲目標の達成に向けた捕獲数のさらなる上積みや雌の捕獲割合の増加など、エゾシカ対

策の充実強化は喫緊の課題でございます。

道では、引き続き、国に対し、必要な予算の確保や国有林内での規制緩和を働きかけるととも

に、国の交付金を最大限活用した市町村の計画捕獲数のさらなる上積みや地域の狩猟期間の延

長、道による越冬期の集中捕獲実施箇所の拡大に加えまして、被害の著しい市町村を対象とした

鳥獣被害対策タスクフォースによる捕獲の強化など、重点的な対策を講じることとしておりま

す。

また、有効活用につきましては、エゾシカ肉の認知度向上をはじめ、流通拡大のための認証施

設への支援や認証肉の販路拡大に加えまして、新たに給食での提供支援を行うなど、さらなる利

用拡大に取り組むこととしております。

道といたしましては、国や市町村、関係団体等との連携をより緊密にし、あつれきの低減に向

けまして、捕獲目標を達成できるよう、捕獲対策を充実していくとともに、有効活用の推進を図

りながら、捕獲と有効活用を両輪としてエゾシカ対策を一層強化してまいります。

○林祐作委員 ３か年の最後ということもあって、気合の入った意気込みも聞けたかなというふ

うに思っておりますので、ぜひとも結果にこだわって進めていただきたいと思います。

次に、ヒグマ対策について伺います。

我が会派の代表質問でも伺いましたが、今年度は、かつてないほど各地で生活圏へのヒグマの

出没が相次ぎ、５名の方が死傷したことなどに加え、学校が臨時休校となったり、各地のイベン

トが中止になるなど、道民生活に大きな影響を与えました。

道は、昨年末に国がまとめたクマ被害対策パッケージを踏まえて、市町村や関係機関とも一層

連携を図り、対策を強化する必要があると考えますので、今後の具体的な取組について、以下、

伺ってまいります。
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今年度のヒグマの捕獲数が、１月末までに既に2000頭を超え、過去最多となっておりますけれ

ども、前年度と比較した地域個体群ごとの捕獲数について伺います。

また、増加の要因について道はどのように考えているのか、併せて伺います。

○宮崎アカネ副委員長 ヒグマ対策室長市川善浩君。

○市川ヒグマ対策室長 ヒグマの捕獲数についてですが、令和７年度の１月末時点におけるヒグ

マ捕獲数は、道の許可捕獲の速報値で2013頭となっており、昨年度の1026頭から987頭上回った

ところでございます。

地域個体群ごとに見ますと、渡島半島地域は704頭で昨年度から561頭の増、積丹・恵庭地域は

100頭で68頭の増、天塩・増毛地域は144頭で64頭の増、道東・宗谷地域は673頭で95頭の増、日

高・夕張地域は392頭で199頭の増となっており、いずれの地域におきましても昨年度を上回って

いる状況でございます。

市街地出没や捕獲数が増加した要因につきましては、堅果類の実なりの影響なども考えられま

すが、今後、北海道ヒグマ保護管理検討会において御意見を伺うこととしているところでござい

ます。

○林祐作委員 道が来年度に取り組むヒグマ出没時におけるＡＩやドローンの活用について、そ

の狙いと今後の活用の考え方について伺います。

○市川ヒグマ対策室長 ＡＩやドローンの活用についてですが、道では、ＩＣＴやＡＩなど、最

新の技術も活用し、効果的かつ効率的にヒグマ対策に取り組むため、実証事業を始めており、今

年度は、ＡＩを活用してヒグマの個体識別や行動予測などを行うことができるよう、ドローンや

自動撮影カメラを活用しまして、ヒグマの出没時の個体の行動パターンの記録や農地の被害状況

に関する情報の蓄積などに取り組んでいるところでございます。

来年度は、今年度収集した画像データなどの情報を基に、ＡＩを活用した問題個体の識別と出

没経路の把握や農業被害の状況把握を効率的に行うシステムの構築を進めますほか、捕獲従事者

の安全を確保しながら問題個体を捕獲する支援システムについても構築を進めることとしており

ます。

○林祐作委員 次に、ガバメントハンターについて伺います。

道は、来年度から狩猟免許を有するガバメントハンターを採用するとのことでありますが、そ

の役割と配置の考え方、今後の配置の拡大についても伺います。

また、国では自治体が雇用するガバメントハンターの人件費を支援するというふうに言ってお

りますけれども、既に道内の市町村において雇用しているガバメントハンターの人数を伺いま

す。

○三ツ木野生動物対策担当局長 ガバメントハンターの役割などについてでありますが、ガバメ

ントハンターは、市町村や猟友会など、関係機関と連携しながら、地域におけるヒグマの防除や

捕獲など、出没対策に関する技術的な助言や指導を行うほか、関連した研修や講習会の企画、実

施などに当たるとともに、人身被害の発生のおそれがある場合などには、直接、現地に赴いて、
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地元猟友会などとの連絡調整を行いながら、市町村の捕獲活動に対する支援などを行うこととし

ております。

その配置に当たっては、今年度のヒグマの出没や人身事故などの状況を踏まえ、本庁環境生活

部ヒグマ対策室のほか、オホーツク総合振興局と渡島または檜山の振興局にそれぞれ１名配置す

ることとし、現在、最終的な調整を進めており、来年度に任用する３名のガバメントハンターの

活動状況も踏まえながら、今後の効果的な活用や配置について必要な検討を行っていく考えであ

ります。

なお、昨年末時点で、道内市町村において、狩猟免許を有し業務でヒグマの捕獲に関わる職員

は、19市町村で31名と承知しております。

○林祐作委員 19市町村で31名ということでありました。

次に、個体数管理についてですけれども、個体数管理のためには生息数の正確な把握が重要で

あります。

現在のヘアトラップ調査などを活用した個体数推定精度をどのように高めていく考えなのか、

伺います。

○市川ヒグマ対策室長 ヒグマの個体数管理についてですが、道では、これまで、道総研の協力

により、捕獲個体から得られる年齢や性別などのほか、足跡やふんなどの痕跡調査、生息密度を

調べるヘアトラップ調査の結果などを組み合わせ、有識者の御意見を伺いながら、地域個体群ご

との生息数を推定しているところでございます。

また、国では、適切な個体数管理の水準を判断するために必要な熊の個体数について、都道府

県と連携し、全国統一的な手法での推計を進めるとともに、個体数推定の技術向上等に関する調

査研究を行っていくこととしております。

道といたしましては、国の検討状況を注視するとともに、必要な改善も行いながら、来年度も

ヘアトラップ調査等を実施するなど、さらなる推計精度の向上やモニタリングの充実に取り組ん

でまいります。

○林祐作委員 次に、ヒグマ注意報等について伺います。

道では、ヒグマによる人身事故の防止のため、ヒグマ注意報・警報の運用を見直しました。

見直しの内容とその運用について伺います。

○市川ヒグマ対策室長 ヒグマ注意報等の見直しについてですが、ヒグマの出没時等において

は、効果的な注意喚起や実効性ある対策につなげていくことが重要であるため、本年１月に、ヒ

グマ警報の発出基準について、人身被害のおそれが高まっている段階から発出できるようにする

とともに、注意報についても、人家敷地内などでヒグマの痕跡が確認される場合に発出できるよ

う見直し、注意報等の発出をより柔軟に行うことにより、効果的な注意喚起につなげていくこと

としたところでございます。

また、注意報等を発出した際の道や市町村、関係機関の取組例を明示し、速やかな対策の実施

とともに、関係機関が連携協力した実効性ある取組を促進していくこととしております。
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加えまして、現在、地域住民の皆様はもとより、外国人や観光客の方々にも注意報等の発出を

分かりやすく伝えるためのピクトグラムを公募しており、こうしたものも活用しながら、より効

果的な注意喚起に努めてまいります。

○林祐作委員 現在、ピクトグラムの公募を行っているということでありますけれども、こうい

ったこともやるのだなということで、僕自身、本当に驚いたところであります。これも早く定着

すればいいなというふうに思っております。

次に、春期管理捕獲についてであります。

この２月には今年の春期管理捕獲が既に始まっておりますけれども、これまでの参加拡大に向

けた取組と現在の参加市町村数についてまずは伺います。

また、ハンターの育成のためには参加市町村の増加が求められますが、次年度に向け、拡大に

ついてどのように取り組んでいくのか、伺います。

○三ツ木野生動物対策担当局長 春期管理捕獲についてですが、参加市町村の拡大に向け、これ

まで、ヒグマ対策推進会議の場などを活用しながら、市町村はもとより、関係機関等に取組の趣

旨を共有し、参加や連携を呼びかけるとともに、市町村や捕獲従事者向けに、実施に係る経費の

助成など、各種支援制度の説明会を開催したほか、市町村が捕獲従事者の報酬単価を引上げでき

るよう支援制度を拡充するなど、参加しやすい環境づくりに努めてきたところであります。

こうした結果、本年２月末時点では、昨年の50を大きく上回る79の市町村・団体から参加の意

向が示されており、引き続き、５月末まで実施する春期管理捕獲への参加を働きかけていくとと

もに、参加市町村や捕獲従事者の皆様からの御意見も参考に、課題や成果などの検証を行い、来

年度の事業に適切に反映していくなど、効果的な制度となるよう努めながら、より多くの市町村

の参加につなげてまいります。

○林祐作委員 次に、市町村への取組支援について伺います。

道内各地でヒグマの出没が増えている状況であるため、地域ごとにしっかりとヒグマ対策に取

り組むべきと考えます。

道は、新年度、市町村への補助を含め、予算を大幅に拡充しております。この補助制度の市町

村の活用見込みについて伺います。あわせて、市町村の捕獲活動に対する支援なども必要と考え

ますが、どのように支援していくのか、伺います。

○三ツ木野生動物対策担当局長 市町村の捕獲活動への支援についてですが、緊急銃猟をはじめ

とした捕獲活動を円滑かつ不安なく実施していくためには、市町村や道警察、捕獲従事者の方々

との連携の下、地域の捕獲体制を充実していくことが重要であります。

このため、来年度予算案では、市町村が実施する電気柵の設置など、出没防止事業への補助上

限額を撤廃したほか、市町村のガバメントハンター任用に要する経費や捕獲従事者の報酬単価引

上げに必要な予算を確保するなど、支援内容を大幅に拡充したところであり、現時点で125市町

村がこうした補助制度を活用する見込みとなっており、引き続き、市町村に対し制度の説明など

を行っていくこととしております。
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また、道自らも３名のガバメントハンターや警察ＯＢの配置に加え、地域おこし協力隊の活用

も検討するなど、市町村の捕獲活動への支援を強化するほか、新たに夜間の緊急銃猟に備えた講

習会を開催することとしており、こうした取組を通じながら地域の捕獲体制づくりに一層取り組

んでまいります。

○林祐作委員 次に、市町村との人的交流について伺います。

市町村に対する支援としては、専門的人材の交流も重要と考えます。新年度から、旭川市と人

的交流を始めると聞いておりますが、その概要と狙いについて伺います。

○宮崎アカネ副委員長 総務課長兼政策調整担当課長栗原肇君。

○栗原総務課長兼政策調整担当課長 市町村との交流についてでありますが、近年、全道的に野

生鳥獣によるあつれきが顕著となる中で、現場で対応する市町村と広域的な施策を担う道との一

層の連携強化が重要でありますことから、道では、野生鳥獣対策の実務経験を有する職員がそれ

ぞれの立場での知見や経験を共有し、専門性の向上を図ることを目的といたしまして、今年度か

らは清里町との間で職員の相互交流を実施しており、来年度は、旭川市との間でも交流を行うほ

か、環境省との交流も行うこととしております。

道といたしましては、こうした人事交流を通じまして、それぞれのネットワークを生かしなが

ら、国や市町村とのさらなる連携強化に努めるなど、地域対応力の一層の強化に取り組んでまい

ります。

○林祐作委員 次に、狩猟免許取得説明会について伺います。

ヒグマをはじめ、エゾシカやアライグマなど、野生鳥獣とのあつれきの解消、低減に向けて

は、捕獲による適切な保護管理が必要であり、そのためには捕獲の担い手となる人材の確保育成

が重要と考えます。

人材育成に向けて、今年度から、自衛隊・警察ＯＢや退職予定者などを対象とした狩猟免許取

得の説明会を開催しております。

今年度の開催実績と参加者の反応について伺います。また、今年度の開催予定についても併せ

て伺います。

○市川ヒグマ対策室長 自衛隊・警察ＯＢなどを対象とした説明会についてですが、道では、捕

獲従事者の確保に向けまして、道警察の現役警察官やＯＢ、陸上自衛隊の退職予定者やＯＢのほ

か、道職員を対象とした狩猟免許取得説明会を先月28日に開催したところでございます。

説明会には、オンラインも含め、201名に参加いただき、道から野生鳥獣対策の現状や狩猟免

許取得の手続について説明しましたほか、狩猟免許を持つ現役警察官が講演を行いまして、参加

者からは、免許取得に向けたイメージを持つことができた、現役警察官の経験談は興味深かっ

た、狩猟現場を見学したいとの感想が寄せられました一方、免許取得など費用負担が大きいなど

の声もあったところでございます。

道といたしましては、こうした御意見も踏まえながら、来年度も引き続き説明会を開催してい

く考えでございます。
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○林祐作委員 意見を様々いただいた中で、来年度も説明会を開催するということであります。

ぜひとも期待をしておりますので、よろしくお願いいたします。

次に、射撃場の実態調査について伺います。

我が会派では、これまで、捕獲人材の確保や育成に資するような総合的な射撃場の整備を求め

てきたところでございます。

道では、捕獲の担い手の人材確保や育成環境の充実に向けた検討のため、道内外の射撃場の実

態調査を実施していると承知しておりますけれども、その進捗状況について伺います。

○宮崎アカネ副委員長 野生動物対策課長小島圭介君。

○小島野生動物対策課長 射撃場の調査についてでございますが、道では、道内21か所及び道外

75か所の射撃場を対象に、施設の規模や機能、利用者数のほか、運営上の課題等についてアンケ

ートや聞き取りを行うとともに、利用者が多い釧路市、浦臼町及び当麻町所在の射撃場について

現地調査等を実施してきたところでございます。

調査の結果では、大型獣に対応可能な大口径ライフル銃の射撃ができる施設が、全国71か所の

うち、道内には11か所あり、銃猟免許所持者1000人当たりのライフル射撃場数は、東北の1.8か

所に次いで、1.7か所となっております。

さらに、300メートル級の射場がある施設が、全国５か所のうち、２か所あり、銃猟免許所持

者1000人当たりのライフル射座数は13.7と全国で最も多く、本道には十分な機能を備えた施設が

所在している一方で、設置から40年以上となる施設が約５割となっておりまして、利用者数も減

少傾向にあるなど、施設の管理者からは、道による射撃場を活用した訓練といった利用者確保の

取組のほか、設備投資や運営への支援などについて要望があったところでございます。

○林祐作委員 ただいま御答弁いただきましたけれども、40年以上となる施設が５割あるという

ことでありまして、これからまた担い手を確保していくに当たっては、こういったものの整備、

改善をしっかりとしていかなければいけないのではないかなと思いますので、指摘をさせていた

だきます。

続きまして、人材の確保育成に係る意見交換会について伺います。

道では、人材の確保育成策を検討するため、これまで、市町村や猟友会等と意見交換会を行っ

てきていると承知しておりますけれども、その中でどのような意見や要望があったのか、伺いま

す。

○小島野生動物対策課長 捕獲従事者の確保育成に係る意見等についてでございますが、道で

は、狩猟免許の取得や捕獲技術の向上などに関する地域の課題やニーズを把握するため、各振興

局において、市町村や猟友会、道警察等との意見交換会を実施し、延べ265の関係機関・団体等

から、人材の確保育成のために優先すべき取組などについて意見や要望等を伺い、今般、その取

りまとめを行ったところでございます。

意見、要望が多かったものとしましては、狩猟免許や猟銃所持許可の取得経費のほか、猟銃や

銃弾等の購入費など捕獲従事者の負担への支援や、ヒグマの捕獲経験の少ないハンターへの捕獲
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技術の伝承、狩猟や駆除に対する道民理解の促進、狩猟免許や猟銃所持許可の取得に向けた学習

機会の確保、射撃練習による技術向上が必要などといった要望等をいただいたところでございま

す。

○林祐作委員 次に、人材の確保育成に向けた取組について伺います。

道では、これまで、狩猟免許の受験機会の拡大や捕獲技術の向上に向けた取組を行ってまいり

ました。

今年度の取組状況の実績や来年度の取組について伺います。

○小島野生動物対策課長 捕獲従事者の確保育成の取組についてでありますが、道では、これま

で、捕獲の担い手となる人材確保のため、狩猟免許試験の実施回数や定員を増加するとともに、

農閑期や日曜日も実施してきましたほか、希望者全員が受験できますよう、振興局間での人数調

整を行い、今年度は、全11回、延べ34か所で試験を実施したところでございます。

また、本道の狩猟の魅力を発信するため、東京と大阪のイベント会場でのＰＲや今月末に札幌

の大型商業施設で行われますアウトドアイベントに出展するとともに、捕獲技術の習得、向上の

ために、初心者向け射撃研修を道内射撃場４か所で７回実施するほか、ベテラン狩猟者を講師と

したヒグマ捕獲技術の講習会を全道４か所で開催してきたところでございます。

来年度も、より多くの方に狩猟免許を取得いただくため、狩猟免許試験の受験機会の確保や道

内外でのＰＲ活動に取り組むとともに、地域からのニーズが多かった初心者向け射撃研修を拡充

するほか、新たに夜間の緊急銃猟の実施に備えた講習会を開催してまいります。

○林祐作委員 本道の狩猟の魅力を発信するため、イベント会場でのＰＲ等を行ったということ

でありますけれども、熊に直結するかというと、なかなか難しいのじゃないかなと。鹿撃ちの誘

致にはつながるのかなというふうに考えますけれども、難しいのかなと思います。

それから、地域からのニーズが多かった初心者向け射撃研修を拡充するということですが、こ

れはすばらしいことですし、新たに夜間の緊急銃猟の実施に備えた講習会も開催するということ

で、我々が申し上げてきた課題についても、取組姿勢を見せていただいていることにはありがた

いなという気持ちを持っている次第であります。

次に、道職員の狩猟免許の取得状況等について伺います。

道では、職員の狩猟免許の取得状況等についてアンケート調査を実施していると聞いておりま

すけれども、その進捗について伺います。

○小島野生動物対策課長 職員の狩猟免許の取得状況等についてでありますが、道では、地域に

おける捕獲の担い手確保のため、昨年12月に、職員に対して、狩猟免許の取得状況や捕獲経験の

有無、免許取得への意向などに関する任意のアンケート調査を実施したところでございます。

アンケートには、1044名の職員から回答があり、狩猟免許を取得している職員は96名で、この

うち、散弾銃やライフル銃で狩猟ができる第１種銃猟免許を取得している者は81名、わな猟免許

を取得している者は63名でありました。

また、狩猟免許を取得している職員のうち、実際に狩猟の経験がある者は37名、有害鳥獣捕獲
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の経験者は33名でありました。

このほか、467名から狩猟免許取得に興味があるとの回答を得ており、道といたしましては、

狩猟免許を有する職員や狩猟に関心がある職員が、地域の捕獲従事者としての活動につながるよ

う、捕獲技術の向上ですとか、狩猟免許の取得に関する情報提供などに取り組んでまいります。

○林祐作委員 今、アンケートの結果を聞いて、いろいろな声が後ろからも聞こえてきていると

ころでありますけれども、回答数が１割未満だったということで、ちょっと少ないのじゃないか

なというような認識を持っております。また、実際に経験のある方もいらっしゃるということで

ありますけれども、そういった方々からの情報提供も、生の声として非常に有効活用できるので

はないかなと思う次第であります。

次に、中長期的な人材確保育成について伺います。

我が会派の代表質問に対して、知事からは、捕獲従事者の中長期的な確保育成に向けた有識者

会議を年度内に設置するとの答弁がありましたが、どのような論点を議論し、いつ頃をめどに取

りまとめを行う考えなのか、伺いたいと思います。

○宮崎アカネ副委員長 自然環境局長新井田順也君。

○新井田自然環境局長 有識者会議についてでありますが、野生動物とのあつれきがかつてない

ほど高まっている中、本道の狩猟免許取得者は、近年、増加傾向にあり、若い世代の割合も増加

してきておりますが、高齢化等により捕獲従事者の確保が困難な市町村もあるなど、狩猟者のさ

らなる確保育成は重要でございます。

このため、道では、来週にも新たに有識者検討会を設置することとし、この中で、野生鳥獣の

捕獲担い手の裾野の拡大や育成に向け、このたびの射撃場の実態調査のほか、市町村や猟友会な

どからいただいた地域のニーズや課題等を踏まえ、有識者の方々から今後の方策などについて御

意見を伺うこととしており、道といたしましては、こうした取組を通じまして、中長期的な捕獲

従事者の確保育成策について検討を加速してまいります。

以上です。

○林祐作委員 次に、再発防止策の検討について伺います。

昨年の知床半島の人身事故を受けた再発防止策の検討が、環境省や北海道など関係機関によっ

て進められていると承知しておりますけれども、現在検討されている内容と今後の見通しについ

て伺います。

○市川ヒグマ対策室長 羅臼岳で発生した人身事故についてですが、道や関係する国の機関、市

町村、団体で構成する知床ヒグマ対策連絡会議におきまして、これまで再発防止策の検討を進め

てきており、本年１月には、新たな情報提供施設の設置の検討など、登山利用者への情報提供や

注意喚起の強化に加え、ヒグマへの著しい接近や餌やりの防止などといった、人に付きまとうな

どの問題個体の発生を抑制する対策の強化、問題個体が確認された場合の登山口閉鎖と解除に関

する基準の明確化などの案が取りまとめられたところでございます。

この案につきまして、先月、知床世界自然遺産地域科学委員会のヒグマワーキングにおいて有



【第２分科会 ３月12日 第２号】

識者から御意見を伺っており、また、今月に開催される同委員会のエコツーリズムワーキングで

の御意見も踏まえまして、年度内に報告書を取りまとめるとしているところでございます。

○林祐作委員 次に、国のガイドラインの改正について伺います。

国においては、全国的に相次いだ熊による人身被害防止に向けて、ゾーニング管理による問題

個体の積極的な捕獲などを内容とする管理計画作成指針の改定案を年度内にも決定する方針とし

ております。

この改定を踏まえ、今後、道としてどのように対応していくのか、伺います。

○三ツ木野生動物対策担当局長 国のガイドライン改正への対応についてでありますが、国で

は、近年の熊の分布域の拡大や個体数の増加等に伴う、市街地での人身被害等の人と熊のあつれ

きの増加を踏まえ、都道府県における特定鳥獣保護・管理計画作成のガイドラインのクマ編につ

いて、年度内に見直しを行うこととしているところであります。

改正案では、熊の個体群を管理する方法や市街地等への熊出没に備えた対応の考え方を新たに

整理し、熊とのすみ分けを図るゾーニング管理の導入、運用、出没対応体制の構築に関する事項

などが示されております。

道といたしましては、引き続き、市町村等と連携し、ゾーニング管理を着実に推進していくと

ともに、国のガイドラインの改正も踏まえ、北海道ヒグマ保護管理検討会の御意見なども伺いな

がら、道のヒグマ管理計画についても必要な検討を進めてまいります。

○林祐作委員 それでは、最後の質問をさせていただきたいと思います。

これまで一連の捕獲体制について伺ってまいりましたが、市町村の中には、エゾシカとヒグマ

の捕獲の実施について情報共有しながら体制の強化を図っているところもあると伺っています。

さらに、エゾシカの生息密度が高くなり、個体数を減らすために有害捕獲や狩猟を盛んに行っ

ている地域においては、鹿の死体が高頻度で熊の生息域内に放置されている状況が発生している

とのことであります。

また、アライグマや、昨年は、ヒヨドリといった果樹を狙う鳥獣被害も多くなっていると伺っ

ております。

ヒグマが人の生活圏にまで行動範囲が広がっているのは、エゾシカをはじめ、ほかの野生鳥獣

も増えているのが原因とも考えられます。

道では、それぞれの鳥獣に対する体制は強化されているものの、ヒグマをはじめ、有害鳥獣対

策をより効果的に実施するためには、全ての鳥獣被害に関する連携や対策の一体的な推進が必要

であると考えますが、今後、どのように体制整備を図り、鳥獣被害対策に取り組んでいくのか、

伺います。

○谷内環境生活部長 野生鳥獣対策に係る体制についてでありますが、道内では、近年、ヒグマ

出没が相次ぎ、人身事故が発生するとともに、エゾシカやアライグマによる農林業被害が増加す

るなど、人とのあつれきがかつてないほど高まっており、道民の皆様の安全、安心の確保に向け

まして、野生鳥獣対策は喫緊の課題でございます。
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道では、これまで、野生鳥獣対策を総括的に推進するため、専掌の担当局長を配置し、その下

で、ヒグマ対策はもとより、エゾシカやアライグマ対策などを一体的に推進するとともに、各振

興局の鳥獣対策連絡協議会におきましても、様々な鳥獣による課題や対策等について包括的に情

報交換や協議を行ってきております。

また、振興局の環境生活課には、野生鳥獣に関する専門的知識を有する職員を配置し、現場で

対策を担う市町村や関係団体と連携を密にしながら、被害防止や捕獲対策などに取り組んできた

ところでございます。

さらに、来年度は、こうした専門職員を全振興局に配置するとともに、新たに環境省からも職

員を受け入れるほか、ガバメントハンターや警察ＯＢを任用し、地域への支援を充実することと

しておりまして、こうした体制の下、部内はもとより、国や関係部局とも連携しながら、野生鳥

獣対策の総合的な推進に一層取り組んでまいります。

○林祐作委員 ただいま答弁をいただきましたけれども、来年度は、新しい事業も含めて、様々

なことをやっていくということであります。ヒグマ対策については、これまで伺ってきた中で

も、道民生活にとって重要な課題でありますので、改めて知事に伺いたいと思います。委員長の

お取り計らいのほどをよろしくお願い申し上げまして、質問を終わります。

○宮崎アカネ副委員長 林委員の質疑質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終

了いたしました。

田中勝一君。

○田中勝一委員 スポーツ振興について、順次伺ってまいります。

さきのミラノ・コルティナ2026冬季オリンピックにおいて、道内選手をはじめとした選手の活

躍には、本当に私たちに感動を与えていただきました。

また、道民一人一人の健康増進と体力づくりのためにもスポーツは重要でありまして、スポー

ツの振興は欠かせない政策課題であることから、以下、伺います。

初めに、本定例会に示された令和８年度の当初予算として、広く国民の間にスポーツを普及

し、スポーツ精神を高揚して国民の健康増進と体力の向上を図り、あわせて、地方スポーツ振興

と地方文化の発展に寄与するとともに、国民生活を明るく豊かなものとする国民スポーツ大会

に、本道を代表して参加する方々を派遣する国民スポーツ大会派遣事業に約１億1600万円が計上

されるなど、スポーツ振興に対する予算が提案をされていますが、８年度の特徴点と前年度予算

との比較についてお伺いいたします。

また、その予算には物価高騰が反映されているのか、交通費や宿泊費等、これまで以上に国民

スポーツ大会参加には経費がかかっております。物価高騰を考慮した補助が必要だと考えます

が、併せて所見をお伺いいたします。

○宮崎アカネ副委員長 スポーツ振興課長清水直子君。

○清水スポーツ振興課長 令和８年度のスポーツ振興予算等についてでございますが、道では、

令和８年度当初予算におきまして、スポーツ振興事業費として11億933万円を本定例会に提案し
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ているところであり、令和７年度当初予算と比較して8143万円を増額しましたほか、地域創生対

策推進費として、来年度、新たにプロサッカーリーグの秋春制への移行に伴うキャンプ誘致を推

進するための経費に841万円を計上しているところです。

スポーツ振興事業費の増額の主な要因は、物価や人件費の高騰への対応によるものであり、こ

のうち、国民スポーツ大会及び全国障害者スポーツ大会への選手等の派遣費の補助につきまして

は、競技団体からの要望を踏まえ、平均宿泊費と予算単価との乖離を解消するため、宿泊費の補

助単価を増額したところです。

○田中勝一委員 前年度比で約8000万円も増額されたということですので、これは率直に評価を

します。有効な執行をお願いしたいと思います。

次に、スポーツ振興を考えるときに、トップアスリートの育成と地域スポーツの基盤強化、い

わゆる、楽しく参加をするスポーツ人口の増加の課題があると承知しています。

この二つをバランスよく進めることが重要と考えますが、所見をお伺いいたします。

○清水スポーツ振興課長 スポーツ施策の推進についてでございますが、道では、令和５年３月

に策定しました第３期北海道スポーツ推進計画における基本方針の中で、「スポーツ参画人口の

拡大とライフステージに応じたスポーツのあるくらしの充実」、「どさんこ選手の国際競技力の

維持・向上の促進」などを掲げているところです。

この方針に基づきまして、これまで、全道各地域におけるスポーツ体験教室の開催や総合型地

域スポーツクラブの設置促進など、誰もが身近な地域でいつでもスポーツに親しむことができる

機会の充実とともに、ジュニア期からの有望選手の発掘、育成や、道スポーツ協会を通じた各競

技団体が行うジュニア選手の強化合宿への助成など、競技力向上に取り組んでいるところです。

○田中勝一委員 ぜひ、バランスよくこの二つの課題について取組をしていただきたいと思いま

す。

次に、競技人口が少ないスポーツ、いわゆるマイナースポーツは、日本国内に指導者が少ない

ということもあって、海外留学をして競技技術を学ぶ方が多いと聞いております。

私が相談を受けた大学生も、自治体に海外留学の支援について相談をしましたが、支援できる

補助制度等はないとのことで、自費で留学をしたということを聞きました。

マイナースポーツの振興を図るためにも、適切な相談窓口の紹介や、補助・助成制度の情報提

供などの支援を行っていく必要があると考えます。道では、そういった方々の相談や問合せに対

してどのような対応を行っているのか、お伺いいたします。

○清水スポーツ振興課長 スポーツに関する相談等についてでございますが、道では、スポーツ

に関する各種施策や助成制度をはじめ、道内各地域のスポーツ施設やスポーツクラブ・チームの

状況などにつきまして道のホームページで情報発信しますとともに、北海道スポーツ協会や北海

道障がい者スポーツ協会と連携しながら、各競技団体などにも周知しているところです。

また、スポーツ活動に対する支援等に関し、道に直接問合せがあった場合には、各種助成制度

などについて個別に説明をしておりますほか、相談内容などに応じまして、北海道スポーツ協会
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など関係団体や道内自治体、企業等が実施するスポーツ活動支援の窓口を紹介するなどの対応を

行っているところです。

○田中勝一委員 相談内容等にはいろいろとあると思いますので、スポーツ協会をはじめ、関係

団体等との連携を強化した対応をお願いしたいと思います。

次に、30年ほど前は、スキー人口が1800万人と公表されていたわけですけれども、その当時

も、徐々にスノーボードをする方々が増えていました。ただ、スキー人口が多かったときのスノ

ーボード競技人口というのはごく少数で、公表されておりません。そして、現在では、約280万

人を超えていると公表されております。

現在、冬季オリンピックのスノーボード競技には、ハーフパイプ、ビッグエア、スロープスタ

イル、スノーボードクロス、パラレル大回転の５種目があり、今回のミラノ・コルティナ2026冬

季オリンピックでは、スノーボード競技だけで、金メダル４個、銀メダル２個、銅メダル３個、

合計９個のメダルを獲得しています。日本のメダル獲得数は全部で24個ですから、37.5％がスノ

ーボード競技ということになります。

メダリストには道内選手も含まれており、今後も期待をされております。子どもたちが憧れる

競技でもあることから、次期の冬季オリンピックに向けてさらに取組の強化が求められますが、

こうした世界トップレベルのスポーツ競技に対する道の所見と、さらなる発展に向けた政策につ

いてお伺いいたします。

○宮崎アカネ副委員長 障がい者スポーツ・競技力向上担当課長白幡博久君。

○白幡障がい者スポーツ・競技力向上担当課長 スポーツの競技力向上等についてであります

が、道では、これまで、スノーボードも含めた、スポーツの競技人口の拡大や競技力の向上を図

るため、世界の第一線で活躍するオリンピアンなどのアスリートや道内ゆかりのプロスポーツチ

ーム選手の方々を講師に迎え、市町村との共催により、スポーツチャレンジ教室を実施している

ほか、子どもたちがスポーツを続けることができる環境づくりに向け、指導者、保護者の方々を

対象としたコーチ・ペアレンツ教室を開催しているところです。

また、北海道スポーツ協会や競技団体等を通じ、選手やスタッフの強化合宿、遠征に係る経費

を支援しているほか、指導者向け研修会の開催費用についても助成してきており、引き続き、こ

うした取組を通じながら、スポーツに親しむ機会の充実や競技力向上に取り組んでまいります。

○田中勝一委員 強化合宿とか遠征に係る費用等への支援ということですので、これも引き続き

取組をお願いしたいと思います。

次に、トップアスリートの育成についてです。

北海道では、タレントアスリート発掘・育成事業、いわゆる北海道ＴＩＤ事業として、北海道

の地域特性を生かした冬季競技に特化し、2014年度から開始され、77人の選手を認定しており、

そのうち、31人の中央競技団体強化指定選手を輩出してきております。特に、第１期から参加を

していた小林未奈さんは、今回の冬季オリンピック女子カーリングにおいて選手として出場いた

しました。



【第２分科会 ３月12日 第２号】

本当に大きな成果でありますが、今後も北海道ＴＩＤ事業からオリンピック選手を輩出してい

くために、どのような課題があると考えているのか、お伺いいたします。

また、北海道ＴＩＤ事業は、冬季競技に特化をしておりますけれども、夏季競技もトップアス

リートの育成が必要だと考えます。どういった理由で冬季競技に特化をしているのか、併せてお

伺いいたします。

○宮崎アカネ副委員長 スポーツ局長近藤史郎君。

○近藤スポーツ局長 タレントアスリート発掘・育成事業についてでありますが、道では、積雪

寒冷といった本道の自然環境の優位性を背景に、平成26年度から、カーリング、バイアスロン、

スケルトンの三つの冬季競技を対象として、有望なジュニア選手を発掘、育成することを目的

に、競技団体等と連携協力しながら取組を行い、その後、中央競技団体が実施する類似事業の活

用も可能となったことなどから、競技団体とも協議の上、現在は、カーリングに特化し、実施を

しているところでございます。

この事業では、元オリンピック選手などによる専門的な指導を定期的に実施するほか、アスリ

ートとしての幅広い知識や技術を身につけるための合宿を行うなど、ジュニア期からの中長期的

な視点に立った育成を行ってきたところでございます。

トップアスリートを育成していくためには、高度な能力や技術、経験を有する指導者の継続的

な確保が必要でございまして、本事業の修了生にも、将来的に指導者として積極的に関わってい

ただくなど、引き続き、競技団体等と連携協力しながら、ジュニア期からの戦略的な強化等を図

り、世界の舞台で活躍できるアスリートの育成に取り組んでまいります。

○田中勝一委員 最初は三つの競技をやっていたということですが、今はカーリングのみに特化

をしているという答弁でした。

先ほどお話ししたように、スノーボードなどについては、ここ近年、本当に急激にレベルが上

がったということもありますので、カーリングのほかにも、これから世界で活躍する選手を育成

できるようなスポーツについて検討を要請したいと思います。

次に、北海道ＴＩＤ事業は、先ほど答弁にあったとおり、オリンピック選手の輩出を目指して

トップアスリートの育成を行っておりますけれども、パラリンピックの選手輩出に向けての予算

を含めた取組についてお伺いいたします。

○白幡障がい者スポーツ・競技力向上担当課長 パラアスリートの発掘等についてであります

が、道では、これまで、障がい者スポーツ協会や競技団体、大学などと連携し、将来有望なパラ

アスリートを発掘するため、パラアスリート発掘プロジェクトに取り組んできたところです。

このプロジェクトでは、本庁環境生活部内に設置した相談窓口や、コーディネーターにより、

競技者や競技団体との必要な調整を行っているとともに、障がいの種別程度に応じたパラアスリ

ート発掘のための測定会や相談会、体験会を開催し、興味を持たれた方には各種競技団体の育成

事業への参加につなげているほか、パラスポーツへの関心を高めるため、トップアスリートによ

るトークショーなども開催しているところです。
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なお、令和８年度当初予算案では、こうした事業に係る予算として、441万円を計上したとこ

ろです。

○田中勝一委員 パラアスリート発掘プロジェクトにも取り組んでいるという答弁でしたので、

ぜひ、タレントアスリート発掘・育成事業と同様に、力を入れて取り組んでいただきたいと思い

ます。

先ほどの答弁にもありましたけれども、指導者不足というのも大きな課題だと考えます。

今定例会には、本道のスポーツ振興と指導者の養成を図るために、スポーツ団体活動費補助事

業として約530万円が計上されていますが、指導者の育成と確保に向け、具体的な内容について

お伺いをいたします。

○清水スポーツ振興課長 指導者の養成などについてでございますが、道では、北海道スポーツ

協会が実施するスポーツ指導者研修会の開催経費に対する助成を通じまして、本道のスポーツ指

導者の養成を図ってきており、毎年、日本スポーツ協会の公認スポーツ指導者や、一般のスポー

ツ指導者、スポーツの指導に関心のある方など、指導に携わる幅広い階層の方々を対象に道内４

ブロックで研修会が開催されているところです。

こうした取組を通じまして、指導者のスキルアップはもとより、指導者相互の連携促進や地域

の特性に応じた指導方策の充実等を図っているところです。

また、自らが少年団活動を継続しながら、年少団員のまとめ役を担っている中・高校生世代を

対象に、リーダーとしての資質や能力の向上に向けた研修会を開催するなど、次世代の指導者の

育成にも取り組んでおります。

○田中勝一委員 指導者の育成というのは本当に大事だと思いますし、子どもたちが指導者によ

って、突然、レベルが上がったりする地域もあるわけで、スポーツ団体の指導者は大変重要なの

ですけれども、それ以上に、2023年度から公立の中学高校での部活動の地域移行も進んできてい

ると承知しております。とにかく指導者の確保というのが大変重要な課題だと思いますので、そ

の点も加味して取組を進めていただきたいと思います。

最後に、財源の確保についてお伺いいたします。

当初予算等でも出ていますけれども、国からの交付金が大きいわけです。例えば、スポーツ振

興くじｔｏｔｏの収益活用ですとか、民間からの寄附など、新たな戦略が必要だと考えますが、

所見をお伺いいたします。

○宮崎アカネ副委員長 環境生活部長谷内浩史君。

○谷内環境生活部長 スポーツ振興予算の財源確保についてでありますが、令和８年度当初予算

案として計上いたしましたスポーツ振興事業費11億933万円につきましては、一般財源のほか、

国庫支出金2580万円、企業からの寄附金757万円、スポーツ振興くじ助成金1573万円などの特定

財源を充当しているところでございます。

道では、これまで、関係部局と連携しながら、北海道スポーツみらい会議への参画企業をはじ

め、道内外の企業に対しまして、障がい者スポーツの推進や子ども向けスポーツ教室の開催など
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への支援を依頼してきておりまして、チャリティー活動や製品の売上げの中からの御寄附や道主

催のイベント時に飲料水などの物資の提供などをいただいているところでございます。

道といたしましては、引き続き、関係部局や北海道スポーツみらい会議との連携を強化するな

ど、スポーツ施策の総合的かつ計画的な推進に向けまして、必要な財源の確保に取り組んでまい

ります。

○田中勝一委員 企業からの寄附金やスポーツ振興くじなどを充当されているということ、チャ

リティー活動や製品の売上げの中からの寄附もあるという答弁でしたので、ぜひ、こういった様

々なことで予算確保に向けて引き続きお願いをしたいと思います。

スポーツは、みる、する、ささえるという三つの視点で今取り組んでいると思うのですけれど

も、今後も、スポーツ人口の増加やスポーツを通じての健康増進などにつながるよう、先ほど言

ったトップアスリートの育成、その底辺を増やす、競技人口を増やすなど、いろいろな立場の方

がいると思いますので、ぜひ、様々な立場の道民の皆様から今後も御意見をいただきながら、通

年で検討していただくよう最後に要請して、質問を終わります。

○宮崎アカネ副委員長 田中(勝)委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

お諮りいたします。

本日の議事はこの程度にとどめたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮崎アカネ副委員長 御異議なしと認め、そのように決定いたします。

なお、３月13日金曜日の分科会は午前10時から開きます。

本日は、これをもって散会いたします。

午後５時10分散会
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